
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 343 教育委員会活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 昭和３１年１０月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・教育委員会義の開催　定例会（毎月１回） 教育委員会は、「学校その他の教育機関を管理し、学
　　　　　　　　　　　臨時会（必要に応じて委員長 校の組織編制、教育課程、教科書その他の教材の取扱
が招集） い及び教育職員の身分取扱に関する事務を行い、並び
 に社会教育その他教育、学術及び文化に関する事務を
・教育委員県外研修　　教育活動に関する先進事例を 管理し及びこれを執行する」（自治法第180条の８）
研修する。　 ために設置された行政委員会であり、合議制の執行機
 関である

令

。
「ＳＤＧｓの取り組

和

み：４」　

毎月１回の

 

定例会の開催と年２の

3

臨時会を開催した。ま

年

た、教育委員により教

度

育施
R2年度に実施し

（

た具体的な 設の視察を

2

実施した。
事業の方法

年

、手順、指標に対す
る

度

成果等

事務事業を取り

実

巻く状況は過去と比べ

施

変化しているか (1)

分

活動指標（事務事業の

）

活動量を表す指標）

教

事

育行政の組織及び運営

務

に関する法律により設

事

置、運営が 名称 単位
義

業

務付けられている。 ①

目

教育委員会会議の開催

的

回数 回
変 化

② 研修会

評

参加回数 回
内 容

対象

価

(この事業の対象、範

表

囲となる人、物) (2

様

)対象指標（対象の大

式

きさを表す指標）

教育

1

長・教育委員 名称 単位

-

教育委員会議への付議

1

案件 ① 教育長及び教育

記

委員の数 人
② 教育委員

入

会議への付議案件数 件

日

目的(この事業によっ

令

て上記対象をどのよう

和

な状態にしたいのか)

0

(3)成果指標（目的

3

の達成度を示す指標）

年

教育行政に関する知識

1

の向上を図る 名称 単位

2

教育行政に関し有意義

月

で効率的な審議により

0

方針決定される ① 有意

8

義と感じる教育委員数

日

人
② 議案件数 件

結果(

１

上位基本事業の意図)

事

(4)結果の成果指標

務

（上位基本事業の成果

事

指標）

安心して生活で

業

き、進んで学習できる

の

環境をつくるとともに

現

、規 名称 単位
則正しく

状

生活する健康な体力づ

　

くりを行う態度を育て

Ｐ

る ① 教育振興基本計画

Ｌ

の施策事業達成率 ％
②

Ａ

事務事業の各種指標の

Ｎ

実績と見込及び目標

H

及

31年度 R2年度 R2

び

年度 R3年度 R4年度

Ｄ

R5年度 R6年度
指標

Ｏ

 ＼ 年度 単位
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

務

標値 目標値 目標値
(1

事

)の ① 回 14 14 14

業

14 14 14 14
活動

名

指標 ② 回 1 1 0 1 1 1

N

1
(2)の ① 人 5 5 5

o

5 5 5 5
対象指標 ② 件

.

34 40 35 40 40

3

40 40
(3)の ① 人

4

4 4 4 4 4 4 4
成果指

3

標 ② 件 28 30 28 3

教

0 30 30 30
(4)

育

の結果の ① ％ 68 72

委

53 63 67 71 75

員

成果指標 ②
予算費目 会

会

計 01 一般会計 款 1

活

0 項 01 目 01

コスト

動

年度 H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

政

度
実績値 計画値 実績値

策

計画値 目標値 目標値 目

こ

標値
事業費(決算又は

の

予算額)Ａ 単位 3,0

事

56 4,029 2,8

務

24 3,799 3,7

事

95 3,205 3,2

業

05

財
源
内
訳

 国庫支

施

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

位

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

置

の他 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
 一般財源 千円 3,

本

056 4,029 2,

事

824 3,799 3,

業

795 3,205 3,

主

205
人件費Ｂ 千円 2

管

,838.6 2,83

課

8.6 2,838.6

名

2,838.6 2,8

課

38.6 2,838.

長

6 2,838.6
正職

名

員従事時間×人数 時間

こ

×人 855× 1 855

の

× 1 855× 1 855

事

× 1 855× 1 855

務

× 1 855× 1
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
その他の費

の

用Ｃ 千円 112 112

開

112 112 112 1

始

12 112
トータルコ

時

ストA+B+C 千円 6

期

,006.6 6,97

事

9.6 5,774.6

務

6,749.6 6,7

区

45.6 6,155.

分

6 6,155.6
単位

法

あたりコスト ① 千円/

定

人 1,201.3 1,

受

395.9 1,154

託

.9 1,349.9 1

事

,349.1 1,23

務

1.1 1,231.1

自

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

治

2)の対象指標）② 千

事

円/件 176.7 17

務

4.5 165 168.

こ

7 168.6 153.

の

9 153.9

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目
その理由

的の追加・

業

拡充又は絞込）

必要は

名

ありませんか？ ■ ない

N

有
効
性

今以上に教育委

o

員の研修会に参加いた

.

だくことになるが、委

3

員に時間を強いる
今以

4

上に事業の成果を向上

3

ことと費用対効果をよ

教

く検討する必要がある

育

。
させる方法を記入し

委

て下さ

い。 内　容
※(

員

3)の成果指標を向上

会

させる

　ことはできま

活

すか？

法律に基づき適

動

正に運営されている
目

事

的達成状況 内　容

□民

業

間への一部委託 □民間

２

への全部委託
市関与の

評

必要性 □指定管理 □補

価

助金・負担金助成 ■市

　

の直営
内　容

　（実施

Ｃ

手法） 法令に基づき市

Ｈ

が実施すべきである

効

Ｅ

率
性

法令により設置が

Ｃ

厳格に規定されている

Ｋ

ため、その余地はない

目

。
事務事業の統廃合に

的

より、

事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容

を向

当

上させる方法を記入し

性

て下さい。

同上
現状よ

こ

り事業費・人件費を

削

の

減する方法を記入して

事

下

さい。（仕様の変更

業

、外部 内　容
委託、従

の

事時間の削減等は

でき

必

ないか？)

公
平
性

受益

要

者負担を求める事業で

性

はない
□ ある ■ 現状で

は

適正
受益者負担はあり

薄

ますか？

また、受益者

れ

負担割合は適 ■ ない □

て

検討が必要 内　容
正で

得

すか？
□ 受益者がいな

ら

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

れ

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特に

て

なし
事業実施上の課題

い

、住
民・議会等からの

る

意見 意　見 対応策
と対

い

応策

毎月１回の定例会

ま

の開催と年２の臨 継続

せ

して実施するため、前

ん

年度と同
R3年度の事

か

業計画は前 変　更
時会

。

を開催した。また、教

十

育委員に 様・同規模で

分

実施。
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
より教

成

育施設の視察を実施し

果

た。
あるか 追　加

今後

が

の事業・コスト・成果

理

の方向性 今後の事業の

　

方向性、改革・改善案

由

※今年度からの具体的

得

な事業の進め方、手段

ら

の見直し等、各方向性

れ

の内容

　　　　　　　

て

　　□　拡大 教育の機

い

会均等、教育水準の維

ま

持向上及び振興を今後

す

　　　　　　　　　□

か

　改善 も図っていく。

？

　　　　　　　　　■

得

　現状維持  平成27

ら

年4月1日から教育委

れ

員会制度が変更され、

て

首
　　　　　　　　　

い

□　縮小 長が主催する

な

「総合教育会議」を設

い

置・開催すること
　　

事

　　　　　　　□　統

業

合 になった。また、教

進

育に関する大綱を定め

展

ることが義
　　　　　

等

　　　　□　完了 務化

に

された。
　　　　　　

よ

　　　□　廃止・休止

る

 あわせて、教育委員

環

長と教育長を一本化し

境

た「新教
コストの方向

変

性 育長」職が設置され

化

、本市では、平成28

あ

年10月1日か
　　　

る

　　　　　　→　維持

に

ら新制度に移行してい

伴

る。
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 343 教育委員会活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

教育行政の組織及び運営に関する法律の規定により市にとっ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

て必須の事業である
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法令に規定されており、見直しの余地はない。
事業進展等による

様

環境変化
□ ある  

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

同上
事業進展等に

事

よる環境変化 □ ある
に

務

伴い、目的を見直す（



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 388 みよし市教育振興基本計画推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成15年９月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 教育基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

(1)教育振興基本計画推進委員会を設置し、みよし市 「学ぶ楽しさで、人と人とをつなぐ」という基本理念
教育振興基本計画に基づき、教育施策の推進を図る。 のもと、以下の三本の柱に沿って、「生涯にわたって
 自らを磨き続け、仲間と共に「ふるさとみよし」を築
(2)教育振興基本計画を基に効果的な事業の展開を図 き、より良い次代を創り出す人」を育てる必要がある
る。 。
 Ⅰ　次代を担う子どもをみんなで大切に育てる
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 Ⅱ　生涯にわたって学び続ける市民を応援する

Ⅲ

令

　「ふるさとみよし」

和

を創る市民を育てる

・

 

みよし市教育振興基本

3

計画推進委員会を３回

年

開催した。
R2年度に

度

実施した具体的な 　計

（

画の進捗状況や効果を

2

検証し、着実な教育施

年

策を進めていくための

度

意見・提言
事業の方法

実

、手順、指標に対す を

施

提出していただいた。

分

る成果等 ・後期教育振

）

興基本計画策定を行っ

事

た。

事務事業を取り巻

務

く状況は過去と比べ変

事

化しているか (1)活

業

動指標（事務事業の活

目

動量を表す指標）

事業

的

に対する要求が多様化

評

している。 名称 単位
①

価

教育振興基本計画の制

表

定事業数 本
変 化

② 教

様

育振興基本計画推進委

式

員会開催数 回
内 容

対

1

象(この事業の対象、

-

範囲となる人、物) (

1

2)対象指標（対象の

記

大きさを表す指標）

施

入

策事業の実施数 名称 単

日

位
みよし市教育振興基

令

本計画推進委員会委員

和

① 実施した施策事業の

0

数 事業
② 教育振興基本

3

計画推進委員会委員数

年

人

目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

2

うな状態にしたいのか

月

) (3)成果指標（目

0

的の達成度を示す指標

8

）

計画的・効率的な施

日

策事業の推進 名称 単位

１

提案・提言が多く出る

事

委員会の開催 ① 達成で

務

きた施策事業の数 事業

事

② 推進委員会での提案

業

・提言数 件

結果(上位

の

基本事業の意図) (4

現

)結果の成果指標（上

状

位基本事業の成果指標

　

）

社会と次代を担う自

Ｐ

立した人材を育成する

Ｌ

。 名称 単位
① 教育振興

Ａ

基本計画の施策事業の

Ｎ

達成率 ％
②

事務事業の

及

各種指標の実績と見込

び

及び目標

H31年度 R

Ｄ

2年度 R2年度 R3年

Ｏ

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度
指標 ＼ 年度

務

単位
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

業

目標値
(1)の ① 本 2

名

58 258 257 30

N

4 304 304 304

o

活動指標 ② 回 2 3 3 2

.

2 2 4
(2)の ① 事業

3

257 257 257 3

8

04 304 304 30

8

4
対象指標 ② 人 14 1

み

5 17 16 16 16 1

よ

7
(3)の ① 事業 17

し

6 185 135 165

市

175 185 190
成

教

果指標 ② 件 50 75 7

育

5 50 50 50 50
(

振

4)の結果の ① ％ 68

興

72 53 63 67 71

基

73
成果指標 ②

予算費

本

目 会計 01 一般会計

計

款 10 項 01 目 02

コ

画

スト 年度 H31年度 R

推

2年度 R2年度 R3年

進

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

政

値 目標値
事業費(決算

策

又は予算額)Ａ 単位 2

こ

50 1,661 1,0

の

83 154 553 15

事

4 765

財
源
内
訳

 国

務

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 地方

施

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 その他 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 一般財源 千円

位

250 1,661 1,

置

083 154 553 1

基

54 765
人件費Ｂ 千

本

円 1,929 2,84

事

2 1,933 1,92

業

9 1,929 1,92

主

9 1,929
正職員従

管

事時間×人数 時間×人

課

575× 1 425× 2

名

575× 1 575× 1

課

575× 1 575× 1

長

575× 1
正職員以外

名

の人件費 千円 20 20

こ

24 20 20 20 20

の

その他の費用Ｃ 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

2,179 4,503

業

3,016 2,083

の

2,482 2,083

開

2,694
単位あたり

始

コスト ① 千円/事業 8

時

.5 17.5 11.7

期

6.9 8.2 6.9 8

事

.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

区

② 千円/人 155.6

分

300.2 177.4

法

130.2 155.1

定

130.2 158.5

受

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

定から５年が経過し、

業

中間見直しが必
事業進

名

展等による環境変化
■

N

ある 要なため、施策の

o

入れ替えや新規施策の

.

認定により施策事業数

3

を拡大
に伴い、対象を

8

見直す（拡
その理由 し

8

ている。
大・縮小）必

み

要はありませ
□ ない 特

よ

に、個別の支援に関す

し

る教育や、ＩＣＴ教育

市

は、今後ますます拡充

教

んか？
の必要がある。

育

市の教育振興のために

振

行っているため、目的

興

の見直しは行わない。

基

事業進展等による環境

本

変化 □ ある
に伴い、目

計

的を見直す（目
その理

画

由
的の追加・拡充又は

推

絞込）

必要はありませ

進

んか？ ■ ない

有
効
性

中

事

間見直しに合わせて、

業

ＰＤＣＡサイクルにお

２

ける達成状況を検討し

評

、各施策
今以上に事業

価

の成果を向上
の成果指

　

標や行動目標を設定し

Ｃ

直すことで、達成でき

Ｈ

る施策事業数を増加さ

Ｅ

せ
させる方法を記入し

Ｃ

て下さ
る。

い。 内　容

Ｋ

※(3)の成果指標を

目

向上させる

　ことはで

的

きますか？

53％達成

妥

できている。
目的達成

当

状況 内　容

□民間への

性

一部委託 □民間への全

こ

部委託
市関与の必要性

の

□指定管理 □補助金・

事

負担金助成 ■市の直営

業

内　容
　（実施手法）

の

民間委託できる事業で

必

はない。

効
率
性

類似事

要

業はない。
事務事業の

性

統廃合により、
また、

は

教育基本法第17条第

薄

２項に「地方公共団体

れ

は、その地域の実情に

て

応じ、
事業の効率化を

得

図り、成果
内　容 当該

ら

地方公共団体における

れ

教育の振興のための施

て

策に関する基本的な計

い

画を定
を向上させる方

る

法を記入し
めるよう努

い

めなければならない」

ま

旨が明記されているた

せ

め、事業の廃止はでき

ん

て下さい。
ない。
予算

か

の内訳は、委員報酬・

。

印刷製本費となってお

十

り、ともに削減できな

分

い。
現状より事業費・

な

人件費を
また、現状で

成

も、最大限に非常勤職

果

員を活用して事務を行

が

っているため、人件
削

理

減する方法を記入して

　

下
費の削減は難しい。

由

さい。（仕様の変更、

得

外部 内　容
委託、従事

ら

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

直接的

て

な受益者はいないため

い

□ ある □ 現状で適正
受

ま

益者負担はありますか

す

？

また、受益者負担割

か

合は適 □ ない □ 検討が

？

必要 内　容
正ですか？

得

■ 受益者がいない

３
改

ら

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

れ

Ｎ

策定した計画を着実

て

に実行していく ＰＤＣ

い

Ａサイクルにより着実

な

に計画
事業実施上の課

い

題、住 ことが求められ

事

ている。 を実行するた

業

め、保護者、市民等を

進

民・議会等からの意見

展

意　見 対応策 対象にし

等

たアンケートを実施す

に

る。
と対応策

教育振興

よ

基本計画推進委員会を

る

年３ 教育振興基本計画

環

推進委員会を年２
R3

境

年度の事業計画は前 変

変

　更
回開催した。 回開

化

催する。
年度から変更

あ

・追加は 前年度 ・
ある

る

か 追　加

今後の事業・

に

コスト・成果の方向性

伴

今後の事業の方向性、

い

改革・改善案
※今年度

、

からの具体的な事業の

対

進め方、手段の見直し

象

等、各方向性の内容

　

を

　　　　　　　　■　

見

拡大 平成26・27年

直

の２か年をかけて策定

す

され、現在実行し
　　

（

　　　　　　　□　改

拡

善 ている本計画につい

そ

て、進捗状況を的確に

の

把握すると
　　　　　

理

　　　　□　現状維持

由

ともに、ＰＤＣＡサイ

大

クルを確立するために

・

、隔年で
　　　　　　

縮

　　　□　縮小 市民ア

小

ンケートを実施する。

）

　　　　　　　　　□

必

　統合 また、令和2年

要

度に中間見直しを行い

は

、後期プランと
　　　

あ

　　　　　　□　完了

り

してまとめた。
　　　

ま

　　　　　　□　廃止

せ

・休止 計画の進捗状況

な

や効果を検証し、改善

い

に結びつけるた
コスト

ん

の方向性 め、教育振興

か

基本計画推進委員会を

？

開催する。
　　　　　

事

　　　　↑　増加
成果

業

の方向性
　　　　　　

進

　　　→　維持

2

展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 388 みよし市教育振興基本計画推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

達成事業割合は53％である。教育基本法第17条第２項に「地
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

方公共団体は、その地域の実情に応じ、教育の振興のための
いませんか。十分な成果が 理　由

施策に関する基本的な計画

様

を定めるよう努めなけ

式

ればならな
得られてい

1

ますか？ □ 得られてい

-

ない
い」旨が明記され

2

ているため、必要な事

事

業である。
10年計画

務

の教育振興基本計画策



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 389 中小学校体育連盟事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成17年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小中学生の心身の育成、体力の増強及び体育スポーツ ・中学生夏季大会（西三河大会豊田･みよし地区大会
活動の振興を図るための大会事業、調査研究事業を実 ）、及び小学生陸上競技大会の運営補助を行っている
施する。 。
・学校体育の研究会、講習会の開催 ・令和3年度から水泳講習会を行う。
・小中学校の体育大会への参加 ・小中学生の教育を考える上で、体育スポーツ活動、
　中学生の夏季大会 運動部活動の重要性はますます高まっている。文部科
　みよし市小学校陸上競技大会 学省による新学習指導要領にもその重要性は示された
　西

令

三河支部、県中小体連

和

との連携　諸会議への

 

参加 。
【ＳＤＧｓの取

3

り組み：３，４】

新型

年

コロナウイルス感染対

度

策のため、全ての大会

（

を中止した。
R2年度

2

に実施した具体的な
事

年

業の方法、手順、指標

度

に対す
る成果等

事務事

実

業を取り巻く状況は過

施

去と比べ変化している

分

か (1)活動指標（事

）

務事業の活動量を表す

事

指標）

令和2年度は新

務

型コロナウイルス感染

事

対策のため、全ての 名

業

称 単位
大会を中止した

目

が、令和3年度は開催

的

を予定している。 ① 運

評

営した大会数 回
変 化

価

②
内 容

対象(この事

表

業の対象、範囲となる

様

人、物) (2)対象指

式

標（対象の大きさを表

1

す指標）

①小学生 名称

-

単位
②中学生 ① 小学校

1

児童数 人
② 中学校生徒

記

数 人

目的(この事業に

入

よって上記対象をどの

日

ような状態にしたいの

令

か) (3)成果指標（

和

目的の達成度を示す指

0

標）

・大会への参加に

3

より、体力、技術の向

年

上を図る。 名称 単位
・

1

生涯運動に親しむ礎を

2

作る。 ① 大会に参加し

月

た児童生徒の割合 ％
②

0

結果(上位基本事業の

8

意図) (4)結果の成

日

果指標（上位基本事業

１

の成果指標）

安心して

事

生活でき、進んで学習

務

できる環境をつくると

事

ともに、規 名称 単位
則

業

正しく生活する健康な

の

体力づくりを行う態度

現

を育てる。 ① 体力テス

状

トの県平均以上の種目

　

の割合 ％
② 肥満度の全

Ｐ

国平均を下回った学年

Ｌ

の割合 ％

事務事業の各

Ａ

種指標の実績と見込及

Ｎ

び目標

H31年度 R2

及

年度 R2年度 R3年度

び

R4年度 R5年度 R6

Ｄ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｏ

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
(1)の ① 回 3 3

事

0 3 3 3 3
活動指標 ②

業

(2)の ① 人 3,84

名

0 3,738 3,73

N

8 3,712 3,70

o

3 3,672 3,65

.

7
対象指標 ② 人 1,9

3

19 1,892 1,8

8

92 1,936 1,9

9

11 1,835 1,8

中

07
(3)の ① ％ 60

小

20 0 60 60 60 6

学

0
成果指標 ②

(4)の

校

結果の ① ％ 67 80 -

体

80 80 80 80
成果

育

指標 ② ％ 83 77 45

連

60 90 70 80
予算

盟

費目 会計 01 一般会

事

計 款 10 項 01 目 02

業

コスト 年度 H31年度

政

R2年度 R2年度 R3

策

年度 R4年度 R5年度

こ

R6年度
実績値 計画値

の

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

務

算又は予算額)Ａ 単位

事

1,427 1,878

業

148 1,827 1,

施

878 1,878 1,

策

878

財
源
内
訳

 国庫

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 県支出金 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 地方債

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

その他 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 一般財源 千円 1

業

,427 1,878 1

主

48 1,827 1,8

管

78 1,878 1,8

課

78
人件費Ｂ 千円 2,

名

324 996 2,32

課

4 2,324 2,32

長

4 2,324 2,32

名

4
正職員従事時間×人

こ

数 時間×人 700× 1

の

300× 1 700× 1

事

700× 1 700× 1

務

700× 1 700× 1

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
その

の

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

開

0 0 0 0
トータルコス

始

トA+B+C 千円 3,

時

751 2,874 2,

期

472 4,151 4,

事

202 4,202 4,

務

202
単位あたりコス

区

ト ① 千円/人 1 0.8

分

0.7 1.1 1.1 1

法

.1 1.1
（ﾄｰﾀﾙ

定

ｺｽﾄ/(2)の対象

受

指標）② 千円/人 2 1

託

.5 1.3 2.1 2.

事

2 2.3 2.3

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、対象を見直す（拡
そ

業

の理由
大・縮小）必要

名

はありませ
■ ない

んか

N

？

子どもの体力低下が

o

言われている今日にお

.

いて、大会への参加に

3

より
事業進展等による

8

環境変化 □ ある
、体力

9

、技術の向上は必要で

中

あり、目的を見直すこ

小

とはできない。
に伴い

学

、目的を見直す（目
そ

校

の理由
的の追加・拡充

体

又は絞込）

必要はあり

育

ませんか？ ■ ない

有
効

連

性

大会運営を豊田市、

盟

西三河、愛知県と連携

事

して実施しているため

業

、本市のみで
今以上に

２

事業の成果を向上
変更

評

することは難しい。
さ

価

せる方法を記入して下

　

さ

い。 内　容
※(3)

Ｃ

の成果指標を向上させ

Ｈ

る

　ことはできますか

Ｅ

？

ここ数年の体力テス

Ｃ

トの結果では、県平均

Ｋ

を上回った種目が半数

目

以上あり、お
目的達成

的

状況 内　容 おむね目標

妥

は達成できている。

□

当

民間への一部委託 □民

性

間への全部委託
市関与

こ

の必要性 □指定管理 ■

の

補助金・負担金助成 □

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 中小学校体育

の

連盟みよし支所に負担

必

金を交付し、大会を運

要

営している。

効
率
性

対

性

象、目的が同じ事業は

は

なく、統廃合はできな

薄

い。
事務事業の統廃合

れ

により、

事業の効率化

て

を図り、成果
内　容

を

得

向上させる方法を記入

ら

し

て下さい。

昨今の熱

れ

中症による事故防止の

て

観点から、大会中は空

い

調の使用が必須であり

る

、
現状より事業費・人

い

件費を
大会運営費は上

ま

昇傾向にある。
削減す

せ

る方法を記入して下

さ

ん

い。（仕様の変更、外

か

部 内　容
委託、従事時

。

間の削減等は

できない

十

か？)

公
平
性

学校教育

分

法に基づき、学校の設

な

置者は学校を管理
□ あ

成

る ■ 現状で適正
受益者

果

負担はありますか？ し

が

、学校の経費を負担す

理

ることとなっている。

　

また、受益者負担割合

由

は適 ■ ない □ 検討が必

得

要 内　容
正ですか？

□

ら

受益者がいない

３
改
革

れ

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

て

部活動外部指導者の増

い

員や指導回数 部活動の

ま

安全確保をはじめ、指

す

導力
事業実施上の課題

か

、住 の増加に伴い、学

？

校より予算増額要 の向

得

上、部活動の効果を上

ら

げるため
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 望が出

て

されている。 対応策 に

い

、現在の体制を維持し

な

ながら、今
と対応策 後

い

更なる活用を検討する

事

。

令和2年度は新型コ

業

ロナウイルス感 令和3

進

年度から中学生新人大

展

会をや
R3年度の事業

等

計画は前 変　更
染対策

に

のため、全ての大会を

よ

中止し め、水泳講習会

る

を実施する。
年度から

環

変更・追加は 前年度 ・

境

た。
あるか 追　加

今後

変

の事業・コスト・成果

化

の方向性 今後の事業の

あ

方向性、改革・改善案

る

※今年度からの具体的

に

な事業の進め方、手段

伴

の見直し等、各方向性

い

の内容

　　　　　　　

、

　　□　拡大 児童生徒

対

のスポーツ活動の推進

象

の中で、明確な目標設

を

　　　　　　　　　□

見

　改善 定、安全の確保

直

、及び体力の向上の観

す

点から本事業は
　　　

（

　　　　　　■　現状

拡

維持 継続する。
　　　

そ

　　　　　　□　縮小

の

　　　　　　　　　□

理

　統合
　　　　　　　

由

　　□　完了
　　　　

大

　　　　　□　廃止・

・

休止
コストの方向性
　

縮

　　　　　　　　→　

小

維持
成果の方向性
　　

）

　　　　　　　→　維

必

持

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 389 中小学校体育連盟事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

ここ数年の体力テストの結果では、県平均を上回った種目が
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

半数以上あり、市内児童生徒の体力向上につながっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

子どもの体力低下が

様

言われている今日にお

式

いて、小学生、中学生

1

とも
事業進展等による

-

環境変化
□ ある に体力

2

、技術の向上は必要で

事

あり、対象を見直すこ

務

とはできない。
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 390 教育施策推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１５年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①「みよし市教育振興基本計画」に基づき、児童生徒 三河教育研究会やみよし市教育研究会で、教職員が各
の「生きる力」を育むために必要な教職員の指導力や 分野の部会に所属し、教科・領域に関する研究発表を
資質の向上を図るための研究会に所属するための負担 行っており、教職員の力量や資質向上に寄与している
金を支払う。また、みよし市立小中学校校長会へ教員 。
研修事業等を委託し、教員の資質向上を図る。
②図書館システムの整備により、学校図書館利用の充
実を図る。
 
【ＳＤＧｓの取り組み状況：３，４】

①臨時的非常勤職員（業務

令

員・配膳員・学校図書

和

館司書補助員）を雇用

 

し、市内小
R2年度に

3

実施した具体的な 中学

年

校へ配置することで、

度

学校の環境整備・給食

（

業務・図書の貸出業務

2

等を行った
事業の方法

年

、手順、指標に対す 。

度

る成果等 ②三河教育研

実

究会等、教職員が所属

施

している各研究会に負

分

担金を支払った。

事務

）

事業を取り巻く状況は

事

過去と比べ変化してい

務

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

業

す指標）

令和２年度よ

目

り、臨時的非常勤職員

的

が会計年度任用職員へ

評

名称 単位
移行した。 ①

価

業務員・配膳員雇用人

表

数 人
変 化

② 学校図書

様

館司書補助員雇用人数

式

人
内 容

対象(この事

1

業の対象、範囲となる

-

人、物) (2)対象指

1

標（対象の大きさを表

記

す指標）

市内小中学校

入

数 名称 単位
市内小中学

日

校教員 ① 市内小中学校

令

数 校
② 市内小中学校教

和

員 人

目的(この事業に

0

よって上記対象をどの

3

ような状態にしたいの

年

か) (3)成果指標（

1

目的の達成度を示す指

2

標）

子どもへの指導法

月

等の力量を高める。 名

0

称 単位
図書の貸出業務

8

の充実を図る。 ① 研修

日

に参加した教員の割合

１

％
② 学校図書館貸出冊

事

数 冊

結果(上位基本事

務

業の意図) (4)結果

事

の成果指標（上位基本

業

事業の成果指標）

児童

の

生徒が安心して生活で

現

き、進んで学習できる

状

環境をつくると 名称 単

　

位
ともに、規則正しく

Ｐ

生活する健康な体力づ

Ｌ

くりを行う態度を育て

Ａ

① 教育振興基本計画の

Ｎ

施策事業の達成率 ％
る

及

。 ②

事務事業の各種指

び

標の実績と見込及び目

Ｄ

標

H31年度 R2年度

Ｏ

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

名

(1)の ① 人 35 34

N

34 30 30 30 30

o

活動指標 ② 人 8 8 9 8

.

8 8 8
(2)の ① 校 1

3

2 12 12 12 12 1

9

2 12
対象指標 ② 人 3

0

65 355 354 36

教

4 364 364 364

育

(3)の ① ％ 100 1

施

00 - 100 100 1

策

00 100
成果指標 ②

推

冊 85,290 80,

進

000 61,976 7

事

5,000 75,00

業

0 75,000 75,

政

000
(4)の結果の

策

① ％ 68 72 53 63

こ

67 71 73
成果指標

の

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 10 項 01

務

目 02

コスト 年度 H3

事

1年度 R2年度 R2年

業

度 R3年度 R4年度 R

施

5年度 R6年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
事業

位

費(決算又は予算額)

置

Ａ 単位 41,914 1

基

2,284 10,70

本

1 12,853 15,

事

065 16,332 1

業

6,375

財
源
内
訳

 

主

国庫支出金 千円 0 0 0

管

0 0 0 0
 県支出金 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

名

方債 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
 その他 千円 0 0 0

長

0 0 0 0
 一般財源 千

名

円 41,914 12,

こ

284 10,701 1

の

2,853 15,06

事

5 16,332 16,

務

375
人件費Ｂ 千円 5

事

,696.4 5,68

業

5.4 5,755.4

の

5,755.4 5,7

開

55.4 5,755.

始

4 5,755.4
正職

時

員従事時間×人数 時間

期

×人 270× 6 270

事

× 6 270× 6 270

務

× 6 270× 6 270

区

× 6 270× 6
正職員

分

以外の人件費 千円 31

法

8 307 377 377

定

377 377 377
そ

受

の他の費用Ｃ 千円 50

託

1 497 497 497

事

497 497 497
ト

務

ータルコストA+B+

自

C 千円 48,111.

治

4 18,466.4 1

事

6,953.4 19,

務

105.4 21,31

こ

7.4 22,584.

の

4 22,627.4
単

事

位あたりコスト ① 千円

務

/校 4,009.3 1

事

,538.9 1,41

業

2.8 1,592.1

の

1,776.5 1,8

根

82 1,885.6
（

拠

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

法

)の対象指標）② 千円

令

/人 131.8 52 4

事

7.9 52.5 58.

業

6 62 62.2

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

後とも、教職員の資質

業

向上及び学校図書館の

名

充実・利用促進を図る

N

事業進展等による環境

o

変化 □ ある
ため、目的

.

は現状維持とする。
に

3

伴い、目的を見直す（

9

目
その理由

的の追加・

0

拡充又は絞込）

必要は

教

ありませんか？ ■ ない

育

有
効
性

学校図書館司書

施

補助員を各校１人配置

策

とし、１校当たりの配

推

置時間数を引き上
今以

進

上に事業の成果を向上

事

げることで、さらなる

業

学校図書館の充実・利

２

用促進を図る。
させる

評

方法を記入して下さ

い

価

。 内　容
※(3)の成

　

果指標を向上させる

　

Ｃ

ことはできますか？

平

Ｈ

成31年度は100％

Ｅ

の教員が研修に参加し

Ｃ

たが、毎年度、配置さ

Ｋ

れる教員の異
目的達成

目

状況 内　容 動があり、

的

研修の内容も変化する

妥

ため、引き続き100

当

％の達成率を目指す。

性

■民間への一部委託 □

こ

民間への全部委託
市関

の

与の必要性 □指定管理

事

□補助金・負担金助成

業

■市の直営
内　容

　（

の

実施手法） 学校図書館

必

システムの保守につい

要

ては民間業者へ委託し

性

ている。

効
率
性

事業の

は

一部を現職教育事業に

薄

編入することは可能だ

れ

が、事業効率や成果は

て

変動
事務事業の統廃合

得

により、
しない。

事業

ら

の効率化を図り、成果

れ

内　容 事業を廃止した

て

場合、学校図書館の整

い

備が滞り、図書館運営

る

に支障をきたす。
を向

い

上させる方法を記入し

ま

また、各種研究会から

せ

脱退することは、教員

ん

の指導力向上の機会を

か

逸すること
て下さい。

。

となり、児童生徒指導

十

への影響が大きいため

分

、事業廃止は不適当で

な

ある。
各種研究会費及

成

び学校図書館システム

果

の維持管理費に必要な

が

経費を計上してお
現状

理

より事業費・人件費を

　

り、削減するのは難し

由

い。
削減する方法を記

得

入して下

さい。（仕様

ら

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

い

性

教員の力量等向上に

ま

より、児童生徒は、よ

す

り質の
□ ある ■ 現状で

か

適正
受益者負担はあり

？

ますか？ 高い教育を受

得

けられるようになるが

ら

、教員自身の
また、受

れ

益者負担割合は適 ■ な

て

い □ 検討が必要 内　容

い

キャリアアップのため

な

に児童生徒の保護者へ

い

負担
正ですか？ を求め

事

ることは適当ではない

業

。
□ 受益者がいない

３

進

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

展

Ｏ
Ｎ

教員の指導力や資

等

質が以前にも増し 教員

に

研修等の内容の充実を

よ

図る。
事業実施上の課

る

題、住 て問われるよう

環

になっている。
民・議

境

会等からの意見 意　見

変

対応策
と対応策

なし な

化

し
R3年度の事業計画

あ

は前 変　更
年度から変

る

更・追加は 前年度 ・
あ

に

るか 追　加

今後の事業

伴

・コスト・成果の方向

い

性 今後の事業の方向性

、

、改革・改善案
※今年

対

度からの具体的な事業

象

の進め方、手段の見直

を

し等、各方向性の内容

見

　　　　　　　　　□

直

　拡大 教員の多忙化解

す

消や、学校と家庭・地

（

域との連携強化
　　　

拡

　　　　　　□　改善

そ

等、時代の変化ととも

の

に学校が抱える諸課題

理

に対応す
　　　　　　

由

　　　■　現状維持 る

大

ための施策を進めてい

・

く。
　　　　　　　　

縮

　□　縮小
　　　　　

小

　　　　□　統合
　　

）

　　　　　　　□　完

必

了
　　　　　　　　　

要

□　廃止・休止
コスト

は

の方向性
　　　　　　

あ

　　　↑　増加
成果の

り

方向性
　　　　　　　

ま

　　→　維持

2

せ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 390 教育施策推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

全教員が研修に参加している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

図書の貸出冊数をほぼ横ばいの水準で維持できている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

常に教員の力量向上を目指すため、また毎年度新規採用教員が

様

配置さ
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある れる

1

ため、対象の見直しは

-

行わない。
に伴い、対

2

象を見直す（拡
その理

事

由
大・縮小）必要はあ

務

りませ
■ ない

んか？

今



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 344 通学路表示対策事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成２１年７月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市通学路安全のみどり線設置要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

交通量、通学人数の多い通学路で、通学路標識、安全 平成21年度から安全のみどり線の設置を開始し、令和
のみどり線で自動車等交通車両へ、通学路であること 2年度末現在、市内に15,204ｍの距離を設置している
を明示し注意喚起をすることにより、通学時の安全確 。平成24年5月に通学中の児童の列に車が突っ込むと
保をする。 いうような痛ましい事故発生し、通学路の安全確保が
「ＳＤＧｓの取り組み：４，１６」 地域、保護者からも求められいる。通学路として安全

な通学順路を選定し、通学路

令

としているが、さらな

和

る
安全を確保するため

 

、通学路の道路利用者

3

への啓発手
段として、

年

安全のみどり線を設置

度

することが必要であ
る

（

。

通学路の交通危険箇

2

所を点検し、通学路に

年

おいて他に交通安全施

度

設がない箇所につ
R2

実

年度に実施した具体的

施

な いて安全のみどり線

分

の整備を行った。
事業

）

の方法、手順、指標に

事

対す
る成果等

事務事業

務

を取り巻く状況は過去

事

と比べ変化しているか

業

(1)活動指標（事務

目

事業の活動量を表す指

的

標）

変化していない 名

評

称 単位
① 安全のみどり

価

線設置延長 ｍ
変 化

②

表

内 容

対象(この事業

様

の対象、範囲となる人

式

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

-

指標）

児童生徒 名称 単

1

位
① 児童生徒数 人
②

目

記

的(この事業によって

入

上記対象をどのような

日

状態にしたいのか) (

令

3)成果指標（目的の

和

達成度を示す指標）

子

0

どもたちが安全で安心

3

して通学できる 名称 単

年

位
① 整備計画路線に対

1

する設置割合 ％
②

結果

2

(上位基本事業の意図

月

) (4)結果の成果指

0

標（上位基本事業の成

8

果指標）

安心して生活

日

でき、進んで学習でき

１

る環境をつくるととも

事

に、規 名称 単位
則正し

務

く生活する健康な体力

事

づくりを行う態度を育

業

てる ① 教育振興基本計

の

画の重点施策達成率 ％

現

②

事務事業の各種指標

状

の実績と見込及び目標

　

H31年度 R2年度 R

Ｐ

2年度 R3年度 R4年

Ｌ

度 R5年度 R6年度
指

Ａ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ｎ

値 計画値 実績値 計画値

及

目標値 目標値 目標値
(

び

1)の ① ｍ 2,489

Ｄ

.7 849 857 60

Ｏ

4 1,314 2,52

事

1 1,479
活動指標

務

②
(2)の ① 人 5,7

事

59 5,721 5,6

業

30 5,725 5,7

名

64 5,733 5,7

N

43
対象指標 ②
(3)

o

の ① ％ 69 74 67 6

.

9 75 86 93
成果指

3

標 ②
(4)の結果の ①

4

％ 90 100 90 90

4

90 90 90
成果指標

通

②
予算費目 会計 01 

学

一般会計 款 10 項 01

路

目 02

コスト 年度 H3

表

1年度 R2年度 R2年

示

度 R3年度 R4年度 R

対

5年度 R6年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

業

費(決算又は予算額)

政

Ａ 単位 7,683 3,

策

733 3,729 4,

こ

100 7,188 8,

の

930 7,883

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

務

3,800 1,657

事

1,657 1,833

業

2,963 4,526

施

3,940
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 その他 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 一般財源

基

千円 3,883 2,0

本

76 2,072 2,2

事

67 4,225 4,4

業

04 3,943
人件費

主

Ｂ 千円 1,245 1,

管

245 0 1,245 1

課

,245 1,245 0

名

正職員従事時間×人数

課

時間×人 375× 1 3

長

75× 1 0× 0 375

名

× 1 375× 1 375

こ

× 1 0× 0
正職員以外

の

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

務

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

事

ータルコストA+B+

業

C 千円 8,928 4,

の

978 3,729 5,

開

345 8,433 10

始

,175 7,883
単

時

位あたりコスト ① 千円

期

/人 1.6 0.9 0.

事

7 0.9 1.5 1.8

務

1.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

区

ﾄ/(2)の対象指標

分

）② 千円/ 0 0 0 0 0

法

0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

学上の安全性確保につ

業

事業進展等による環境

名

変化 ■ ある
いて適切な

N

事業があれば、必要と

o

なる目的を追加するこ

.

とは可能が、
に伴い、

3

目的を見直す（目
その

4

理由 相応の市負担は必

4

要となる。
的の追加・

通

拡充又は絞込）

必要は

学

ありませんか？ □ ない

路

有
効
性

通学路の安全を

表

確保するため、通学路

示

交通安全プログラムに

対

基づき、平成24年
今

策

以上に事業の成果を向

事

上
度に実施した緊急合

業

同点検後も、継続的に

２

合同点検を実施すると

評

ともに、対策
させる方

価

法を記入して下さ
実施

　

後の効果把握を行うな

Ｃ

どのPDCAサイクル

Ｈ

により対策の改善・充

Ｅ

実を図る。
い。 内　容

Ｃ

※(3)の成果指標を

Ｋ

向上させる

　ことはで

目

きますか？

設置計画路

的

線のうち、総延長15

妥

,204ｍ（現計画の

当

67％）について設置

性

済。
目的達成状況 内　

こ

容

□民間への一部委託

の

□民間への全部委託
市

事

関与の必要性 □指定管

業

理 □補助金・負担金助

の

成 ■市の直営
内　容

　

必

（実施手法） 国交付金

要

を活用した事業であり

性

、通学路に対する市の

は

事業であるため。

効
率

薄

性

類似事業としては道

れ

路河川課の道路事業が

て

あるが、一般的な道路

得

整備と通学路
事務事業

ら

の統廃合により、
にお

れ

けるこの事業とは、事

て

業の趣旨や優先順位の

い

考え方も異なるため、

る

統廃合
事業の効率化を

い

図り、成果
内　容 によ

ま

り一概に成果の向上が

せ

あるとはいえない。
を

ん

向上させる方法を記入

か

し

て下さい。

対策案会

。

議の書面開催による人

十

件費削減
現状より事業

分

費・人件費を

削減する

な

方法を記入して下

さい

成

。（仕様の変更、外部

果

内　容
委託、従事時間

が

の削減等は

できないか

理

？)

公
平
性

直接的な受

　

益者はいないため
□ あ

由

る □ 現状で適正
受益者

得

負担はありますか？

ま

ら

た、受益者負担割合は

れ

適 □ ない □ 検討が必要

て

内　容
正ですか？

■ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

ま

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

通

す

学路に限らず子どもが

か

集合場所へ 関係機関と

？

連携し、対策を講じて

得

い
事業実施上の課題、

ら

住 行くまでの道路にも

れ

安全のみどり線 く。
民

て

・議会等からの意見 意

い

　見 を引く要望が多い

な

対応策
と対応策

・安全

い

のみどり線の設置 事業

事

内容に変更がないため

業

R3年度の事業計画は

進

前 変　更
・通学路標識

展

の取替修繕
年度から変

等

更・追加は 前年度 ・
あ

に

るか 追　加

今後の事業

よ

・コスト・成果の方向

る

性 今後の事業の方向性

環

、改革・改善案
※今年

境

度からの具体的な事業

変

の進め方、手段の見直

化

し等、各方向性の内容

あ

　　　　　　　　　□

る

　拡大 ・少し遠回りで

に

も安全な通学路の選定

伴

の推進と、通学
　　　

い

　　　　　　□　改善

、

路標識の良好な管理、

対

整備を行っていく。指

象

定通学路
　　　　　　

を

　　　■　現状維持 内

見

における交通安全施設

直

未整備路線への安全の

す

みどり
　　　　　　　

（

　　□　縮小 線の設置

拡

及び、適正な管理をお

そ

こない、安全な通学路

の

　　　　　　　　　□

理

　統合 としていきたい

由

。
　　　　　　　　　

大

□　完了
　　　　　　

・

　　　□　廃止・休止

縮

コストの方向性
　　　

小

　　　　　　↑　増加

）

成果の方向性
　　　　

必

　　　　　↑　増加

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 344 通学路表示対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

通学路における児童生徒の死亡事故も発生していないことか
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ら、十分な成果が得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化がないため、対象の見直しの必要はない。

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある

に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
■ ない

んか？

国

事

土強靭化事業の対象と

務

なる範囲において、通



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 391 小中学生思い出コンサート事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１１年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

卒業を控えた小学６年生と中学３年生に、本格的なク 平成１４年度からは教育委員会の自主事業として継続
ラシック音楽の生演奏を聴くことで、音楽の素晴らし している。児童生徒が、演奏会に赴いてクラシック音
さや感動を思い出として残してもらうもの。 楽を聴く機会は少ない。そのため、クラシック生演奏
 の感動やマナーを守っての行動を体験させることに意
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 義がある。参加児童生徒と教師には好評の事業であり

、継続して実施する。

令和２年度は新型コロナウイルス拡大防止のため、事業

令

中止とした。
R2年度

和

に実施した具体的な 【

 

参考】令和元年７月４

3

日（木）に、みよし市

年

文化センターサンアー

度

トの大ホール
事業の方

（

法、手順、指標に対す

2

で開催した。午前の部

年

は市内８小学校の６年

度

生、午後の部は市内４

実

中学校の３年生
る成果

施

等 が参加した。愛知県

分

立芸術大学管弦楽団に

）

よるクラシック音楽の

事

生演奏を味わって
聴く

務

ことで、児童生徒の鑑

事

賞能力を高めた。

事務

業

事業を取り巻く状況は

目

過去と比べ変化してい

的

るか (1)活動指標（

評

事務事業の活動量を表

価

す指標）

令和２年度及

表

び令和３年度は新型コ

様

ロナウイルス拡大防止

式

名称 単位
のため、事業

1

を中止とした。 ① 児童

-

生徒参加者数 人
変 化

1

②
内 容

対象(この事

記

業の対象、範囲となる

入

人、物) (2)対象指

日

標（対象の大きさを表

令

す指標）

①市内小学校

和

６年生 名称 単位
②市内

0

中学校３年生 ① 小学６

3

年生 人
② 中学３年生 人

年

目的(この事業によっ

1

て上記対象をどのよう

2

な状態にしたいのか)

月

(3)成果指標（目的

0

の達成度を示す指標）

8

クラシック音楽に興味

日

を持つ機会を設ける。

１

名称 単位
 ① 思い出に

事

なったという児童生徒

務

の割合 ％
②

結果(上位

事

基本事業の意図) (4

業

)結果の成果指標（上

の

位基本事業の成果指標

現

）

安心して生活でき、

状

進んで学習できる環境

　

を作るととともに、規

Ｐ

名称 単位
則正しく生活

Ｌ

する健康な体力づくり

Ａ

を行う態度を育てる。

Ｎ

① 教育基本計画におけ

及

る重点支度の達成率 ％

び

②

事務事業の各種指標

Ｄ

の実績と見込及び目標

Ｏ

H31年度 R2年度 R

事

2年度 R3年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

名

目標値 目標値 目標値
(

N

1)の ① 人 1,402

o

0 0 0 1,256 1,

.

230 1,152
活動

3

指標 ②
(2)の ① 人 7

9

06 671 657 61

1

6 600 609 557

小

対象指標 ② 人 692 5

中

97 580 617 65

学

6 621 595
(3)

生

の ① ％ 100 0 0 0 1

思

00 100 100
成果

い

指標 ②
(4)の結果の

出

① ％ 68 72 53 63

コ

67 71 73
成果指標

ン

②
予算費目 会計 01 

サ

一般会計 款 10 項 01

ー

目 02

コスト 年度 H3

ト

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度
実績値

政

計画値 実績値 計画値 目

策

標値 目標値 目標値
事業

こ

費(決算又は予算額)

の

Ａ 単位 1,853 2,

事

290 0 0 2,229

務

2,229 2,229

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

施

県支出金 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 地方債 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 その他

位

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

置

一般財源 千円 1,85

基

3 2,290 0 0 2,

本

229 2,229 2,

事

229
人件費Ｂ 千円 2

業

,052.8 887.

主

5 1,703.2 2,

管

041.8 2,041

課

.8 2,041.8 2

名

,041.8
正職員従

課

事時間×人数 時間×人

長

205× 3 88× 3 1

名

71× 3 205× 3 2

こ

05× 3 205× 3 2

の

05× 3
正職員以外の

事

人件費 千円 11 11 0

務

0 0 0 0
その他の費用

事

Ｃ 千円 230 0 0 0 0

業

0 0
トータルコストA

の

+B+C 千円 4,13

開

5.8 3,177.5

始

1,703.2 2,0

時

41.8 4,270.

期

8 4,270.8 4,

事

270.8
単位あたり

務

コスト ① 千円/人 5.

区

9 4.7 2.6 3.3

分

7.1 7 7.7
（ﾄｰ

法

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

定

対象指標）② 千円/人

受

6 5.3 2.9 3.3

託

6.5 6.9 7.2

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（拡
その理由

業

大・縮小）必要はあり

名

ませ
■ ない

んか？

児童

N

生徒の鑑賞能力の向上

o

やマナーを守っての行

.

動を体験は必要であ
事

3

業進展等による環境変

9

化 □ ある
り、目的を変

1

更することはできない

小

。
に伴い、目的を見直

中

す（目
その理由

的の追

学

加・拡充又は絞込）

必

生

要はありませんか？ ■

思

ない

有
効
性

対象児童生

い

徒を増やし、クラシッ

出

ク音楽に触れる機会を

コ

増やすことで成果の向

ン

今以上に事業の成果を

サ

向上
上は見込めるが、

ー

学校の負担増になるた

ト

め難しい。
させる方法

事

を記入して下さ

い。 内

業

　容
※(3)の成果指

２

標を向上させる

　こと

評

はできますか？

概ね目

価

標は達成できている。

　

目的達成状況 内　容

■

Ｃ

民間への一部委託 □民

Ｈ

間への全部委託
市関与

Ｅ

の必要性 □指定管理 □

Ｃ

補助金・負担金助成 □

Ｋ

市の直営
内　容

　（実

目

施手法） クラシック音

的

楽の演奏は愛知県立芸

妥

術大学管弦楽団に委託

当

しており、移動のた
め

性

のバスは市バス及び借

こ

上げバスを使用する。

の

効
率
性

対象及び目的が

事

同じ事業はなく、統廃

業

合はできない。
事務事

の

業の統廃合により、

事

必

業の効率化を図り、成

要

果
内　容

を向上させる

性

方法を記入し

て下さい

は

。

愛知県立芸術大学は

薄

安価な金額で受託して

れ

おり、これ以上事業費

て

を削減するこ
現状より

得

事業費・人件費を
とは

ら

難しい。
削減する方法

れ

を記入して下

さい。（

て

仕様の変更、外部 内　

い

容
委託、従事時間の削

る

減等は

できないか？)

い

公
平
性

学校教育法に基

ま

づき、学校の設置者は

せ

学校を管理
□ ある ■ 現

ん

状で適正
受益者負担は

か

ありますか？ し、学校

。

の経費を負担すること

十

となっている。
また、

分

受益者負担割合は適 ■

な

ない □ 検討が必要 内　

成

容
正ですか？

□ 受益者

果

がいない

３
改
革
改
善
案

が

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

新型コ

理

ロナウイルス感染症対

　

策を万 例年小中学校同

由

日開催で実施してい
事

得

業実施上の課題、住 全

ら

にして事業を実施する

れ

方策を検討 たが、小学

て

校と中学校の２日間に

い

分
民・議会等からの意

ま

見 意　見 する必要があ

す

る。 対応策 けて実施す

か

る。
と対応策

令和２年

？

度は中止となった。 令

得

和３年度は中止となっ

ら

た。
R3年度の事業計

れ

画は前 変　更
年度から

て

変更・追加は 前年度 ・

い

あるか 追　加

今後の事

な

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

事

性、改革・改善案
※今

業

年度からの具体的な事

進

業の進め方、手段の見

展

直し等、各方向性の内

等

容

　　　　　　　　　

に

■　拡大 ソーシャルデ

よ

ィスタンスを保ちなが

る

ら、児童生徒が安
　　

環

　　　　　　　□　改

境

善 心して鑑賞できるよ

変

うになる。また、協働

化

による事業
　　　　　

あ

　　　　□　現状維持

る

も視野に開催方法を検

に

討しながら、音楽の素

伴

晴らしさ
　　　　　　

い

　　　□　縮小 や公共

、

の場所におけるマナー

対

教育を体験できる貴重

象

な
　　　　　　　　　

を

□　統合 事業として継

見

続する。
　　　　　　

直

　　　□　完了
　　　

す

　　　　　　□　廃止

（

・休止
コストの方向性

拡

　　　　　　　　　↑

そ

　増加
成果の方向性
　

の

　　　　　　　　↑　

理

増加

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 391 小中学生思い出コンサート事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

愛知県立芸術大学管弦楽団によるクラシック音楽は、音楽の
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

授業などで聴き慣れたものが多く、事業実施後は学校から良
いませんか。十分な成果が 理　由

好な感想が聞けている。
得られています

様

か？ □ 得られていない

式

卒業を控えた節目の年

1

に実施している事業で

-

あり、対象を見直すこ

2

と
事業進展等による環

事

境変化
□ ある は考えて

務

いない。
に伴い、対象



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 392 小中学生夢の作品展事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成８年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内の全小中学生の図画工作・美術の作品を展示し、 ・市内全小中学校の児童生徒の作品を一堂に集めて展
市民に発表する。なお、作品は、小中学生全児童・生 示する事業として、毎回8,000人近くの来場者が訪れ
徒の作品、夢の作品展ポスター優秀作品、コロンバス るなど事業が定着している。
市の児童・生徒の作品5,800点をこえる規模となって ・学校を超えて様々な人々の前で作品を発表・展示で
いる。 きる貴重な行事として今後も継続する必要がある。
 
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影

令

響により事業が中止と

和

なった。
R2年度に実

 

施した具体的な
事業の

3

方法、手順、指標に対

年

す
る成果等

事務事業を

度

取り巻く状況は過去と

（

比べ変化しているか (

2

1)活動指標（事務事

年

業の活動量を表す指標

度

）

実行委員会において

実

開催運営内容を計画立

施

案し、市内小中 名称 単

分

位
学生の全児童生徒の

）

図画工作・美術作品を

事

サンアート会場 ① 展示

務

点数 点
変 化

で２日間

事

（土・日）展示する。

業

② 作品展への見学者数

目

人
内 容

対象(この事

的

業の対象、範囲となる

評

人、物) (2)対象指

価

標（対象の大きさを表

表

す指標）

市内小中学校

様

児童生徒 名称 単位
① 児

式

童生徒数 人
②

目的(こ

1

の事業によって上記対

-

象をどのような状態に

1

したいのか) (3)成

記

果指標（目的の達成度

入

を示す指標）

展示を通

日

して、小中学生の作品

令

作り、作品の思い出を

和

市民に見て 名称 単位
い

0

ただく機会を作ること

3

で児童生徒の創作意欲

年

を向上させる。 ① 創作

1

活動の意欲向上の児童

2

生徒の割合 ％
②

結果(

月

上位基本事業の意図)

0

(4)結果の成果指標

8

（上位基本事業の成果

日

指標）

安心して生活で

１

き、進んで学習できる

事

環境をつくるとともに

務

、規 名称 単位
則正しく

事

生活する健康な体力づ

業

くりを行う態度を育て

の

る。 ① 教育振興基本計

現

画の施策事業の達成率

状

％
②

事務事業の各種指

　

標の実績と見込及び目

Ｐ

標

H31年度 R2年度

Ｌ

R2年度 R3年度 R4

Ａ

年度 R5年度 R6年度

Ｎ

指標 ＼ 年度 単位
実

及

績値 計画値 実績値 計画

び

値 目標値 目標値 目標値

Ｄ

(1)の ① 点 5,86

Ｏ

8 0 0 5,748 5,

事

714 5,607 5,

務

564
活動指標 ② 人 7

事

,800 0 0 7,90

業

0 8,000 8,10

名

0 8,200
(2)の

N

① 人 5,754 5,7

o

21 5,630 5,6

.

48 5,614 5,5

3

07 5,464
対象指

9

標 ②
(3)の ① ％ 70

2

0 0 72 74 76 78

小

成果指標 ②
(4)の結

中

果の ① ％ 68 72 53

学

63 67 71 73
成果

生

指標 ②
予算費目 会計 0

夢

1 一般会計 款 10 項

の

01 目 02

コスト 年度

作

H31年度 R2年度 R

品

2年度 R3年度 R4年

展

度 R5年度 R6年度
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

政

事業費(決算又は予算

策

額)Ａ 単位 878 5,

こ

076 0 2,056 2

の

,054 2,049 2

事

,045

財
源
内
訳

 国

務

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 地方

施

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 その他 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 一般財源 千円

位

878 5,076 0 2

置

,056 2,054 2

基

,049 2,045
人

本

件費Ｂ 千円 1,328

事

478.1 697.2

業

1,328 1,328

主

1,328 1,328

管

正職員従事時間×人数

課

時間×人 100× 4 3

名

6× 4 70× 3 100

課

× 4 100× 4 100

長

× 4 100× 4
正職員

名

以外の人件費 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
その他の費

の

用Ｃ 千円 77 0 0 78

事

78 78 78
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

2,283 5,554

業

.1 697.2 3,4

の

62 3,460 3,4

開

55 3,451
単位あ

始

たりコスト ① 千円/人

時

0.4 1 0.1 0.6

期

0.6 0.6 0.6
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

務

)の対象指標）② 千円

区

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（拡
その理由

業

大・縮小）必要はあり

名

ませ
■ ない

んか？

市内

N

小中学校児童生徒の創

o

作意欲を向上させるこ

.

とを目的にしている
事

3

業進展等による環境変

9

化 □ ある
事業のため、

2

目的の見直しは考えて

小

いない。
に伴い、目的

中

を見直す（目
その理由

学

的の追加・拡充又は絞

生

込）

必要はありません

夢

か？ ■ ない

有
効
性

市内

の

の小中学生の作品が一

作

堂に会する貴重な展示

品

会であり、事業を継続

展

して行
今以上に事業の

事

成果を向上
っていく。

業

させる方法を記入して

２

下さ

い。 内　容
※(3

評

)の成果指標を向上さ

価

せる

　ことはできます

　

か？

概ね達成できてい

Ｃ

る。
目的達成状況 内　

Ｈ

容

□民間への一部委託

Ｅ

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｋ

理 □補助金・負担金助

目

成 ■市の直営
内　容

　

的

（実施手法） 実行委員

妥

会において開催運営内

当

容を計画立案し、市内

性

小中学生の全児童生徒

こ

の
図画工作・美術作品

の

をサンアート会場で２

事

日間（土・日）展示し

業

た。

効
率
性

類似事業が

の

ないため、統廃合はで

必

きない。
事務事業の統

要

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

は

容
を向上させる方法を

薄

記入し

て下さい。

学校

れ

教育課職員による展示

て

資材の直接運搬、実行

得

委員会他の教職員によ

ら

る会場
現状より事業費

れ

・人件費を
設置作業を

て

行うなどして、事業費

い

をかけないようにした

る

事業実施としているた

い

削減する方法を記入し

ま

て下
め、これ以上の削

せ

減は難しい。
さい。（

ん

仕様の変更、外部 内　

か

容
委託、従事時間の削

。

減等は

できないか？)

十

公
平
性

市内の全小中学

分

生の図画工作・美術の

な

作品を展示
□ ある ■ 現

成

状で適正
受益者負担は

果

ありますか？ し、市民

が

に発表する場であり、

理

受益者負担は考え
また

　

、受益者負担割合は適

由

■ ない □ 検討が必要 内

得

　容 ていない。
正です

ら

か？
□ 受益者がいない

れ

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

て

Ｉ
Ｏ
Ｎ

市内の小中学生

い

の作品が一堂に会す 展

ま

示資材の調達方法や設

す

置について
事業実施上

か

の課題、住 る貴重な展

？

示会として、住民から

得

評 は、教職員の負担が

ら

増加しているこ
民・議

れ

会等からの意見 意　見

て

価をいただいている。

い

対応策 とに対し、軽減

な

を図るためにも変更
と

い

対応策 する必要性が出

事

てきている。

R2年度

業

は、新型コロナウイル

進

スの影 実行委員会にお

展

いて開催運営内容を
R

等

3年度の事業計画は前

に

変　更
響により、事業

よ

が中止となった。 計画

る

立案し、小中学生の全

環

児童生徒
年度から変更

境

・追加は 前年度 ・
の図

変

画工作・美術作品をサ

化

ンアート
あるか 追　加

あ

会場で２日間（土・日

る

）展示する。

今後の事

に

業・コスト・成果の方

伴

向性 今後の事業の方向

い

性、改革・改善案
※今

、

年度からの具体的な事

対

業の進め方、手段の見

象

直し等、各方向性の内

を

容

　　　　　　　　　

見

■　拡大 運搬、展示し

直

やすい作品の設定や展

す

示敷材の調達方法
　　

（

　　　　　　　□　改

拡

善 の変更等、会場設営

そ

を外部委託するなど、

の

教職員の負
　　　　　

理

　　　　□　現状維持

由

担軽減を図りながら今

大

後も事業を継続する。

・

　　　　　　　　　□

縮

　縮小
　　　　　　　

小

　　□　統合
　　　　

）

　　　　　□　完了
　

必

　　　　　　　　□　

要

廃止・休止
コストの方

は

向性
　　　　　　　　

あ

　→　維持
成果の方向

り

性
　　　　　　　　　

ま

→　維持

2

せ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 392 小中学生夢の作品展事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内全小中学校の児童生徒の作品を一堂に集めて展示する事
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

業として市民への定着があり、学校を超えて様々な人々の前
いませんか。十分な成果が 理　由

で作品を発表・展示できる貴重な行事である。
得られ

様

ていますか？ □ 得られ

式

ていない

市内小中学校

1

児童生徒を対象の事業

-

であり、対象者の見直

2

しは考えて
事業進展等

事

による環境変化
□ ある

務

いない。
に伴い、対象



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 393 児童生徒防犯対策事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１８年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域ぐるみで子どもの安全を守る体制づくりが必要で 平成17年度愛知県教育委員会の指定を受け、「地域ぐ
あり、子どもたちが安心して生活できる環境づくりを るみの学校安全体制整備推進事業」に取り組んだ。学
推進する。 校もスクールガードリーダーの指導の下、地域やＰＴ
 Ａに働きかけ学校安全体制を強化する動きは活発化し
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４、１１】 てきた。この活動を単年度で終わらせず、長期的に継

続する必要がある。
登下校時における児童生徒の安全を脅かす事案が発生
しているため、児童生徒の防犯対策を充実させていく

令

必要がある。

スクール

和

ガードを各学校で募集

 

し、登下校時に子供た

3

ちとの通学の状況の見

年

守りを
R2年度に実施

度

した具体的な 行った。

（

また、スクールガード

2

リーダーを３名配置し

年

、学校の安全について

度

点検す
事業の方法、手

実

順、指標に対す るとと

施

もに、スクールガード

分

を巡回し、見守り体制

）

の充実を図った。緊急

事

情報伝達
る成果等 訓練

務

や学校安全講習会を実

事

施し、緊急事態に対応

業

できる整備を行った。

目

事務事業を取り巻く状

的

況は過去と比べ変化し

評

ているか (1)活動指

価

標（事務事業の活動量

表

を表す指標）

子どもた

様

ちの命が奪われる痛ま

式

しい事件が相次いでい

1

る 名称 単位
① スクール

-

ガードリーダー人数 人

1

変 化
② スクールガー

記

ド登録人数 人
内 容

対

入

象(この事業の対象、

日

範囲となる人、物) (

令

2)対象指標（対象の

和

大きさを表す指標）

児

0

童生徒 名称 単位
① 児童

3

生徒数 人
②

目的(この

年

事業によって上記対象

1

をどのような状態にし

2

たいのか) (3)成果

月

指標（目的の達成度を

0

示す指標）

子どもたち

8

が安心して通学し、生

日

活できる 名称 単位
① 市

１

内不審者前年度比 ％
②

事

結果(上位基本事業の

務

意図) (4)結果の成

事

果指標（上位基本事業

業

の成果指標）

地域ぐる

の

みで子どもの安全を守

現

る体制ができ、子ども

状

たちが安心 名称 単位
し

　

て生活できる環境をつ

Ｐ

くる ① 教育振興基本計

Ｌ

画の施策事業の達成率

Ａ

％
②

事務事業の各種指

Ｎ

標の実績と見込及び目

及

標

H31年度 R2年度

び

R2年度 R3年度 R4

Ｄ

年度 R5年度 R6年度

Ｏ

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

務

値 目標値 目標値 目標値

事

(1)の ① 人 3 3 3 3

業

3 3 3
活動指標 ② 人 2

名

,649 2,500 2

N

,591 2,500 2

o

,500 2,500 2

.

,500
(2)の ① 人

3

5,759 5,630

9

5,630 5,648

3

5,614 5,507

児

5,464
対象指標 ②

童

(3)の ① ％ 45 90

生

160 90 90 90 9

徒

0
成果指標 ②

(4)の

防

結果の ① ％ 68 72 5

犯

3 63 67 71 73
成

対

果指標 ②
予算費目 会計

策

01 一般会計 款 10

事

項 01 目 02

コスト 年

業

度 H31年度 R2年度

政

R2年度 R3年度 R4

策

年度 R5年度 R6年度

こ

実績値 計画値 実績値 計

の

画値 目標値 目標値 目標

事

値
事業費(決算又は予

務

算額)Ａ 単位 2,06

事

1 2,217 2,21

業

6 2,189 2,80

施

9 2,824 2,78

策

6

財
源
内
訳

 国庫支出

の

金 千円 0 0 526 0 0

位

0 0
 県支出金 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 地方債

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

その他 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 一般財源 千円 2

業

,061 2,217 1

主

,690 2,189 2

管

,809 2,824 2

課

,786
人件費Ｂ 千円

名

1,809.4 3,3

課

86.4 1,809.

長

4 1,809.4 1,

名

809.4 1,809

こ

.4 1,809.4
正

の

職員従事時間×人数 時

事

間×人 545× 1 1,

務

020× 1 545× 1

事

545× 1 545× 1

業

545× 1 545× 1

の

正職員以外の人件費 千

開

円 0 0 0 0 0 0 0
その

始

他の費用Ｃ 千円 0 14

時

1 0 0 0 0 0
トータル

期

コストA+B+C 千円

事

3,870.4 5,7

務

44.4 4,025.

区

4 3,998.4 4,

分

618.4 4,633

法

.4 4,595.4
単

定

位あたりコスト ① 千円

受

/人 0.7 1 0.7 0

託

.7 0.8 0.8 0.

事

8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

自

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

治

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

が必要であり、それを

業

目的とした事業
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
であるため

に伴い

o

、目的を見直す（目
そ

.

の理由
的の追加・拡充

3

又は絞込）

必要はあり

9

ませんか？ ■ ない

有
効

3

性

スクールガードの登

児

録数を維持し、活動内

童

容の充実を図る
今以上

生

に事業の成果を向上

さ

徒

せる方法を記入して下

防

さ

い。 内　容
※(3)

犯

の成果指標を向上させ

対

る

　ことはできますか

策

？

概ね達成できている

事

目的達成状況 内　容

□

業

民間への一部委託 □民

２

間への全部委託
市関与

評

の必要性 □指定管理 □

価

補助金・負担金助成 ■

　

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） スクールガー

Ｈ

ドに謝礼を支払ってい

Ｅ

る

効
率
性

対象、目的が

Ｃ

同じ事業はなく、統廃

Ｋ

合はできない
事務事業

目

の統廃合により、
 

事

的

業の効率化を図り、成

妥

果
内　容

を向上させる

当

方法を記入し

て下さい

性

。

スクールガードリー

こ

ダーへの謝礼支払い、

の

身を守るための新入学

事

児用の防犯ブ
現状より

業

事業費・人件費を
ザー

の

の購入等を行っており

必

、削減は難しく、現状

要

維持となる。
削減する

性

方法を記入して下

さい

は

。（仕様の変更、外部

薄

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

児童生徒の

得

安全を守ることを目的

ら

としているため
□ ある

れ

■ 現状で適正
受益者負

て

担はありますか？ 、受

い

益者負担の考えはない

る

。
また、受益者負担割

い

合は適 ■ ない □ 検討が

ま

必要 内　容
正ですか？

せ

□ 受益者がいない

３
改

ん

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

か

Ｎ

保護者・地域住民よ

。

り子供の安全を 緊急メ

十

ール一斉配信システム

分

により
事業実施上の課

な

題、住 守ることが重要

成

課題と言われている 、

果

不審者情報を地域住民

が

に配信し、
民・議会等

理

からの意見 意　見 。 対

　

応策 今後も地域と学校

由

との連携強化を図
と対

得

応策 る必要がある。

・

ら

児童の防犯対策として

れ

、安全ブザ 変更なし。

て

R3年度の事業計画は

い

前 変　更
ーを配布

年度

ま

から変更・追加は 前年

す

度 ・
・スクールガード

か

リーダーを３名配
ある

？

か 追　加
置し、登下校

得

時の見守り活動

今後の

ら

事業・コスト・成果の

れ

方向性 今後の事業の方

て

向性、改革・改善案
※

い

今年度からの具体的な

な

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

事

内容

　　　　　　　　

業

　□　拡大 緊急メール

進

一斉配信システムによ

展

り、不審者情報を地
　

等

　　　　　　　　□　

に

改善 域住民に配信し、

よ

今後も地域と学校との

る

連携強化を図
　　　　

環

　　　　　■　現状維

境

持 る必要がある。
　　

変

　　　　　　　□　縮

化

小
　　　　　　　　　

あ

□　統合
　　　　　　

る

　　　□　完了
　　　

に

　　　　　　□　廃止

伴

・休止
コストの方向性

い

　　　　　　　　　↑

、

　増加
成果の方向性
　

対

　　　　　　　　→　

象

維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 393 児童生徒防犯対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

子どもの安全を守る体制づくりができており、登下校時には
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

地域の目があることが、犯罪の抑制に繋がっているため
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状でも全児童生徒に対

様

応しているため
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある
に伴い、対象を見

-

直す（拡
その理由

大・

2

縮小）必要はありませ

事

■ ない
んか？

子どもの

務

安全を守る体制づくり



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 395 現職教育事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 10年以上以前 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①教員の職務・職責に必要とされる能力開発を行うた ①教員研修等を行い、教職員の資質向上と特色ある学
めの研修の実施、研究事業への支援を行う。 校づくりの支援に寄与する。
②外国人児童生徒が増加しているため、日本語指導員 ②日本語をまったく話すことができない外国人児童生
を配置する。また、経験の少ない教員等の指導力等を 徒（主にブラジル、中国、フィリピン）の市内への転
高めるため、授業・教科・特別支援のアドバイザーを 入が多く、学校生活に支障をきたしている。これらの
派遣する。さらに、児童生徒へのきめ細やかな指導と 児童生徒への

令

日本語指導について、

和

指導員増員の必要
個性

 

重視の指導を図るため

3

に非常勤講師を配置す

年

る。 がある。また、教

度

職員の多忙化解消を図

（

るため、講師
③外国人

2

児童生徒への初期の日

年

本語指導や学校への早

度

の配置は今後も必要で

実

ある。
期適応指導のた

施

め、初期指導教室を開

分

設している。 ③初期指

）

導教室（日本語教室）

事

の初期日本語指導支援

務

【ＳＤＧｓの取り組み

事

：４，１０】 体制を今

業

後も充実し、PRして

目

いく必要がある。
①研

的

究委嘱校研究発表事業

評

を実施し、みよし市の

価

教育の発展を図った。

表

また、講師
R2年度に

様

実施した具体的な を招

式

き、各種研修会を実施

1

した。各学校でも現職

-

教員の研修を進めた。

1

さらに、研
事業の方法

記

、手順、指標に対す 究

入

論文を募集し、優秀者

日

を表彰した。
る成果等

令

②日本語指導員・アド

和

バイザー・非常勤講師

0

等を雇用し、各学校に

3

配置した。
③初期指導

年

教室を整備し、外部委

1

託により運営した。

事

2

務事業を取り巻く状況

月

は過去と比べ変化して

0

いるか (1)活動指標

8

（事務事業の活動量を

日

表す指標）

日本語をま

１

ったく話すことができ

事

ない外国人児童生徒（

務

主 名称 単位
にブラジル

事

、中国、フィリピン）

業

の市内への転入が増加

の

し ① 研修を実施した件

現

数 件
変 化

ている。 ②

状

講師・アドバイザー・

　

日本語指導員人数 人
内

Ｐ

 容

対象(この事業の

Ｌ

対象、範囲となる人、

Ａ

物) (2)対象指標（

Ｎ

対象の大きさを表す指

及

標）

市内小中学校教職

び

員 名称 単位
日本語指導

Ｄ

を必要とする外国人児

Ｏ

童生徒 ① 市内小中学校

事

教職員数 人
② 日本語指

務

導が必要な外国人児童

事

生徒数 人

目的(この事

業

業によって上記対象を

名

どのような状態にした

N

いのか) (3)成果指

o

標（目的の達成度を示

.

す指標）

職責に応じた

3

職務遂行能力の向上を

9

図る。 名称 単位
外国人

5

児童生徒に日本語を習

現

得させる。 ① 研究論文

職

発表件数 件
② 日本語を

教

指導した時間数 時間

結

育

果(上位基本事業の意

事

図) (4)結果の成果

業

指標（上位基本事業の

政

成果指標）

児童生徒が

策

安心して生活でき、進

こ

んで学習できる環境を

の

つくると 名称 単位
とも

事

に、規則正しく生活す

務

る健康的な体力づくり

事

を行う態度を育 ① 教育

業

振興基本計画の施策事

施

業の達成率 ％
てる。 ②

策

事務事業の各種指標の

の

実績と見込及び目標

H

位

31年度 R2年度 R2

置

年度 R3年度 R4年度

基

R5年度 R6年度
指標

本

 ＼ 年度 単位
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
(1

主

)の ① 件 43 43 43

管

43 43 43 43
活動

課

指標 ② 人 38 37 49

名

44 44 44 44
(2

課

)の ① 人 365 355

長

354 364 364 3

名

64 364
対象指標 ②

こ

人 131 132 120

の

118 118 118 1

事

18
(3)の ① 件 24

務

30 7 40 30 30 3

事

0
成果指標 ② 時間 1,

業

800 2,000 1,

の

128 2,000 2,

開

000 2,000 2,

始

000
(4)の結果の

時

① ％ 68 72 53 63

期

67 71 73
成果指標

事

②
予算費目 会計 01 

務

一般会計 款 10 項 01

区

目 04

コスト 年度 H3

分

1年度 R2年度 R2年

法

度 R3年度 R4年度 R

定

5年度 R6年度
実績値

受

計画値 実績値 計画値 目

託

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

務

Ａ 単位 72,506 3

自

3,466 33,27

治

2 42,869 46,

事

529 47,888 5

務

0,679

財
源
内
訳

 

こ

国庫支出金 千円 638

の

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 2,700

務

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

業

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 一般財源 千円 71,

根

868 33,466 3

拠

0,572 42,86

法

9 46,529 47,

令

888 50,679
人

事

件費Ｂ 千円 9,853

業

9,486.8 9,9

の

12 9,912 9,9

概

12 9,912 9,9

要

12
正職員従事時間×

現

人数 時間×人 359×

在

8 395× 7 359×

の

8 359× 8 359×

状

8 359× 8 359×

況

8
正職員以外の人件費

と

千円 318 307 37

こ

7 377 377 377

の

377
その他の費用Ｃ

事

千円 387 349 38

務

4 384 384 384

事

384
トータルコスト

業

A+B+C 千円 82,

を

746 43,301.

行

8 43,568 53,

う

165 56,825 5

根

8,184 60,97

拠

5
単位あたりコスト ①

ま

千円/人 226.7 1

た

22 123.1 146

は

.1 156.1 159

理

.8 167.5
（ﾄｰ

由

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

R

対象指標）② 千円/人

2

631.6 328 36

年

3.1 450.6 48

度

1.6 493.1 51

に

6.7

1

実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

対象を見直す（拡
その

業

理由 た、新たな外国人

名

児童生徒の転入により

N

、対象者が絶えず変化

o

するた
大・縮小）必要

.

はありませ
■ ない め、

3

対象の見直しは適当で

9

はない。
んか？

今後と

5

も、教職員の職責に応

現

じ、指導力や資質のさ

職

らなる向上を図る
事業

教

進展等による環境変化

育

□ ある
とともに、新た

事

に転入してくる外国人

業

児童生徒への日本語指

２

導や、当
に伴い、目的

評

を見直す（目
その理由

価

該児童生徒の小中学校

　

への早期適応を図るた

Ｃ

め、目的は現状維持と

Ｈ

す
的の追加・拡充又は

Ｅ

絞込）
る。

必要はあり

Ｃ

ませんか？ ■ ない

有
効

Ｋ

性

日本語指導員を増員

目

するなどして、日本語

的

指導時間を拡充する。

妥

今以上に事業の成果を

当

向上

させる方法を記入

性

して下さ

い。 内　容
※

こ

(3)の成果指標を向

の

上させる

　ことはでき

事

ますか？

様々な教員研

業

修や教科研究等の実施

の

により、教職員の資質

必

向上に寄与した。
目的

要

達成状況 内　容 また、

性

日本語指導時間の増加

は

の実現により、外国人

薄

児童生徒の日本語等指

れ

導の
充実が図られてい

て

る。
■民間への一部委

得

託 □民間への全部委託

ら

市関与の必要性 □指定

れ

管理 □補助金・負担金

て

助成 □市の直営
内　容

い

　（実施手法） 初期指

る

導教室の運営を外部委

い

託している。

効
率
性

実

ま

施できる現職教育事業

せ

には限りがあり、民間

ん

が行っている類似事業

か

を取り入
事務事業の統

。

廃合により、
れること

十

はできるが、統合でき

分

るものではないと考え

な

られる。
事業の効率化

成

を図り、成果
内　容 ま

果

た、事業を廃止した場

が

合、教員の指導力等の

理

向上の機会を逸するこ

　

ととなる
を向上させる

由

方法を記入し
。さらに

得

、外国人児童生徒の日

ら

本語等の指導も滞るこ

れ

とになり、児童生徒の

て

学
て下さい。

校生活へ

い

の影響が大きいため、

ま

事業の廃止は不適当で

す

ある。
現職教育に必要

か

な費用を計上しており

？

、講師謝礼等、費用削

得

減が難しい項目が
現状

ら

より事業費・人件費を

れ

多い。また、初期指導

て

教室運営等、外部委託

い

も一部で実施している

な

。配置した
削減する方

い

法を記入して下
非常勤

事

講師等の臨時的非常勤

業

職員の労務管理の方法

進

等については全庁で統

展

一さ
さい。（仕様の変

等

更、外部 内　容
れてお

に

り、事務時間の削減も

よ

難しいのが現状である

る

。
委託、従事時間の削

環

減等は

できないか？)

境

公
平
性

教員の指導力等

変

向上により、児童生徒

化

は、より質
□ ある ■ 現

あ

状で適正
受益者負担は

る

ありますか？ の高い教

に

育を受けられるように

伴

なるが、教員自身
また

い

、受益者負担割合は適

、

■ ない □ 検討が必要 内

対

　容 のキャリアアップ

象

のために児童生徒の保

を

護者へ負
正ですか？ 担

見

を求めることは適当で

直

はない。
□ 受益者がい

す

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

（

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

日本語を全

拡

く話すことができない

そ

外 日本語指導員の増員

の

、初期指導教室
事業実

理

施上の課題、住 国人児

由

童生徒が、市内小中学

大

校へ転 （日本語教室）

・

における初期指導の
民

縮

・議会等からの意見 意

小

　見 入してくるケース

）

が増加しており、 対応

必

策 拡充に努める。
と対

要

応策 学校での対応に苦

は

慮している。

初期の日

あ

本語指導や小中学校へ

り

の早 初期指導教室に加

ま

え、小学校に入学
R3

せ

年度の事業計画は前 変

な

　更
期の適応指導を行

い

うため、初期指導 予定

ん

の児童及び保護者を対

か

象に早期
年度から変更

？

・追加は 前年度 ・
教室

事

を実施。 適応プログラ

業

ム（プレスクール）を

進

あるか 追　加
実施する

展

。

今後の事業・コスト

等

・成果の方向性 今後の

に

事業の方向性、改革・

よ

改善案
※今年度からの

る

具体的な事業の進め方

環

、手段の見直し等、各

境

方向性の内容

　　　　

変

　　　　　■　拡大 総

化

合計画及び教育振興基

あ

本計画に掲げる目標の

る

実現を
　　　　　　　

に

　　□　改善 図るため

伴

、教育ニーズや課題の

い

把握に努め、適材適所

、

　　　　　　　　　□

目

　現状維持 に効果的な

的

人材配置を行っていく

を

。
　　　　　　　　　

見

□　縮小
　　　　　　

直

　　　□　統合
　　　

す

　　　　　　□　完了

（

　　　　　　　　　□

目

　廃止・休止
コストの

そ

方向性
　　　　　　　

の

　　→　維持
成果の方

理

向性
　　　　　　　　

由

　→　維持

2

的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 395 現職教育事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

日本語指導員の配置や初期指導教室の実施により、外国人児
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

童生徒の、日本の小中学校への早期適応が実現できていると
いませんか。十分な成果が 理　由

考えられる。
得られていますか？ □ 得られていない

教員の異動や職責の変動

様

、新規採用者の配置等

式

により、対象となる教

1

事業進展等による環境

-

変化
□ ある 職員や、教

2

職員自身が受講する研

事

修、実施する研究等は

務

変動する。ま
に伴い、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 396 みよし市教育センター事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成16年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内小中学生とその保護者、小中学校教員を対象とし 悩みや不安を抱えていたり、発達障がい等があるなど
た、いじめ、不登校等の学校の諸課題への対応支援、 、個別の支援が必要な児童生徒が増加しており、相談
発達や就学に関する教育相談、学校生活において個別 に応じたり、教員の補助を行う職員が必要である。さ
の支援が必要な児童生徒に対応する教員の補助者の配 らに問題解決のため、保護者や教員に対して、心理・
置等を総括的に行う。 医療等の専門的な相談ができる相談事業は重要である
 。相談件数の増加により、市内の学校

令

を巡回し、教員
【ＳＤ

和

Ｇｓの取組み：４】 へ

 

の指導と相談にあたる

3

時間の確保が難しく、

年

専門相
談員の増員が必

度

要である。また、こう

（

した諸問題への
対応の

2

ため、教員の研修も推

年

進する必要がある。研

度

修
の充実のためにも教

実

育センターの整備が必

施

要である。
教育センタ

分

ーにて、①専門相談員

）

による児童生徒及びそ

事

の保護者を対象とした

務

教育
R2年度に実施し

事

た具体的な 相談、②学

業

校生活になじめない児

目

童生徒を対象とした適

的

応指導教室、③外国人

評

児童
事業の方法、手順

価

、指標に対す 生徒に対

表

する初期日本語指導、

様

④教職員を対象とした

式

研修事業、⑤教育に関

1

する各
る成果等 種情報

-

資産の集約化を実施し

1

た。

事務事業を取り巻

記

く状況は過去と比べ変

入

化しているか (1)活

日

動指標（事務事業の活

令

動量を表す指標）

悩み

和

や不安を抱えている児

0

童生徒や、発達障がい

3

等があり 名称 単位
、個

年

別の支援が必要な児童

1

生徒、自身の子の発達

2

や就学に ① 小中学校相

月

談員、教員補助者人数

0

人
変 化

関する教育相

8

談を希望する保護者が

日

増加している。 ② 専門

１

相談員等　延べ相談件

事

数 件
内 容

対象(この

務

事業の対象、範囲とな

事

る人、物) (2)対象

業

指標（対象の大きさを

の

表す指標）

市内の全児

現

童生徒とその保護者 名

状

称 単位
市内小中学校教

　

職員 ① 児童生徒数 人
②

Ｐ

市内小中学校教職員数

Ｌ

人

目的(この事業によ

Ａ

って上記対象をどのよ

Ｎ

うな状態にしたいのか

及

) (3)成果指標（目

び

的の達成度を示す指標

Ｄ

）

対象者が身近な場所

Ｏ

で相談できるため、少

事

しでも悩みが軽減・解

務

名称 単位
消される。ま

事

た、個に応じた対応が

業

できるため、学習効率

名

を高め ① 小中学校での

N

相談を含めた総相談件

o

数 件
ることができる。

.

②

結果(上位基本事業

3

の意図) (4)結果の

9

成果指標（上位基本事

6

業の成果指標）

児童生

み

徒が安心して生活でき

よ

、進んで学習できる環

し

境をつくると 名称 単位

市

ともに、規則正しく生

教

活する健康的な体力づ

育

くりを行う態度を育 ①

セ

教育振興基本計画の施

ン

策事業の達成率 ％
てる

タ

。 ② 体力テスト県平均

ー

を上回った種目の割合

事

％

事務事業の各種指標

業

の実績と見込及び目標

政

H31年度 R2年度 R

策

2年度 R3年度 R4年

こ

度 R5年度 R6年度
指

の

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
(

事

1)の ① 人 48 51 5

業

3 53 53 53 53
活

施

動指標 ② 件 462 47

策

0 658 660 660

の

660 660
(2)の

位

① 人 5,759 5,6

置

30 5,630 5,6

基

48 5,614 5,5

本

07 5,464
対象指

事

標 ② 人 365 355 3

業

54 355 355 35

主

5 355
(3)の ① 件

管

1,742 1,200

課

2,161 2,500

名

2,500 2,500

課

2,500
成果指標 ②

長

(4)の結果の ① ％ 6

名

8 72 53 63 67 7

こ

1 73
成果指標 ② ％ 6

の

7 80 - 80 80 80

事

80
予算費目 会計 01

務

 一般会計 款 10 項 0

事

1 目 05

コスト 年度 H

業

31年度 R2年度 R2

の

年度 R3年度 R4年度

開

R5年度 R6年度
実績

始

値 計画値 実績値 計画値

時

目標値 目標値 目標値
事

期

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 66,660

務

15,237 15,1

区

15 14,276 16

分

,024 15,803

法

15,725

財
源
内
訳

定

 国庫支出金 千円 0 0

受

0 0 0 0 0
 県支出金

託

千円 4,290 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 その他

自

千円 3 1 503 1 1 1

治

1
 一般財源 千円 62

事

,367 15,236

務

14,612 14,2

こ

75 16,023 15

の

,802 15,724

事

人件費Ｂ 千円 12,1

務

10.6 12,109

事

.6 12,495 12

業

,109.6 12,1

の

09.6 12,109

根

.6 12,109.6

拠

正職員従事時間×人数

法

時間×人 444× 8 3

令

95× 9 365× 10

事

395× 9 395× 9

業

395× 9 395× 9

の

正職員以外の人件費 千

概

円 318 307 377

要

307 307 307 3

現

07
その他の費用Ｃ 千

在

円 709 829 703

の

829 279 279 2

状

79
トータルコストA

況

+B+C 千円 79,4

と

79.6 28,175

こ

.6 28,313 27

の

,214.6 28,4

事

12.6 28,191

務

.6 28,113.6

事

単位あたりコスト ① 千

業

円/人 13.8 5 5 4

を

.8 5.1 5.1 5.

行

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

う

(2)の対象指標）②

根

千円/人 217.8 7

拠

9.4 80 76.7 8

ま

0 79.4 79.2

1

たは理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、対象を見直す（拡
そ

業

の理由
大・縮小）必要

名

はありませ
■ ない

んか

N

？

今後とも対象者の悩

o

みや不安の軽減・解消

.

を図り、個に応じた対

3

応を
事業進展等による

9

環境変化 □ ある
行うた

6

め、目的は現状維持と

み

する。
に伴い、目的を

よ

見直す（目
その理由

的

し

の追加・拡充又は絞込

市

）

必要はありませんか

教

？ ■ ない

有
効
性

相談事

育

業のＰＲを行い、広く

セ

市民に周知することで

ン

、相談件数の増加が見

タ

込ま
今以上に事業の成

ー

果を向上
れる。ただし

事

、相談員の人数と、対

業

応できる時間数に限り

２

があるため、相談員
さ

評

せる方法を記入して下

価

さ
の増員が必要となる

　

。
い。 内　容
※(3)

Ｃ

の成果指標を向上させ

Ｈ

る

　ことはできますか

Ｅ

？

相談の依頼に対して

Ｃ

は順次予約を受付け、

Ｋ

予約を消化している。

目

目的達成状況 内　容

□

的

民間への一部委託 □民

妥

間への全部委託
市関与

当

の必要性 □指定管理 □

性

補助金・負担金助成 ■

こ

市の直営
内　容

　（実

の

施手法） 相談活動への

事

対応は専門相談員やス

業

クールカウンセラーに

の

依頼し、報償費を支
払

必

っている。教育センタ

要

ーの運営は直営で行っ

性

ている。

効
率
性

相談事

は

業を行っている団体等

薄

は存在する可能性があ

れ

るが、学校や教育セン

て

ター
事務事業の統廃合

得

により、
といった身近

ら

な場所での相談活動の

れ

継続、安定した質の確

て

保等の観点から慎重
事

い

業の効率化を図り、成

る

果
内　容 な検討が必要

い

である。また、事業を

ま

廃止した場合は、相談

せ

者が身近な相談場所
を

ん

向上させる方法を記入

か

し
を失うこととなるた

。

め、事業廃止は不適当

十

である。
て下さい。

専

分

門相談員及びスクール

な

カウンセラーの報償費

成

は、愛知県は県のスク

果

ールカウ
現状より事業

が

費・人件費を
ンセラー

理

の報酬単価と同額で設

　

定している。また会計

由

年度任用職員の労務管

得

理
削減する方法を記入

ら

して下
等については全

れ

庁共通であり、事務時

て

間の削減が難しい。教

い

育センターの運営
さい

ま

。（仕様の変更、外部

す

内　容
・管理費も必要

か

分を計上しており、削

？

減が難しい。
委託、従

得

事時間の削減等は

でき

ら

ないか？)

公
平
性

相談

れ

者が気軽に相談できる

て

環境を維持するため、

い

□ ある ■ 現状で適正
受

な

益者負担はありますか

い

？ 受益者負担を求める

事

ことは適当ではない。

業

また、受益者負担割合

進

は適 ■ ない □ 検討が必

展

要 内　容
正ですか？

□

等

受益者がいない

３
改
革

に

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

よ

個別の支援を要する児

る

童生徒が増加 専門相談

環

員やスクールカウンセ

境

ラー
事業実施上の課題

変

、住 しているため、学

化

校での児童生徒へ 、特

あ

別支援教育対応教員補

る

助者等を
民・議会等か

に

らの意見 意　見 の現場

伴

対応の充実強化を図る

い

必要が 対応策 増員する

、

。
と対応策 ある。

市費

対

のスクールカウンセラ

象

ーを増員 変更なし
R3

を

年度の事業計画は前 変

見

　更
し、６名配置

年度

直

から変更・追加は 前年

す

度 ・
あるか 追　加

今後

（

の事業・コスト・成果

拡

の方向性 今後の事業の

そ

方向性、改革・改善案

の

※今年度からの具体的

理

な事業の進め方、手段

由

の見直し等、各方向性

大

の内容

　　　　　　　

・

　　□　拡大 悩みや不

縮

安を抱えていたり、個

小

別の支援を要したりす

）

　　　　　　　　　□

必

　改善 る児童生徒が増

要

加しているため、学校

は

での児童生徒へ
　　　

あ

　　　　　　■　現状

り

維持 の現場対応の充実

ま

強化を図る必要があり

せ

、特別支援教
　　　　

な

　　　　　□　縮小 育

い

対応教員補助者やスク

ん

ールソーシャルワーカ

か

ーの増
　　　　　　　

？

　　□　統合 員等によ

事

る学校への人的支援の

業

充実が必要である。専

進

　　　　　　　　　□

展

　完了 門家による保護

等

者、教員への教育相談

に

や研修を充実さ
　　　

よ

　　　　　　□　廃止

る

・休止 せ、支援を効率

環

よく行うため、随時、

境

事業内容を検討
コスト

変

の方向性 する。また、

化

教育の充実と振興を図

あ

るため、教育セン
　　

る

　　　　　　　↑　増

に

加 ターで、みよし市教

伴

育支援センター事業及

い

び教育関係
成果の方向

、

性 者の研修事業等を行

目

う。
　　　　　　　　

的

　→　維持

2

を見直す（目
その理由

的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 396 みよし市教育センター事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

小中学校での相談を含めた総相談件数はほぼ同水準で推移し
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ており、相談事業に対する需要は大きく、事業の必要性は変
いませんか。十分な成果が 理　由

わっていない。
得られていますか？ □ 得られてい

様

ない

日々の生活に伴い

式

、対象者の状況は絶え

1

ず変化する。現在の対

-

象者に
事業進展等によ

2

る環境変化
□ ある 対応

事

するため、対象の見直

務

しは行わない。
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 397 教育支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法、学校保健安全法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童の小学校入学前に身体面・知能面を検査し、客観 就学時の健康診断等は、学校教育法実施が定められて
的資料を基に一人ひとりを把握し、適正な就学・教育 いて、かなり以前から行っている。
支援を図るため、就学予定の小学校で健康診断と知能 特別な教育的支援を必要する児童が増えている。
検査を行う。 現在、本市在住の肢体不自由児16名が豊田特別支援学
 校に在籍している。そのため、学校の年間の維持管理
本市在住の肢体不自由児が豊田市立豊田特別支援学校 運営費について応分の負担をしなければならない。
へ就学するため、豊田市に

令

応分の協力金を支払う

和

。
 
【ＳＤＧｓの取り

 

組み：３、４】

新年度

3

小学校へ入学する児童

年

を対象に、健康診断と

度

知能検査を実施した。

（

R2年度に実施した具

2

体的な 豊田市へ豊田市

年

立豊田特別支援学校の

度

運営費の一部を協力金

実

として支払いした。
事

施

業の方法、手順、指標

分

に対す
る成果等

事務事

）

業を取り巻く状況は過

事

去と比べ変化している

務

か (1)活動指標（事

事

務事業の活動量を表す

業

指標）

特別な教育的支

目

援を必要とする児童が

的

増えている。 名称 単位

評

 ① 受診した児童数 人

価

変 化
② 豊田特別支援

表

学校への就学希望者 人

様

内 容

対象(この事業

式

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

-

（対象の大きさを表す

1

指標）

新学齢児 名称 単

記

位
豊田特別支援学校へ

入

の就学を希望する市内

日

在住児童生徒 ① 新学齢

令

児 人
② 豊田特支学校在

和

籍の市内在住児童生徒

0

人

目的(この事業によ

3

って上記対象をどのよ

年

うな状態にしたいのか

1

) (3)成果指標（目

2

的の達成度を示す指標

月

）

児童の入学前の客観

0

的資料を得る。 名称 単

8

位
豊田特別支援学校へ

日

の就学を希望する児童

１

生徒が、心的・身体的

事

① 受診した児童の割合

務

％
な負担なく学校生活

事

を送ることができる。

業

② 希望の就学先へ通学

の

した児童生徒の割合 ％

現

結果(上位基本事業の

状

意図) (4)結果の成

　

果指標（上位基本事業

Ｐ

の成果指標）

安心して

Ｌ

生活でき、進んで学習

Ａ

できる環境を作るとと

Ｎ

もに、規則 名称 単位
正

及

しく生活する健康な体

び

力づくりを行う態度を

Ｄ

育てる。 ① 教育振興基

Ｏ

本計画の施策事業の達

事

成率 ％
②

事務事業の各

務

種指標の実績と見込及

事

び目標

H31年度 R2

業

年度 R2年度 R3年度

名

R4年度 R5年度 R6

N

年度
指標 ＼ 年度 単

o

位
実績値 計画値 実績値

.

計画値 目標値 目標値 目

3

標値
(1)の ① 人 57

9

4 617 655 670

7

640 660 600
活

教

動指標 ② 人 18 16 1

育

6 14 13 12 11
(

支

2)の ① 人 574 61

援

7 655 670 630

事

650 590
対象指標

業

② 人 18 16 16 14

政

13 12 11
(3)の

策

① ％ 100 100 10

こ

0 100 100 100

の

100
成果指標 ② ％ 1

事

00 100 100 10

務

0 100 100 100

事

(4)の結果の ① ％ 6

業

8 72 53 63 67 7

施

1 73
成果指標 ②

予算

策

費目 会計 01 一般会

の

計 款 10 項 01 目 05

位

コスト 年度 H31年度

置

R2年度 R2年度 R3

基

年度 R4年度 R5年度

本

R6年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
事業費(決

主

算又は予算額)Ａ 単位

管

21,433 28,3

課

99 22,382 26

名

,301 24,340

課

22,523 20,6

長

88

財
源
内
訳

 国庫支

名

出金 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

務

の他 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 一般財源 千円 21

業

,433 28,399

の

22,382 26,3

開

01 24,340 22

始

,523 20,688

時

人件費Ｂ 千円 2,15

期

4.7 1,822.7

事

2,153.4 2,1

務

51.4 2,151.

区

4 2,151.4 2,

分

151.4
正職員従事

法

時間×人数 時間×人 3

定

23× 2 273× 2 2

受

15× 3 215× 3 2

託

15× 3 215× 3 2

事

15× 3
正職員以外の

務

人件費 千円 10 10 1

自

2 10 10 10 10
そ

治

の他の費用Ｃ 千円 55

事

17 55 54 54 54

務

54
トータルコストA

こ

+B+C 千円 23,6

の

42.7 30,238

事

.7 24,590.4

務

28,506.4 26

事

,545.4 24,7

業

28.4 22,893

の

.4
単位あたりコスト

根

① 千円/人 41.2 4

拠

9 37.5 42.5 4

法

2.1 38 38.8
（

令

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

事

)の対象指標）② 千円

業

/人 1,313.5 1

の

,889.9 1,53

概

6.9 2,036.2

要

2,042 2,060

現

.7 2,081.2

1

在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る 本市単独での特別支

業

援学校設置は困難であ

名

り、対象の見直しは考

N

えて
に伴い、対象を見

o

直す（拡
その理由 いな

.

い。
大・縮小）必要は

3

ありませ
■ ない

んか？

9

就学時の健康診断等は

7

、学校教育法に実施が

教

定められている。また

育

、
事業進展等による環

支

境変化 □ ある
本市単独

援

での特別支援学校設置

事

は困難であり、目的の

業

見直しは考えて
に伴い

２

、目的を見直す（目
そ

評

の理由 いない。
的の追

価

加・拡充又は絞込）

必

　

要はありませんか？ ■

Ｃ

ない

有
効
性

児童の小学

Ｈ

校入学前に身体面・知

Ｅ

能面を検査することで

Ｃ

、客観的に把握でき、

Ｋ

今以上に事業の成果を

目

向上
適正な就学・教育

的

支援が図れている。ま

妥

た、豊田市に協力金を

当

支払うことで、
させる

性

方法を記入して下さ
本

こ

市在住の肢体不自由児

の

が豊田特別支援学校へ

事

就学できているため、

業

今後も事
い。 内　容

業

の

を継続して行う。
※(

必

3)の成果指標を向上

要

させる

　ことはできま

性

すか？

概ね達成できて

は

いる。
目的達成状況 内

薄

　容

□民間への一部委

れ

託 □民間への全部委託

て

市関与の必要性 □指定

得

管理 □補助金・負担金

ら

助成 ■市の直営
内　容

れ

　（実施手法） 新年度

て

小学校へ入学する児童

い

を対象に、健康診断と

る

知能検査を実施する。

い

豊田市へ豊田市立豊田

ま

特別支援学校の運営費

せ

の一部を協力金として

ん

支払う。

効
率
性

類似事

か

業がないため、統廃合

。

はできない。
事務事業

十

の統廃合により、

事業

分

の効率化を図り、成果

な

内　容
を向上させる方

成

法を記入し

て下さい。

果

就学時の健康診断等は

が

、学校教育法に実施が

理

定められている。また

　

、本市単独
現状より事

由

業費・人件費を
での特

得

別支援学校設置は困難

ら

であり、削減はできな

れ

い。
削減する方法を記

て

入して下

さい。（仕様

い

の変更、外部 内　容
委

ま

託、従事時間の削減等

す

は

できないか？)

公
平

か

性

就学時の健康診断を

？

行うことは、学校保健

得

安全法
□ ある ■ 現状で

ら

適正
受益者負担はあり

れ

ますか？ に規定された

て

市の義務である。
また

い

、受益者負担割合は適

な

■ ない □ 検討が必要 内

い

　容
正ですか？

□ 受益

事

者がいない

３
改
革
改
善

業

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特別

進

支援教育に係る要望、

展

相談が増 就学予定の小

等

学校で健康診断と知能

に

事業実施上の課題、住

よ

えている。 検査を実施

る

し、就学相談会も含め

環

、
民・議会等からの意

境

見 意　見 対応策 特別な

変

教育的支援が必要な児

化

童の把
と対応策 握をし

あ

ていく。豊田特別支援

る

学校協
力金を豊田市に

に

対し支払っていく。
就

伴

学予定の小学校で健康

い

診断と知能 継続して実

、

施するため、前年度と

対

同
R3年度の事業計画

象

は前 変　更
検査を実施

を

し、豊田特別支援学校

見

協 様・同規模で実施。

直

年度から変更・追加は

す

前年度 ・
力金を豊田市

（

に支払った。
あるか 追

拡

　加

今後の事業・コス

そ

ト・成果の方向性 今後

の

の事業の方向性、改革

理

・改善案
※今年度から

由

の具体的な事業の進め

大

方、手段の見直し等、

・

各方向性の内容

　　　

縮

　　　　　　□　拡大

小

豊田特別支援学校協力

）

金については、本市単

必

独で養護
　　　　　　

要

　　　□　改善 学校を

は

配置することは困難で

あ

あるため、今後も豊田

り

市
　　　　　　　　　

ま

■　現状維持 に対して

せ

協力金を支払っていく

な

。
　　　　　　　　　

い

□　縮小
　　　　　　

ん

　　　□　統合
　　　

か

　　　　　　□　完了

？

　　　　　　　　　□

事

　廃止・休止
コストの

業

方向性
　　　　　　　

進

　　→　維持
成果の方

展

向性
　　　　　　　　

等

　→　維持

2

による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 397 教育支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童の小学校入学前に身体面・知能面を検査することで、客
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

観的に把握でき、適正な就学・教育支援が図れている。豊田
いませんか。十分な成果が 理　由

市に協力金を支払うことで、本市在住の肢体不自由児が豊田
得られています

様

か？ □ 得られていない

式

特別支援学校へ就学で

1

きている。
就学時の健

-

康診断等は、学校教育

2

法に実施が定められて

事

いる。また、
事業進展

務

等による環境変化
□ あ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 398 小学校保健推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１５年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校保健安全法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

学校保健安全法の規定により、児童と教職員の健康診 児童及び教職員の健康診断は、学校保健安全法に定め
断を実施する。 られており、健康診断を実施することによって、児童
 及び教職員の健康管理に努めることができる。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：３、４】 学校保健の推進及び学校における衛生管理等保健対策

の検討、学校保健活動の振興・発展を図ることを目的
に、みよし市学校保健推進委員会を設置している。
市内小中学校の児童生徒の結核対策のため、みよし市
結核対策委員会を設置している。
学校医については、児童数が500人

令

を超えた場合、内
科医

和

・歯科医を2名配置す

 

ることとなっている。

3

・児童の健康診断につ

年

いては、新型コロナウ

度

イルス感染症拡大防止

（

による休業措置
R2年

2

度に実施した具体的な

年

のため６月中に実施で

度

きず、１１月末までに

実

実施した。
事業の方法

施

、手順、指標に対す ・

分

教職員の健康診断につ

）

いては、年度当初に計

事

画して、７月～８月中

務

に実施した。
る成果等

事

・学校保健の推進を図

業

る目的で、学校保健推

目

進委員会を実施した。

的

・児童の結核対策のた

評

め、結核対策委員会を

価

実施した。

事務事業を

表

取り巻く状況は過去と

様

比べ変化しているか (

式

1)活動指標（事務事

1

業の活動量を表す指標

-

）

令和３年度も引き続

1

き、新型コロナウイル

記

ス感染症拡大防 名称 単

入

位
止対策をしていく必

日

要がある。 ① 児童の健

令

康診断検査項目数 項目

和

変 化
② 結核対策委員

0

会の実施回数 回
内 容

3

対象(この事業の対象

年

、範囲となる人、物)

1

(2)対象指標（対象

2

の大きさを表す指標）

月

小学校の児童 名称 単位

0

小学校の教職員 ① 児童

8

数 人
② 小学校教職員 人

日

目的(この事業によっ

１

て上記対象をどのよう

事

な状態にしたいのか)

務

(3)成果指標（目的

事

の達成度を示す指標）

業

児童及び教職員の健康

の

の保持増進を図る。 名

現

称 単位
健康診断結果に

状

基づき、疾病の予防措

　

置を行う。 ① 受診した

Ｐ

児童の割合 ％
② 受診し

Ｌ

た教職員の割合 ％

結果

Ａ

(上位基本事業の意図

Ｎ

) (4)結果の成果指

及

標（上位基本事業の成

び

果指標）

安心して生活

Ｄ

でき、疾病の予防・早

Ｏ

期発見ができる環境を

事

つくる 名称 単位
ととも

務

に、規則正しく生活す

事

る健康な体力づくりを

業

行う態度を育 ① 体力テ

名

ストの県平均以上の種

N

目の割合 ％
てる。 ② 肥

o

満度の全国平均を下回

.

った学年の割合 ％

事務

3

事業の各種指標の実績

9

と見込及び目標

H31

8

年度 R2年度 R2年度

小

R3年度 R4年度 R5

学

年度 R6年度
指標 ＼

校

 年度 単位
実績値 計画

保

値 実績値 計画値 目標値

健

目標値 目標値
(1)の

推

① 項目 12 12 12 1

進

2 12 12 12
活動指

事

標 ② 回 1 1 1 1 1 1 1

業

(2)の ① 人 3,84

政

0 3,738 3,73

策

8 3,712 3,70

こ

3 3,672 3,65

の

7
対象指標 ② 人 229

事

221 222 229 2

務

29 229 229
(3

事

)の ① ％ 100 100

業

100 100 100 1

施

00 100
成果指標 ②

策

％ 100 100 100

の

100 100 100 1

位

00
(4)の結果の ①

置

％ 67 80 ー 80 80

基

80 80
成果指標 ② ％

本

77 85 45 60 90

事

70 80
予算費目 会計

業

01 一般会計 款 10

主

項 02 目 01

コスト 年

管

度 H31年度 R2年度

課

R2年度 R3年度 R4

名

年度 R5年度 R6年度

課

実績値 計画値 実績値 計

長

画値 目標値 目標値 目標

名

値
事業費(決算又は予

こ

算額)Ａ 単位 29,0

の

23 31,100 24

事

,575 30,610

務

31,007 30,9

事

65 30,261

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 県支

開

出金 千円 72 80 78

始

80 0 0 0
 地方債 千

時

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

期

の他 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 一般財源 千円 28

務

,951 31,020

区

24,497 30,5

分

30 31,007 30

法

,965 30,261

定

人件費Ｂ 千円 2,49

受

0 5,046.4 2,

託

739 2,490 2,

事

490 2,490 2,

務

490
正職員従事時間

自

×人数 時間×人 750

治

× 1 1,520× 1 8

事

25× 1 750× 1 7

務

50× 1 750× 1 7

こ

50× 1
正職員以外の

の

人件費 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
その他の費用Ｃ 千

務

円 96 121 95 95

事

95 95 95
トータル

業

コストA+B+C 千円

の

31,609 36,2

根

67.4 27,409

拠

33,195 33,5

法

92 33,550 32

令

,846
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 8.2

業

9.7 7.3 8.9 9

の

.1 9.1 9
（ﾄｰﾀ

概

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

要

象指標）② 千円/人 1

現

38 164.1 123

在

.5 145 146.7

の

146.5 143.4

状

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

じて、オプションで検

業

査
事業進展等による環

名

境変化 □ ある
項目を追

N

加することができるた

o

め。
に伴い、目的を見

.

直す（目
その理由

的の

3

追加・拡充又は絞込）

9

必要はありませんか？

8

■ ない

有
効
性

保健指導

小

の充実。具体的には、

学

学級指導の時間の活用

校

、集会活動により健康

保

教
今以上に事業の成果

健

を向上
育の充実。養護

推

教諭による個別相談の

進

実施。
させる方法を記

事

入して下さ

い。 内　容

業

※(3)の成果指標を

２

向上させる

　ことはで

評

きますか？

概ね達成で

価

きている。
目的達成状

　

況 内　容

■民間への一

Ｃ

部委託 □民間への全部

Ｈ

委託
市関与の必要性 □

Ｅ

指定管理 □補助金・負

Ｃ

担金助成 ■市の直営
内

Ｋ

　容
　（実施手法） 治

目

癒証明書の作成を委託

的

している。

効
率
性

類似

妥

事業がないため、統廃

当

合ができない。
事務事

性

業の統廃合により、

事

こ

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

事

方法を記入し

て下さい

業

。

児童・教職員の健康

の

保持・増進を図るため

必

に実施しており、豊田

要

加茂医師会と
現状より

性

事業費・人件費を
締結

は

している契約書に基づ

薄

いて報酬等を支払うた

れ

め、削減できない。
削

て

減する方法を記入して

得

下

さい。（仕様の変更

ら

、外部 内　容
委託、従

れ

事時間の削減等は

でき

て

ないか？)

公
平
性

直接

い

?な受益者はいないた

る

め
□ ある □ 現状で適正

い

受益者負担はあります

ま

か？

また、受益者負担

せ

割合は適 □ ない □ 検討

ん

が必要 内　容
正ですか

か

？
■ 受益者がいない

３

。

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

十

Ｏ
Ｎ

治癒証明委託料に

分

ついて、豊田加茂 多忙

な

化解消に向けた取組み

成

を進めな
事業実施上の

果

課題、住 医師会以外の

が

病院にかかる生徒が増

理

がら、教職員の健康管

　

理に資するた
民・議会

由

等からの意見 意　見 加

得

している。そのため治

ら

癒証明料の 対応策 め、

れ

今後も事業を継続する

て

。
と対応策 保護者負担

い

に対して、公費対応の

ま

要
求が出ている。
・学

す

校保健推進委員会　年

か

２回 ・教職員保健管理

？

費を追加し、教職
R3

得

年度の事業計画は前 変

ら

　更
・研修会の開催　

れ

年４回 員の健康の保持

て

増進を図る
年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
・

な

結核対策委員会　 ・児

い

童健康診断用器具の滅

事

菌を業務
あるか 追　加

業

委託し、安全に健康診

進

断を行う

今後の事業・

展

コスト・成果の方向性

等

今後の事業の方向性、

に

改革・改善案
※今年度

よ

からの具体的な事業の

る

進め方、手段の見直し

環

等、各方向性の内容

　

境

　　　　　　　　■　

変

拡大 多忙化解消に向け

化

た取組みを進めながら

あ

、教職員の健
　　　　

る

　　　　　□　改善 康

に

管理に資するため、今

伴

後も事業を継続する。

い

また、
　　　　　　　

、

　　□　現状維持 令和

対

３年度より、児童健康

象

診断用器具の滅菌を業

を

務委
　　　　　　　　

見

　□　縮小 託する。
　

直

　　　　　　　　□　

す

統合
　　　　　　　　

（

　□　完了
　　　　　

拡

　　　　□　廃止・休

そ

止
コストの方向性
　　

の

　　　　　　　→　維

理

持
成果の方向性
　　　

由

　　　　　　→　維持

大

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 398 小学校保健推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

受診率も高く、児童及び教職員の健康の保持増進を図れてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

学校保健安全法に基づいて行っているため、対象を見直すことができ
事業進展

様

等による環境変化
□ あ

式

る ないため。
に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

現状でも健康診断の項

務

目数は多く、必要に応



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 352 小学校管理備品等整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 各学校設置より 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 無し

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

各学校からの希望をもとに学校教育に必要な消耗品・ 管理用備品・消耗品の対応年数経過の備品等が多く、
備品を整備する。 近年、機能停止等の発生により学校運営に支障をきた
機器類等の経年劣化に対応した更新計画により、児童 す事態となっており、計画的に備品、消耗品の更新を
生徒の学習及び活動に支障の無いように更新、補充を おこない、学校運営に支障の無いようにする必要があ
おこなう。 る。
[SDGs:4］ また、机椅子等も経年劣化が激しく、児童生徒の学習

環境整備を図るため、定期的な購入が必要となってい
る。

各学

令

校に対し、備品等の必

和

要調査を行い、内容を

 

精査し備品等を購入し

3

、学校環境
R2年度に

年

実施した具体的な の整

度

備を行った。
事業の方

（

法、手順、指標に対す

2

る成果等

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

実

)活動指標（事務事業

施

の活動量を表す指標）

分

児童の増減、機器の摩

）

耗等、よりよい備品等

事

の更新が必要 名称 単位

務

となっている ① 購入し

事

た管理用備品数 台
変 

業

化
②

内 容

対象(この

目

事業の対象、範囲とな

的

る人、物) (2)対象

評

指標（対象の大きさを

価

表す指標）

市内小学校

表

名称 単位
① 市内小学校

様

数 校
②

目的(この事業

式

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

-

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

記

指標）

学校に必要な管

入

理用備品等を購入し、

日

教育環境を整備する 名

令

称 単位
① 備品等の納入

和

があった学校数 校
②

結

0

果(上位基本事業の意

3

図) (4)結果の成果

年

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

安心して生

2

活でき、進んで学習で

月

きる環境をつくる 名称

0

単位
① 教育基本計画の

8

重点施策達成率 ％
②

事

日

務事業の各種指標の実

１

績と見込及び目標

H3

事

1年度 R2年度 R2年

務

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度
指標 

業

＼ 年度 単位
実績値 計

の

画値 実績値 計画値 目標

現

値 目標値 目標値
(1)

状

の ① 台 10 10 10 1

　

0 10 10 10
活動指

Ｐ

標 ②
(2)の ① 校 8 8

Ｌ

8 8 8 8 8
対象指標 ②

Ａ

(3)の ① 校 8 8 8 8

Ｎ

8 8 8
成果指標 ②

(4

及

)の結果の ① ％ 68 7

び

2 53 63 67 71 7

Ｄ

3
成果指標 ②

予算費目

Ｏ

会計 01 一般会計 款

事

10 項 02 目 01

コス

務

ト 年度 H31年度 R2

事

年度 R2年度 R3年度

業

R4年度 R5年度 R6

名

年度
実績値 計画値 実績

N

値 計画値 目標値 目標値

o

目標値
事業費(決算又

.

は予算額)Ａ 単位 2,

3

548 3,978 7,

5

833 3,624 2,

2

234 1,815 1,

小

706

財
源
内
訳

 国庫

学

支出金 千円 0 0 1,2

校

22 0 0 0 0
 県支出

管

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

理

 地方債 千円 0 0 0 0

備

0 0 0
 その他 千円 0

品

0 0 0 0 0 0
 一般財

等

源 千円 2,548 3,

整

978 6,611 3,

備

624 2,234 1,

事

815 1,706
人件

業

費Ｂ 千円 1,245 1

政

,245 1,245 1

策

,245 1,245 1

こ

,245 1,245
正

の

職員従事時間×人数 時

事

間×人 375× 1 37

務

5× 1 375× 1 37

事

5× 1 375× 1 37

業

5× 1 375× 1
正職

施

員以外の人件費 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
その他の

の

費用Ｃ 千円 61 61 0

位

61 61 61 0
トータ

置

ルコストA+B+C 千

基

円 3,854 5,28

本

4 9,078 4,93

事

0 3,540 3,12

業

1 2,951
単位あた

主

りコスト ① 千円/校 4

管

81.8 660.5 1

課

,134.8 616.

名

3 442.5 390.

課

1 368.9
（ﾄｰﾀ

長

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

名

象指標）② 千円/ 0 0

こ

0 0 0 0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

鑑みると、環境変化に

業

伴って目的は左右され

名

ないため、見
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
直しは必要ないもの

.

とする。
に伴い、目的

3

を見直す（目
その理由

5

的の追加・拡充又は絞

2

込）

必要はありません

小

か？ ■ ない

有
効
性

現状

学

で成果を満たしている

校

今以上に事業の成果を

管

向上

させる方法を記入

理

して下さ

い。 内　容
※

備

(3)の成果指標を向

品

上させる

　ことはでき

等

ますか？

目的は達成し

整

ている
目的達成状況 内

備

　容

□民間への一部委

事

託 □民間への全部委託

業

市関与の必要性 □指定

２

管理 □補助金・負担金

評

助成 ■市の直営
内　容

価

　（実施手法） 引き続

　

き、要望を精査し、備

Ｃ

品の購入に努める

効
率

Ｈ

性

事業内容を鑑みると

Ｅ

、統廃合による事業の

Ｃ

効率化又は成果の向上

Ｋ

は難しい。
事務事業の

目

統廃合により、

事業の

的

効率化を図り、成果
内

妥

　容
を向上させる方法

当

を記入し

て下さい。

事

性

務内容を鑑みると、削

こ

減は難しい。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

事

する方法を記入して下

業

さい。（仕様の変更、

の

外部 内　容
委託、従事

必

時間の削減等は

できな

要

いか？)

公
平
性

特にな

性

し。
□ ある □ 現状で適

は

正
受益者負担はありま

薄

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

得

か？
■ 受益者がいない

ら

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

老朽化等により

て

、学校から毎年多く 限

い

られた予算の中で、優

る

先順位をつ
事業実施上

い

の課題、住 の購入要望

ま

が寄せられている。 け

せ

て対応していく。
民・

ん

議会等からの意見 意　

か

見 対応策
と対応策

各学

。

校に対し、備品等の必

十

要調査を 継続して実施

分

するため、前年度と同

な

R3年度の事業計画は

成

前 変　更
行い、内容を

果

精査し備品等を購入し

が

様・同規模で実施。
年

理

度から変更・追加は 前

　

年度 ・
、学校環境の整

由

備を行った。
あるか 追

得

　加

今後の事業・コス

ら

ト・成果の方向性 今後

れ

の事業の方向性、改革

て

・改善案
※今年度から

い

の具体的な事業の進め

ま

方、手段の見直し等、

す

各方向性の内容

　　　

か

　　　　　　□　拡大

？

機器類の経年劣化や消

得

耗品の不足等による学

ら

校運営の
　　　　　　

れ

　　　□　改善 支障の

て

ないように、より計画

い

的な更新をおこなって

な

い
　　　　　　　　　

い

■　現状維持 く。
　　

事

　　　　　　　□　縮

業

小
　　　　　　　　　

進

□　統合
　　　　　　

展

　　　□　完了
　　　

等

　　　　　　□　廃止

に

・休止
コストの方向性

よ

　　　　　　　　　↓

る

　減少
成果の方向性
　

環

　　　　　　　　→　

境

維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 352 小学校管理備品等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

学校からの備品等の要望は毎年あり、事業の継続が求められ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業内容を鑑みると、環境変化に伴って目的は左右されないた

様

め、見
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある 直し

1

は必要ないものとする

-

。
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
■

務

ない
んか？

事業内容を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 353 小学校管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 各学校開始から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

義務教育施設として小学校を管理していくのに必要と 施設、設備等の経年劣化により、順次計画的な改修及
なる基本的な施設、設備の改修及び整備等を図り、教 び整備を実施する必要がある。特に、校舎等の劣化し
育環境の保全・充実を図る。 消耗した屋根防水の改修や設置後２０年を超えた修繕
[SDGs:4］ 部品の調達が困難な機器類の取替を計画的に行う必要

がある。

小学校を管理運営していくのに必要となる消耗品・備品の購入、施設管理委託、賃
R2年度に実施した具体的な 借、修繕・改修工事等を実施した。
事業の方法、手順、指標に対す
る

令

成果等

事務事業を取り

和

巻く状況は過去と比べ

 

変化しているか (1)

3

活動指標（事務事業の

年

活動量を表す指標）

多

度

様な教育形態に対応で

（

きる学校運営が求めら

2

れている。 名称 単位
①

年

各種業務委託件数 件
変

度

 化
② 各種工事実施件

実

数 件
内 容

対象(この

施

事業の対象、範囲とな

分

る人、物) (2)対象

）

指標（対象の大きさを

事

表す指標）

市立の小学

務

校 名称 単位
① 市立の小

事

学校数 校
②

目的(この

業

事業によって上記対象

目

をどのような状態にし

的

たいのか) (3)成果

評

指標（目的の達成度を

価

示す指標）

教育環境を

表

確保する 名称 単位
① 学

様

校運営を行っている小

式

学校数 校
②

結果(上位

1

基本事業の意図) (4

-

)結果の成果指標（上

1

位基本事業の成果指標

記

）

安心して生活でき、

入

進んで学習できる環境

日

をつくる 名称 単位
① 教

令

育基本計画における重

和

点施策の達成率 ％
②

事

0

務事業の各種指標の実

3

績と見込及び目標

H3

年

1年度 R2年度 R2年

1

度 R3年度 R4年度 R

2

5年度 R6年度
指標 

月

＼ 年度 単位
実績値 計

0

画値 実績値 計画値 目標

8

値 目標値 目標値
(1)

日

の ① 件 9 9 6 9 9 9 9

１

活動指標 ② 件 8 5 6 2

事

2 2 2
(2)の ① 校 8

務

8 8 8 8 8 8
対象指標

事

②
(3)の ① 校 8 8 8

業

8 8 8 8
成果指標 ②

(

の

4)の結果の ① ％ 95

現

95 95 95 95 95

状

95
成果指標 ②

予算費

　

目 会計 01 一般会計

Ｐ

款 10 項 02 目 01

コ

Ｌ

スト 年度 H31年度 R

Ａ

2年度 R2年度 R3年

Ｎ

度 R4年度 R5年度 R

及

6年度
実績値 計画値 実

び

績値 計画値 目標値 目標

Ｄ

値 目標値
事業費(決算

Ｏ

又は予算額)Ａ 単位 1

事

77,825 102,

務

762 99,939 1

事

32,951 135,

業

673 114,777

名

111,244

財
源
内

N

訳

 国庫支出金 千円 0

o

0 0 0 0 0 0
 県支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 地方債 千円 0 0 0 0

5

0 0 0
 その他 千円 0

3

0 0 0 0 0 0
 一般財

小

源 千円 177,825

学

102,762 99,

校

939 132,951

管

135,673 114

理

,777 111,24

事

4
人件費Ｂ 千円 3,1

業

83.9 3,183.

政

9 3,183.9 3,

策

183.9 3,183

こ

.9 3,183.9 3

の

,183.9
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

959× 1 959× 1

事

959× 1 959× 1

業

959× 1 959× 1

施

959× 1
正職員以外

策

の人件費 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
その他の費用Ｃ

位

千円 778 778 0 7

置

78 778 778 0
ト

基

ータルコストA+B+

本

C 千円 181,786

事

.9 106,723.

業

9 103,122.9

主

136,912.9 1

管

39,634.9 11

課

8,738.9 114

名

,427.9
単位あた

課

りコスト ① 千円/校 2

長

2,723.4 13,

名

340.5 12,89

こ

0.4 17,114.

の

1 17,454.4 1

事

4,842.4 14,

務

303.5
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

業

指標）② 千円/ 0 0 0

の

0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ば施設や設備の改修等

業

は必要なた
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

め。
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

3

必要はありませんか？

5

■ ない

有
効
性

対象指標

3

となる小学校は全て成

小

果指標に含まれており

学

、これ以上成果指標を

校

向
今以上に事業の成果

管

を向上
上させられない

理

。
させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

施設、設備の適

価

切な改修及び整備等に

　

より、教育環境の保全

Ｃ

・充実が図れてい
目的

Ｈ

達成状況 内　容 る。

□

Ｅ

民間への一部委託 □民

Ｃ

間への全部委託
市関与

Ｋ

の必要性 □指定管理 □

目

補助金・負担金助成 ■

的

市の直営
内　容

　（実

妥

施手法） 必要な建物改

当

修等は建物設置者であ

性

る市が行う。

効
率
性

類

こ

似事業が無いため統廃

の

合はできない。
事務事

事

業の統廃合により、

事

業

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

必

方法を記入し

て下さい

要

。

改修内容について精

性

査し、出来る限り事業

は

費を削減する。
現状よ

薄

り事業費・人件費を

削

れ

減する方法を記入して

て

下

さい。（仕様の変更

得

、外部 内　容
委託、従

ら

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

直接

て

的な受益者がいない。

い

□ ある □ 現状で適正
受

る

益者負担はありますか

い

？

また、受益者負担割

ま

合は適 □ ない □ 検討が

せ

必要 内　容
正ですか？

ん

■ 受益者がいない

３
改

か

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

。

Ｎ

学校運営が円滑にで

十

きるよう施設に 限られ

分

た予算の中で優先順位

な

を付け
事業実施上の課

成

題、住 対し、学校から

果

多くの要望が寄せら て

が

対応していく。
民・議

理

会等からの意見 意　見

　

れている。 対応策
と対

由

応策

必要な消耗品、備

得

品の購入、施設管 例年

ら

同様に、限られた予算

れ

の中で必
R3年度の事

て

業計画は前 変　更
理委

い

託、賃借、修繕・改修

ま

工事等の 要な建物改修

す

や備品購入をするため

か

年度から変更・追加は

？

前年度 ・
実施。 、事業

得

としての大きな変更・

ら

追加は
あるか 追　加

特

れ

になし。

今後の事業・

て

コスト・成果の方向性

い

今後の事業の方向性、

な

改革・改善案
※今年度

い

からの具体的な事業の

事

進め方、手段の見直し

業

等、各方向性の内容

　

進

　　　　　　　　□　

展

拡大 学校施設の経年に

等

伴い施設の維持管理費

に

が毎年必要と
　　　　

よ

　　　　　□　改善 な

る

る。
　　　　　　　　

環

　■　現状維持 広域避

境

難所としての機能の充

変

実が求められる。
　　

化

　　　　　　　□　縮

あ

小 保守点検等の委託に

る

ついて、現在点検項目

に

ごととなっ
　　　　　

伴

　　　　□　統合 てい

い

る契約を総合的に保守

、

点検できるようにまと

対

めて
　　　　　　　　

象

　□　完了 いきたい。

を

　　　　　　　　　□

見

　廃止・休止 令和６年

直

度から新しいネットワ

す

ーク機器のリースが始

（

コストの方向性 まるた

拡

め、令和５年度中に機

そ

器の選定等（プロポー

の

ザ
　　　　　　　　　

理

→　維持 ル方式にする

由

のか通常の入札方式に

大

するのかも含む）
成果

・

の方向性 を行う必要が

縮

ある。
　　　　　　　

小

　　→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 353 小学校管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

施設、設備の改修及び整備等により、教育環境の保全・充実
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を図れているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

施設、設備の経年劣化により、計画的な改修及び整備等を実施する必
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある 要があるため。

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

環境が変化し

務

ても経年劣化等があれ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 399 小学校教科書・指導書整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和４３年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法第５条及び第３４条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小学校の授業・指導・研究等に必要となる教師用の教 児童用の教科書は国から無償給与されるが、教師用は
科書・指導書を購入する。 すべて有償購入となる。原則として１クラスに教科書
 ・指導書１セットを整備し、年度の始めに、クラス増
【ＳＤＧｓ取り組み：４】 ・教員増等の理由により不足する分を購入する。教科

書が４年ごとに改訂されるため、その年は全クラス分
の教科書・指導書を購入する。また、改訂に合わせて
教材を整備する。教科書・指導書・教材は授業に欠か
せないものであり、必要

令

冊数を購入できる予算

和

を計上
する必要がある

 

。

クラス数増等による

3

不足する教師用教科書

年

及び指導書を購入した

度

。
R2年度に実施した

（

具体的な
事業の方法、

2

手順、指標に対す
る成

年

果等

事務事業を取り巻

度

く状況は過去と比べ変

実

化しているか (1)活

施

動指標（事務事業の活

分

動量を表す指標）

令和

）

２年度は小学校教科書

事

の改訂に伴い、すべて

務

の教科書 名称 単位
及び

事

指導書を購入した。次

業

回改訂は令和６年度を

目

予定して ① 教科書購入

的

数 冊
変 化

いる。 ② 指

評

導書購入数 冊
内 容

対

価

象(この事業の対象、

表

範囲となる人、物) (

様

2)対象指標（対象の

式

大きさを表す指標）

小

1

学校教員 名称 単位
① 小

-

学校教員数 人
②

目的(

1

この事業によって上記

記

対象をどのような状態

入

にしたいのか) (3)

日

成果指標（目的の達成

令

度を示す指標）

授業や

和

研究に活用し、適切な

0

学習指導を行う。 名称

3

単位
① 授業に活用して

年

いる教員の割合 ％
② 教

1

科書・指導書が必要な

2

科目数 科目

結果(上位

月

基本事業の意図) (4

0

)結果の成果指標（上

8

位基本事業の成果指標

日

）

安心して生活でき、

１

進んで学習できる環境

事

をつくるとともに、規

務

名称 単位
則正しく生活

事

する健康な体力づくり

業

を行う態度を育てる。

の

① 教育振興基本計画の

現

施策事業の達成率 ％
②

状

事務事業の各種指標の

　

実績と見込及び目標

H

Ｐ

31年度 R2年度 R2

Ｌ

年度 R3年度 R4年度

Ａ

R5年度 R6年度
指標

Ｎ

 ＼ 年度 単位
実績値

及

計画値 実績値 計画値 目

び

標値 目標値 目標値
(1

Ｄ

)の ① 冊 52 2,20

Ｏ

9 2,209 140 6

事

2 66 2,300
活動

務

指標 ② 冊 102 3,3

事

55 3,355 120

業

177 183 3,40

名

0
(2)の ① 人 229

N

221 222 229 2

o

29 229 229
対象

.

指標 ②
(3)の ① ％ 1

3

00 100 100 10

9

0 100 100 100

9

成果指標 ② 科目 12 1

小

3 13 13 13 13 1

学

3
(4)の結果の ① ％

校

68 72 53 63 67

教

71 73
成果指標 ②

予

科

算費目 会計 01 一般

書

会計 款 10 項 02 目 0

・

1

コスト 年度 H31年

指

度 R2年度 R2年度 R

導

3年度 R4年度 R5年

書

度 R6年度
実績値 計画

整

値 実績値 計画値 目標値

備

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

業

位 2,518 45,6

政

36 43,536 2,

策

568 2,626 1,

こ

470 47,149

財

の

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

務

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 地方債 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 その他 千

施

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

策

般財源 千円 2,518

の

45,636 43,5

位

36 2,568 2,6

置

26 1,470 47,

基

149
人件費Ｂ 千円 2

本

,211.1 713.

事

8 2,211.1 2,

業

211.1 2,211

主

.1 2,211.1 2

管

,211.1
正職員従

課

事時間×人数 時間×人

名

333× 2 215× 1

課

333× 2 333× 2

長

333× 2 333× 2

名

333× 2
正職員以外

こ

の人件費 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 79 80 79 80

務

80 80 80
トータル

事

コストA+B+C 千円

業

4,808.1 46,

の

429.8 45,82

開

6.1 4,859.1

始

4,917.1 3,7

時

61.1 49,440

期

.1
単位あたりコスト

事

① 千円/人 21 210

務

.1 206.4 21.

区

2 21.5 16.4 2

分

15.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

定

標）② 千円/ 0 0 0 0

受

0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

？

今後も適切な学習指

業

導は必要であり、目的

名

を見直すことはできな

N

い。
事業進展等による

o

環境変化 □ ある
に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

3

の理由
的の追加・拡充

9

又は絞込）

必要はあり

9

ませんか？ ■ ない

有
効

小

性

市内のみでなく、他

学

市町村の先進的な指導

校

方法を学んだり研修に

教

参加して、さ
今以上に

科

事業の成果を向上
らな

書

る学習指導の向上を図

・

る。
させる方法を記入

指

して下さ

い。 内　容
※

導

(3)の成果指標を向

書

上させる

　ことはでき

整

ますか？

全ての教員が

備

教科書及び指導書を使

事

い、適切な学習指導を

業

行っており、おおむ
目

２

的達成状況 内　容 ね達

評

成できている。

□民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 ■市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 市で小学校教師用

Ｋ

教科書及び指導書を購

目

入し、各学校のクラス

的

数などに応じて
配布す

妥

る。

効
率
性

対象及び目

当

的が同じ事業はなく、

性

統廃合はできない。
事

こ

務事業の統廃合により

の

、

事業の効率化を図り

事

、成果
内　容

を向上さ

業

せる方法を記入し

て下

の

さい。

教科書改訂後は

必

、クラス数の増減によ

要

る教科書及び指導書の

性

過不足を学校間で
現状

は

より事業費・人件費を

薄

調整し、必要最小限の

れ

購入としている。
削減

て

する方法を記入して下

得

さい。（仕様の変更、

ら

外部 内　容
委託、従事

れ

時間の削減等は

できな

て

いか？)

公
平
性

学校教

い

育法に基づき、学校設

る

置者は設置する学校
□

い

ある ■ 現状で適正
受益

ま

者負担はありますか？

せ

を管理し、学校の経費

ん

を負担する必要がある

か

。
また、受益者負担割

。

合は適 ■ ない □ 検討が

十

必要 内　容
正ですか？

分

□ 受益者がいない

３
改

な

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

成

Ｎ

教科書及び指導書は

果

必ず必要となる 教科書

が

及び指導書の購入につ

理

いて、
事業実施上の課

　

題、住 ものであり、改

由

訂年度以外は不足分 在

得

庫分を学校間で調整し

ら

、購入は最
民・議会等

れ

からの意見 意　見 のみ

て

購入しているが、高額

い

な予算が 対応策 小限と

ま

する。
と対応策 必要と

す

なる。

令和２年度は小

か

学校教科書の改訂に ク

？

ラス増に伴い不足する

得

教師用教科
R3年度の

ら

事業計画は前 変　更
伴

れ

い、すべての教科書及

て

び指導書を 書及び指導

い

書を購入した。
年度か

な

ら変更・追加は 前年度

い

・
購入した。

あるか 追

事

　加

今後の事業・コス

業

ト・成果の方向性 今後

進

の事業の方向性、改革

展

・改善案
※今年度から

等

の具体的な事業の進め

に

方、手段の見直し等、

よ

各方向性の内容

　　　

る

　　　　　　□　拡大

環

児童への適切な学習指

境

導のため教科書改訂及

変

びクラス
　　　　　　

化

　　　□　改善 数増に

あ

よる不足分を購入し、

る

整備していく。
　　　

に

　　　　　　■　現状

伴

維持 また、令和６年度

い

は教科書改訂が予定さ

、

れるため買替
　　　　

対

　　　　　□　縮小 を

象

行う。
　　　　　　　

を

　　□　統合 デジタル

見

教科書及びデジタル教

直

材の運用について、教

す

　　　　　　　　　□

（

　完了 育情報化推進計

拡

画に基づいた学習環境

そ

に沿った効果的
　　　

の

　　　　　　□　廃止

理

・休止 な教材の整備を

由

検討する必要がある。

大

コストの方向性  
　　

・

　　　　　　　→　維

縮

持
成果の方向性
　　　

小

　　　　　　→　維持

）

2

必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 399 小学校教科書・指導書整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童の学習指導には教科書及び指導書は欠かせない。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

適切な学習指導を行うためには、教員に教科書及び指導書を配布する

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある 必要がある

1

ため、対象を見直すこ

-

とはできない。
に伴い

2

、対象を見直す（拡
そ

事

の理由
大・縮小）必要

務

はありませ
■ ない

んか



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 400 小学校運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校設置時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

義務教育施設として小学校を管理運営していくのに必 学校教育法に基づき、学校設置者は設置する学校の管
要となる維持費の支払い及び消耗品費等を購入する。 理に係る経費を負担する義務を負っており、学校運営
 を安全かつ効率的に運営するために必要な事業である
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 。

小学校を円滑に管理運営していくのに必要な学校管理費の適切な予算執行を行い、
R2年度に実施した具体的な 教育環境を整備した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活

令

動量を表す指標）

教育

和

環境の充実、整備が求

 

められている 名称 単位

3

① 小学校児童数 人
変 

年

化
② 小学校教職員数 人

度

内 容

対象(この事業

（

の対象、範囲となる人

2

、物) (2)対象指標

年

（対象の大きさを表す

度

指標）

市内小学校 名称

実

単位
① 市内小学校数 校

施

②
目的(この事業によ

分

って上記対象をどのよ

）

うな状態にしたいのか

事

) (3)成果指標（目

務

的の達成度を示す指標

事

）

児童が充実して学べ

業

るより良い環境を提供

目

する 名称 単位
① 学校管

的

理に係る児童一人当た

評

りの額 円
②

結果(上位

価

基本事業の意図) (4

表

)結果の成果指標（上

様

位基本事業の成果指標

式

）

安心して生活でき、

1

進んで学習できる環境

-

をつくるとともに、規

1

名称 単位
則正しく生活

記

する健康的な体力づく

入

りを行う態度を育てる

日

① 教育振興基本計画の

令

施策事業の達成率 ％
②

和

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

H

3

31年度 R2年度 R2

年

年度 R3年度 R4年度

1

R5年度 R6年度
指標

2

 ＼ 年度 単位
実績値

月

計画値 実績値 計画値 目

0

標値 目標値 目標値
(1

8

)の ① 人 3,840 3

日

,738 3,738 3

１

,712 3,703 3

事

,672 3,657
活

務

動指標 ② 人 229 22

事

1 222 229 229

業

229 229
(2)の

の

① 校 8 8 8 8 8 8 8
対

現

象指標 ②
(3)の ① 円

状

20,708 22,6

　

91 22,691 23

Ｐ

,066 23,066

Ｌ

23,066 23,0

Ａ

66
成果指標 ②

(4)

Ｎ

の結果の ① ％ 68 72

及

53 63 67 61 73

び

成果指標 ②
予算費目 会

Ｄ

計 01 一般会計 款 1

Ｏ

0 項 02 目 01

コスト

事

年度 H31年度 R2年

務

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
実績値 計画値 実績値

名

計画値 目標値 目標値 目

N

標値
事業費(決算又は

o

予算額)Ａ 単位 79,

.

518 84,818 9

4

0,974 113,1

0

37 86,539 85

0

,214 85,495

小

財
源
内
訳

 国庫支出金

学

千円 0 0 4,419 0

校

0 0 0
 県支出金 千円

運

12 12 4,788 1

営

1 11 11 11
 地方

事

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 その他 千円 1,65

政

5 1,498 1,43

策

8 2,058 2,05

こ

8 2,058 2,05

の

8
 一般財源 千円 77

事

,851 83,308

務

80,329 111,

事

068 84,470 8

業

3,145 83,42

施

6
人件費Ｂ 千円 1,4

策

02 1,385 1,8

の

57.2 1,402 1

位

,402 1,402 1

置

,402
正職員従事時

基

間×人数 時間×人 27

本

5× 1 275× 1 38

事

5× 1 275× 1 27

業

5× 1 275× 1 27

主

5× 1
正職員以外の人

管

件費 千円 489 472

課

579 489 489 4

名

89 489
その他の費

課

用Ｃ 千円 102 408

長

242 102 102 1

名

02 102
トータルコ

こ

ストA+B+C 千円 8

の

1,022 86,61

事

1 93,073.2 1

務

14,641 88,0

事

43 86,718 86

業

,999
単位あたりコ

の

スト ① 千円/校 10,

開

127.8 10,82

始

6.4 11,634.

時

2 14,330.1 1

期

1,005.4 10,

事

839.8 10,87

務

4.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

区

ﾄ/(2)の対象指標

分

）② 千円/ 0 0 0 0 0

法

0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充実して学べるよ
事業

業

進展等による環境変化

名

□ ある
うり良い環境を

N

提供する以外の目的が

o

ないため
に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

4

的の追加・拡充又は絞

0

込）

必要はありません

0

か？ ■ ない

有
効
性

更新

小

する費用よりも金額が

学

抑えられる場合、修繕

校

費で対応する
今以上に

運

事業の成果を向上

させ

営

る方法を記入して下さ

事

い。 内　容
※(3)の

業

成果指標を向上させる

２

　ことはできますか？

評

概ね達成できている
目

価

的達成状況 内　容

□民

　

間への一部委託 □民間

Ｃ

への全部委託
市関与の

Ｈ

必要性 □指定管理 □補

Ｅ

助金・負担金助成 ■市

Ｃ

の直営
内　容

　（実施

Ｋ

手法） 義務教育に係る

目

必要経費である

効
率
性

的

類似事業がないため、

妥

できない
事務事業の統

当

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

こ

容
を向上させる方法を

の

記入し

て下さい。

環境

事

の変化等により、突発

業

的な支出も発生してい

の

るため、できない
現状

必

より事業費・人件費を

要

削減する方法を記入し

性

て下

さい。（仕様の変

は

更、外部 内　容
委託、

薄

従事時間の削減等は

で

れ

きないか？)

公
平
性

直

て

接的な受益者はいない

得

ため
□ ある □ 現状で適

ら

正
受益者負担はありま

れ

すか？

また、受益者負

て

担割合は適 □ ない □ 検

い

討が必要 内　容
正です

る

か？
■ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ま

Ｉ
Ｏ
Ｎ

近年の猛暑に対

せ

する熱中症予防への 熱

ん

中症予防対策として、

か

運動会開催
事業実施上

。

の課題、住 対策及び教

十

職員の働き方改革の推

分

進 時の児童用テントの

な

借用やAEDのバ
民・

成

議会等からの意見 意　

果

見 が求められている。

が

対応策 ッテリやパッド

理

を計画的に更新して
と

　

対応策 いく。

小学校を

由

管理運営していくため

得

に必 前年同様、管理運

ら

営に必要となる維
R3

れ

年度の事業計画は前 変

て

　更
要となる維持費に

い

支払い、及び消耗 持費

ま

や消耗品費の支払いを

す

していく
年度から変更

か

・追加は 前年度 ・
品等

？

を購入した。 。
あるか

得

追　加

今後の事業・コ

ら

スト・成果の方向性 今

れ

後の事業の方向性、改

て

革・改善案
※今年度か

い

らの具体的な事業の進

な

め方、手段の見直し等

い

、各方向性の内容

　　

事

　　　　　　　□　拡

業

大 学習指導要領をはじ

進

め、教科書改訂及び大

展

規模改修に
　　　　　

等

　　　　□　改善 係る

に

工事等に合わせ、既存

よ

のインフラの改修も実

る

施し
　　　　　　　　

環

　■　現状維持 、維持

境

管理費の削減を必要が

変

ある。
　　　　　　　

化

　　□　縮小 蛍光灯等

あ

の水銀使用製品の取り

る

扱いが変更されたこと

に

　　　　　　　　　□

伴

　統合 から、今後LE

い

Dへの切り替えが必要

、

となっている。
　　　

対

　　　　　　□　完了

象

　　　　　　　　　□

を

　廃止・休止
コストの

見

方向性
　　　　　　　

直

　　↓　減少
成果の方

す

向性
　　　　　　　　

（

　↑　増加

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 400 小学校運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

教育環境の整備ができているため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内の小学校を対象としている事業であり、学校運営を維持させるた
事業進展等による環境変化

□ ある めには、必ず必要

様

となってくるため、で

式

きない
に伴い、対象を

1

見直す（拡
その理由

大

-

・縮小）必要はありま

2

せ
■ ない

んか？

義務教

事

育施設をしての小学校

務

を管理運営し、児童が



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 401 小学校就学援助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和４０年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

経済的理由により、就学困難と認められる児童の保護 家庭内暴力による離婚・別居に伴う母子家庭世帯の増
者に対して、学用品、給食費等の必要な援助をするこ 加等、低所得世帯が増加傾向にあり、就学困難と思わ
とにより、教育機会の均衡を図るもの。 れる児童及びその保護者に対する就学援助を行う必要
 がある。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：３、４】 母子家庭世帯の増加に加え、低所得世帯も増加傾向の

ため、就学援助認定世帯の増加が見込まれるため、事
業の継続が必要となる。

みよし市教育委員会が認定する(1)生活保護法に規定する要保

令

護者、(2)要保護者

和

に
R2年度に実施した

 

具体的な 準ずる程度に

3

困窮していると教育委

年

員会が認めた者〔この

度

他の要件にも該当する

（

こ
事業の方法、手順、

2

指標に対す とが必要〕

年

を対象に学用品費等の

度

一部、学校給食費の全

実

額を補助する。①申請

施

受付
る成果等 、②審査

分

、③認定、④通知、⑤

）

支払の事務を行った。

事

事務事業を取り巻く状

務

況は過去と比べ変化し

事

ているか (1)活動指

業

標（事務事業の活動量

目

を表す指標）

母子家庭

的

世帯の増加、新型コロ

評

ナウィルスによる経済

価

状況 名称 単位
悪化のた

表

め、低所得世帯が増加

様

し、制度対象世帯数が

式

増加 ① 就学援助費申請

1

件数 件
変 化

している

-

。 ② 就学援助費支給件

1

数 件
内 容

 

対象(こ

記

の事業の対象、範囲と

入

なる人、物) (2)対

日

象指標（対象の大きさ

令

を表す指標）

経済的理

和

由により就学困難と教

0

育委員会が認めた者 名

3

称 単位
① 経済的理由に

年

より就学困難な児童数

1

人
②

目的(この事業に

2

よって上記対象をどの

月

ような状態にしたいの

0

か) (3)成果指標（

8

目的の達成度を示す指

日

標）

経済的負担（学用

１

品費、学校給食費等）

事

が軽減される 名称 単位

務

① 経済的負担が軽減さ

事

れた保護者数 人
②

結果

業

(上位基本事業の意図

の

) (4)結果の成果指

現

標（上位基本事業の成

状

果指標）

安心して生活

　

でき、進んで学習でき

Ｐ

る環境をつくるととも

Ｌ

に、規 名称 単位
則正し

Ａ

く生活する健康な体力

Ｎ

づくりを行う態度を育

及

てる。 ① 教育振興基本

び

計画の施策事業の達成

Ｄ

率 ％
②

事務事業の各種

Ｏ

指標の実績と見込及び

事

目標

H31年度 R2年

務

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
指標 ＼ 年度 単位

名

実績値 計画値 実績値 計

N

画値 目標値 目標値 目標

o

値
(1)の ① 件 219

.

225 221 230 2

4

35 240 245
活動

0

指標 ② 件 208 215

1

215 220 225 2

小

35 240
(2)の ①

学

人 208 215 215

校

220 225 235 2

就

40
対象指標 ②
(3)

学

の ① 人 208 215 2

援

15 220 225 23

助

5 240
成果指標 ②

(

事

4)の結果の ① ％ 68

業

72 53 63 67 71

政

73
成果指標 ②

予算費

策

目 会計 01 一般会計

こ

款 10 項 02 目 02

コ

の

スト 年度 H31年度 R

事

2年度 R2年度 R3年

務

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

施

値 目標値
事業費(決算

策

又は予算額)Ａ 単位 1

の

3,478 20,26

位

1 11,289 15,

置

931 15,906 1

基

5,956 15,90

本

6

財
源
内
訳

 国庫支出

事

金 千円 1,033 25

業

3 669 1,067 1

主

,058 1,077 1

管

,058
 県支出金 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

名

方債 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
 その他 千円 0 0 0

長

0 0 0 0
 一般財源 千

名

円 12,445 20,

こ

008 10,620 1

の

4,864 14,84

事

8 14,879 14,

務

848
人件費Ｂ 千円 1

事

,759.6 1,75

業

9.6 7 1,766.

の

6 1,766.6 1,

開

766.6 1,766

始

.6
正職員従事時間×

時

人数 時間×人 530×

期

1 530× 1 580×

事

0 530× 1 530×

務

1 530× 1 530×

区

1
正職員以外の人件費

分

千円 0 0 7 7 7 7 7
そ

法

の他の費用Ｃ 千円 19

定

7 198 196 196

受

196 196 196
ト

託

ータルコストA+B+

事

C 千円 15,434.

務

6 22,218.6 1

自

1,492 17,89

治

3.6 17,868.

事

6 17,918.6 1

務

7,868.6
単位あ

こ

たりコスト ① 千円/人

の

74.2 103.3 5

事

3.5 81.3 79.

務

4 76.2 74.5
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

業

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

年度より変更後の認定

業

基準により認定してい

名

る。現
に伴い、対象を

N

見直す（拡
その理由 時

o

点では、引続きその認

.

定基準を使って認定を

4

行っていく。
大・縮小

0

）必要はありませ
■ な

1

い
んか？

教育機会の均

小

衡を図るための事業で

学

あり、目的を見直す予

校

定はない。
事業進展等

就

による環境変化 □ ある

学

に伴い、目的を見直す

援

（目
その理由

的の追加

助

・拡充又は絞込）

必要

事

はありませんか？ ■ な

業

い

有
効
性

経済的理由に

２

より、就学困難と認め

評

られる児童の保護者に

価

対して、学用品費、
今

　

以上に事業の成果を向

Ｃ

上
学校給食費等の必要

Ｈ

な援助をすることによ

Ｅ

り、教育機会の均衡を

Ｃ

図ることを目
させる方

Ｋ

法を記入して下さ
的と

目

した事業であり、現在

的

以上に事業の成果を向

妥

上させる事業ではない

当

と考え
い。 内　容

てい

性

る。
※(3)の成果指

こ

標を向上させる

　こと

の

はできますか？

概ね達

事

成できている。
目的達

業

成状況 内　容

□民間へ

の

の一部委託 □民間への

必

全部委託
市関与の必要

要

性 □指定管理 □補助金

性

・負担金助成 ■市の直

は

営
内　容

　（実施手法

薄

） 市が直接認定し、支

れ

給する事業である。

効

て

率
性

類似事業がないた

得

め、統廃合はできない

ら

。
事務事業の統廃合に

れ

より、

事業の効率化を

て

図り、成果
内　容

を向

い

上させる方法を記入し

る

て下さい。

全てが手作

い

業で行っている事務で

ま

あるため、システムを

せ

導入することにより、

ん

現状より事業費・人件

か

費を
職員の従事時間数

。

の削減を図るとともに

十

、より正確な事務を行

分

うことができる
削減す

な

る方法を記入して下
よ

成

うになる。
さい。（仕

果

様の変更、外部 内　容

が

委託、従事時間の削減

理

等は

できないか？)

公

　

平
性

直接的な受益者は

由

いない
□ ある □ 現状で

得

適正
受益者負担はあり

ら

ますか？

また、受益者

れ

負担割合は適 □ ない □

て

検討が必要 内　容
正で

い

すか？
■ 受益者がいな

ま

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

す

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

新入学用品に

か

係る支給を入学前に支

？

新入学用品に係る支給

得

は、希望者に
事業実施

ら

上の課題、住 給するな

れ

ど、就学援助のあり方

て

が求 入学前支給を行っ

い

ていく。
民・議会等か

な

らの意見 意　見 められ

い

ている。 対応策
と対応

事

策

経済的理由により就

業

学困難と教育委 継続し

進

て実施するため、前年

展

度と同
R3年度の事業

等

計画は前 変　更
員会が

に

認めた者に対し、経済

よ

的負担 様・同規模で実

る

施。
年度から変更・追

環

加は 前年度 ・
（学用品

境

費、学校給食費等）の

変

軽減
あるか 追　加

を図

化

る。

今後の事業・コス

あ

ト・成果の方向性 今後

る

の事業の方向性、改革

に

・改善案
※今年度から

伴

の具体的な事業の進め

い

方、手段の見直し等、

、

各方向性の内容

　　　

対

　　　　　　□　拡大

象

真に援助を必要とする

を

児童に援助できるよう

見

、領収書
　　　　　　

直

　　　□　改善 の提出

す

の義務化や誓約書の提

（

出を検討する等の改善

拡

案
　　　　　　　　　

そ

■　現状維持 の検討を

の

行い、事業継続をする

理

。
　　　　　　　　　

由

□　縮小
　　　　　　

大

　　　□　統合
　　　

・

　　　　　　□　完了

縮

　　　　　　　　　□

小

　廃止・休止
コストの

）

方向性
　　　　　　　

必

　　→　維持
成果の方

要

向性
　　　　　　　　

は

　→　維持

2

ありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 401 小学校就学援助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

事業を行うことで、経済的理由により、就学困難と認められ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る児童の保護者に対し、学用品費、学校給食費等の必要な援
いませんか。十分な成果が 理　由

助をすることにより、教育機会の均衡が図られている。
得られ

様

ていますか？ □ 得られ

式

ていない

実態に即した

1

認定基準の設定が必要

-

であり、平成29年度

2

に認定基準変
事業進展

事

等による環境変化
□ あ

務

る 更を行い、平成30



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 402 小学校学習活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成元年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童を恵まれた自然環境の中で、集団生活を通して人 通常の学校生活では触れることのできない環境の中で
間的触れ合いを深めるとともに、自然とふれあい、地 、非日常的な体験をすることは心身ともに向上する場
域社会への理解を深める。また文化的な活動に触れる となる。
ことで、芸術・文化への関心を高める。通常の学校生 次代を担う児童に科学で独創的な発想に基づく創作活
活では得がたい体験を与え、児童の心身ともに調和の 動を通して発明工夫の楽しさまた創作する喜びを体得
とれた健全な育成を図る。 させることにより、創造豊かな人間形成を図

令

ることを
 目的とする

和

「愛知みよし少年少女

 

発明クラブ」の活動
【

3

ＳＤＧｓ取り組み状況

年

：４】 促進を図るため

度

、補助金を交付する。

（

旭高原へ野外学習（小

2

学校５年生）を実施す

年

るため、送迎用のバス

度

を借上げる。班
R2年

実

度に実施した具体的な

施

ごとにオリエンテーリ

分

ングやキャンプファイ

）

ヤーなどの集団活動を

事

行った。
事業の方法、

務

手順、指標に対す 少年

事

少女発明クラブは新型

業

コロナウイルス感染対

目

策のため、活動しなか

的

った。
る成果等

事務事

評

業を取り巻く状況は過

価

去と比べ変化している

表

か (1)活動指標（事

様

務事業の活動量を表す

式

指標）

令和２年度は新

1

型コロナウイルス感染

-

対策のため、借上げ 名

1

称 単位
バスの台数を増

記

やした。また、２泊３

入

日を１泊２日に変更 ①

日

借上げバス台数 台
変 

令

化
した。 ② 野外学習の

和

延べ開催日数 日
内 容

0

対象(この事業の対象

3

、範囲となる人、物)

年

(2)対象指標（対象

1

の大きさを表す指標）

2

小学校５年生児童 名称

月

単位
① 小学５年生 人
②

0

目的(この事業によっ

8

て上記対象をどのよう

日

な状態にしたいのか)

１

(3)成果指標（目的

事

の達成度を示す指標）

務

野外学習に参加する。

事

名称 単位
① 参加した児

業

童数 人
②

結果(上位基

の

本事業の意図) (4)

現

結果の成果指標（上位

状

基本事業の成果指標）

　

安心して生活でき、進

Ｐ

んで学習できる環境を

Ｌ

つくるとともに、規 名

Ａ

称 単位
則正しく生活す

Ｎ

る健康な体力づくりを

及

行う態度を育てる。 ①

び

教育振興基本計画の施

Ｄ

策事業の達成率 ％
② 体

Ｏ

力テスト県平均を上回

事

った項目割合 ％

事務事

務

業の各種指標の実績と

事

見込及び目標

H31年

業

度 R2年度 R2年度 R

名

3年度 R4年度 R5年

N

度 R6年度
指標 ＼ 

o

年度 単位
実績値 計画値

.

実績値 計画値 目標値 目

4

標値 目標値
(1)の ①

0

台 21 21 26 26 2

2

6 26 26
活動指標 ②

小

日 24 24 21 21 2

学

1 20 21
(2)の ①

校

人 656 633 617

学

599 607 554 5

習

94
対象指標 ②
(3)

活

の ① 人 656 633 6

動

17 599 607 55

事

4 594
成果指標 ②

(

業

4)の結果の ① ％ 68

政

72 53 63 67 71

策

73
成果指標 ② ％ 67

こ

80 - 80 80 80 8

の

0
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 10 項 02

務

目 02

コスト 年度 H3

事

1年度 R2年度 R2年

業

度 R3年度 R4年度 R

施

5年度 R6年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
事業

位

費(決算又は予算額)

置

Ａ 単位 3,546 5,

基

133 2,352 5,

本

669 4,990 4,

事

990 5,120

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
 県支

管

出金 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
 地方債 千円 0 0 0

名

0 0 0 0
 その他 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
 一般

長

財源 千円 3,546 5

名

,133 2,352 5

こ

,669 4,990 4

の

,990 5,120
人

事

件費Ｂ 千円 1,095

務

.6 332 1,095

事

.6 1,095.6 1

業

,095.6 1,09

の

5.6 1,095.6

開

正職員従事時間×人数

始

時間×人 330× 1 1

時

00× 1 330× 1 3

期

30× 1 330× 1 3

事

30× 1 330× 1
正

務

職員以外の人件費 千円

区

0 0 0 0 0 0 0
その他

分

の費用Ｃ 千円 124 3

法

7 123 123 123

定

123 123
トータル

受

コストA+B+C 千円

託

4,765.6 5,5

事

02 3,570.6 6

務

,887.6 6,20

自

8.6 6,208.6

治

6,338.6
単位あ

事

たりコスト ① 千円/人

務

7.3 8.7 5.8 1

こ

1.5 10.2 11.

の

2 10.7
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

込）

必要はありません

業

か？ ■ ない

有
効
性

より

名

効果的な活動内容にす

N

る。
今以上に事業の成

o

果を向上

させる方法を

.

記入して下さ

い。 内　

4

容
※(3)の成果指標

0

を向上させる

　ことは

2

できますか？

毎年活動

小

について検討している

学

。
目的達成状況 内　容

校

□民間への一部委託 □

学

民間への全部委託
市関

習

与の必要性 □指定管理

活

□補助金・負担金助成

動

■市の直営
内　容

　（

事

実施手法） 学校の教育

業

活動の一環である。

効

２

率
性

初めての宿泊を伴

評

う行事であり統廃合は

価

できない。
事務事業の

　

統廃合により、

事業の

Ｃ

効率化を図り、成果
内

Ｈ

　容
を向上させる方法

Ｅ

を記入し

て下さい。

市

Ｃ

所有バスの活用
現状よ

Ｋ

り事業費・人件費を
各

目

学校の日程を連続して

的

、輸送手段等のコスト

妥

削減を図る。
削減する

当

方法を記入して下

さい

性

。（仕様の変更、外部

こ

内　容
委託、従事時間

の

の削減等は

できないか

事

？)

公
平
性

教育活動の

業

一環であるため、市費

の

負担が適正であ
□ ある

必

□ 現状で適正
受益者負

要

担はありますか？ る。

性

また、受益者負担割合

は

は適 □ ない □ 検討が必

薄

要 内　容
正ですか？

■

れ

受益者がいない

３
改
革

て

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

得

「愛知みよし少年少女

ら

発明クラブ」 市全体に

れ

影響するものであり、

て

検討
事業実施上の課題

い

、住 から、補助対象経

る

費の拡大要望があ 課題

い

とする。
民・議会等か

ま

らの意見 意　見 る。 対

せ

応策
と対応策

オリエン

ん

テーリングやキャンプ

か

ファ 新型コロナウイル

。

ス感染対策のため
R3

十

年度の事業計画は前 変

分

　更
イヤーなどの集団

な

活動を行った。 、借上

成

げバスの台数を増やす

果

。
年度から変更・追加

が

は 前年度 ・
 

あるか 追

理

　加

今後の事業・コス

　

ト・成果の方向性 今後

由

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　□　拡大

ま

補助金については、市

す

全体で実施する補助事

か

業の見直
　　　　　　

？

　　　□　改善 しの中

得

で、交付目的や補助対

ら

象経費等の見直しを実

れ

施
　　　　　　　　　

て

■　現状維持 する。
　

い

　　　　　　　　□　

な

縮小
　　　　　　　　

い

　□　統合
　　　　　

事

　　　　□　完了
　　

業

　　　　　　　□　廃

進

止・休止
コストの方向

展

性
　　　　　　　　　

等

↓　減少
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

よ

　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 402 小学校学習活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

対象児童全員が参加し、目的が達成されている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

十分な成果が得られている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理

様

由
大・縮小）必要はあ

式

りませ
■ ない

んか？

現

1

事業は必要である。
事

-

業進展等による環境変

2

化 □ ある
に伴い、目的

事

を見直す（目
その理由

務

的の追加・拡充又は絞



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 354 小学校コンピュータ整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成4年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

教育用コンピュータ機器及び教材コンピュータソフト 平成29年に平成32年度から順次実施される新学習指導
等の賃借を行い情報教育環境の整備を図る 要領が公示され、ICT環境整備とICTを活用した学習活
[SDGs:4］ 動、小学校でのプログラミング教育等が示された。ま

た令和元年にはＧＩＧＡスクール構想により、1人1台
端末及び高速大容量の通信ネットワークの一体的な整
備が求められている。令和2年には、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の対策としてGIGAスクール構想の前
倒しが決定した。

５小学校PC教室リ

令

ース品買取
R2年度に

和

実施した具体的な GI

 

GAスクール構想にお

3

ける高速大容量の通信

年

ネットワークの整備と

度

一人一台端末の
事業の

（

方法、手順、指標に対

2

す 整備、大型提示装置

年

等に係る予算を計上
る

度

成果等

事務事業を取り

実

巻く状況は過去と比べ

施

変化しているか (1)

分

活動指標（事務事業の

）

活動量を表す指標）

Ｇ

事

ＩＧＡスクール構想と

務

して整備が求められて

事

おり、事業 名称 単位
を

業

より充実させることが

目

必要である ① コンピュ

的

ータ台数 台
変 化

②
内

評

 容

対象(この事業の

価

対象、範囲となる人、

表

物) (2)対象指標（

様

対象の大きさを表す指

式

標）

児童 名称 単位
① 児

1

童 人
②

目的(この事業

-

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

記

のか) (3)成果指標

入

（目的の達成度を示す

日

指標）

情報化社会に対

令

応するための学習を円

和

滑に行うことができる

0

名称 単位
① コンピュー

3

タを使用した授業時間

年

数 時/人
②

結果(上位

1

基本事業の意図) (4

2

)結果の成果指標（上

月

位基本事業の成果指標

0

）

安心して生活でき、

8

進んで学習できる環境

日

をつくる 名称 単位
① 教

１

育振興基本計画の施策

事

事業の達成率 ％
②

事務

務

事業の各種指標の実績

事

と見込及び目標

H31

業

年度 R2年度 R2年度

の

R3年度 R4年度 R5

現

年度 R6年度
指標 ＼

状

 年度 単位
実績値 計画

　

値 実績値 計画値 目標値

Ｐ

目標値 目標値
(1)の

Ｌ

① 台 433 4,067

Ａ

4,427 4,427

Ｎ

4,427 4,427

及

4,427
活動指標 ②

び

(2)の ① 人 3,84

Ｄ

0 3,787 3,78

Ｏ

7 3,757 3,79

事

0 3,808 3,80

務

8
対象指標 ②
(3)の

事

① 時/人 200 200

業

200 200 200 2

名

00 200
成果指標 ②

N

(4)の結果の ① ％ 6

o

8 72 53 63 67 7

.

1 73
成果指標 ②

予算

3

費目 会計 01 一般会

5

計 款 10 項 02 目 02

4

コスト 年度 H31年度

小

R2年度 R2年度 R3

学

年度 R4年度 R5年度

校

R6年度
実績値 計画値

コ

実績値 計画値 目標値 目

ン

標値 目標値
事業費(決

ピ

算又は予算額)Ａ 単位

ュ

41,488 48,8

ー

03 189,506 9

タ

1,306 91,50

整

9 91,384 91,

備

382

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 50,

業

041 0 0 0 0
 県支

政

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 地方債 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 13,330 50

事

,000 50,000

務

50,000 50,0

事

00
 一般財源 千円 4

業

1,488 48,80

施

3 126,135 41

策

,306 41,509

の

41,384 41,3

位

82
人件費Ｂ 千円 76

置

3.6 763.6 76

基

3.6 763.6 76

本

3.6 763.6 76

事

3.6
正職員従事時間

業

×人数 時間×人 230

主

× 1 230× 1 230

管

× 1 230× 1 230

課

× 1 230× 1 230

名

× 1
正職員以外の人件

課

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

長

その他の費用Ｃ 千円 2

名

20 220 220 22

こ

0 220 220 0
トー

の

タルコストA+B+C

事

千円 42,471.6

務

49,786.6 19

事

0,489.6 92,

業

289.6 92,49

の

2.6 92,367.

開

6 92,145.6
単

始

位あたりコスト ① 千円

時

/人 11.1 13.1

期

50.3 24.6 24

事

.4 24.3 24.2

務

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

区

2)の対象指標）② 千

分

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化 □ ある
に伴い、目的

業

を見直す（目
その理由

名

的の追加・拡充又は絞

N

込）

必要はありません

o

か？ ■ ない

有
効
性

ＩＣ

.

Ｔ支援員の配備により

3

教員のＩＣＴスキルを

5

向上させ、一層の活用

4

を図る
今以上に事業の

小

成果を向上

させる方法

学

を記入して下さ

い。 内

校

　容
※(3)の成果指

コ

標を向上させる

　こと

ン

はできますか？

達成で

ピ

きている
目的達成状況

ュ

内　容

□民間への一部

ー

委託 □民間への全部委

タ

託
市関与の必要性 □指

整

定管理 □補助金・負担

備

金助成 ■市の直営
内　

事

容
　（実施手法） 機器

業

のリースまたは購入に

２

より整備し、維持運用

評

する

効
率
性

類似事業が

価

ないため統廃合不可
事

　

務事業の統廃合により

Ｃ

、

事業の効率化を図り

Ｈ

、成果
内　容

を向上さ

Ｅ

せる方法を記入し

て下

Ｃ

さい。

ＩＣＴ専門知識

Ｋ

のある職員が事務を行

目

うことで従事時間を削

的

減できる
現状より事業

妥

費・人件費を
また、端

当

末の管理を専門の業者

性

に運用保守を委託する

こ

ことができれば、児童

の

が
削減する方法を記入

事

して下
安全かつ安定的

業

に機器を利用し、学習

の

することができる。
さ

必

い。（仕様の変更、外

要

部 内　容
委託、従事時

性

間の削減等は

できない

は

か？)

公
平
性

直接的な

薄

受益者がいない
□ ある

れ

□ 現状で適正
受益者負

て

担はありますか？

また

得

、受益者負担割合は適

ら

□ ない □ 検討が必要 内

れ

　容
正ですか？

■ 受益

て

者がいない

３
改
革
改
善

い

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

GI

る

GAスクール構想によ

い

り導入した機 近隣市町

ま

の状況を把握して検討

せ

して
事業実施上の課題

ん

、住 器を維持運用して

か

いくのに費用がか いく

。

民・議会等からの意見

十

意　見 かる 対応策
と対

分

応策

各校のコンピュー

な

タ教室のリース買 導入

成

した１人１台端末と高

果

速大容量
R3年度の事

が

業計画は前 変　更
取、

理

１人１台端末と高速大

　

容量通信 通信ネットワ

由

ーク環境の安定的な利

得

年度から変更・追加は

ら

前年度 ・
ネットワーク

れ

環境の整備 用を検討す

て

る必要がある
あるか 追

い

　加

今後の事業・コス

ま

ト・成果の方向性 今後

す

の事業の方向性、改革

か

・改善案
※今年度から

？

の具体的な事業の進め

得

方、手段の見直し等、

ら

各方向性の内容

　　　

れ

　　　　　　■　拡大

て

GIGAスクール構想

い

の実現に向けて、環境

な

の整備を行っ
　　　　

い

　　　　　□　改善 た

事

ので、維持運用につい

業

て検討する必要がある

進

。
　　　　　　　　　

展

□　現状維持
　　　　

等

　　　　　□　縮小
　

に

　　　　　　　　□　

よ

統合
　　　　　　　　

る

　□　完了
　　　　　

環

　　　　□　廃止・休

境

止
コストの方向性
　　

変

　　　　　　　→　維

化

持
成果の方向性
　　　

あ

　　　　　　↑　増加

る

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 354 小学校コンピュータ整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

新学習指導要領に対応した学習活動を行うため必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

全学年において整備が必要である
事業進展等による環境変化

□ ある
に

様

伴い、対象を見直す（

式

拡
その理由

大・縮小）

1

必要はありませ
■ ない

-

んか？

より一層の情報

2

化社会に対応するため

事

の整備が必要である
事

務

業進展等による環境変



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 403 小学校教育振興事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校開校から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法第5条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小学校の学習指導に必要となる消耗品の購入を行いま 授業を行うために必要な消耗品は多数ある。
す。また、各小学校で管理されている教材機器の修繕 教材機器（備品）の修繕を行うことで、安全に長く使
を行います。 用することができる。
 教材等の老朽化、故障修繕により学習に影響が出ない
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 よう整備する必要がある。

小学校における学習に必要な消耗品を購入した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（

令

事務事業の活動量を表

和

す指標）

多様な教育形

 

態に対応できる学校運

3

営が求められている。

年

名称 単位
① 児童数 人

変

度

 化
②

内 容

対象(こ

（

の事業の対象、範囲と

2

なる人、物) (2)対

年

象指標（対象の大きさ

度

を表す指標）

市内小学

実

校 名称 単位
① 市内小学

施

校数 校
②

目的(この事

分

業によって上記対象を

）

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

務

標（目的の達成度を示

事

す指標）

各校において

業

円滑に授業を実施する

目

ための教材環境を整え

的

ること 名称 単位
ができ

評

る。 ① 総合的な学習に

価

関する授業時間数 時間

表

②

結果(上位基本事業

様

の意図) (4)結果の

式

成果指標（上位基本事

1

業の成果指標）

安心し

-

て生活でき、進んで学

1

習できる環境をつくる

記

とともに、規 名称 単位

入

則正しく生活する健康

日

な体力づくりを行う態

令

度を作る。 ① 教育振興

和

基本計画の施策事業の

0

達成率 ％
②

事務事業の

3

各種指標の実績と見込

年

及び目標

H31年度 R

1

2年度 R2年度 R3年

2

度 R4年度 R5年度 R

月

6年度
指標 ＼ 年度

0

単位
実績値 計画値 実績

8

値 計画値 目標値 目標値

日

目標値
(1)の ① 人 3

１

,840 3,787 3

事

,738 3,712 3

務

,703 3,672 3

事

,657
活動指標 ②
(

業

2)の ① 校 8 8 8 8 8

の

8 8
対象指標 ②
(3)

現

の ① 時間 2,240 2

状

,240 2,240 2

　

,240 2,240 2

Ｐ

,240 2,240
成

Ｌ

果指標 ②
(4)の結果

Ａ

の ① ％ 68 72 53 6

Ｎ

3 67 71 73
成果指

及

標 ②
予算費目 会計 01

び

 一般会計 款 10 項 0

Ｄ

2 目 02

コスト 年度 H

Ｏ

31年度 R2年度 R2

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
事

名

業費(決算又は予算額

N

)Ａ 単位 10,589

o

10,657 10,0

.

94 10,280 10

4

,417 9,925 9

0

,925

財
源
内
訳

 国

3

庫支出金 千円 0 0 0 0

小

0 0 0
 県支出金 千円

学

0 0 0 0 0 0 0
 地方

校

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

教

 その他 千円 0 0 0 0

育

0 0 0
 一般財源 千円

振

10,589 10,6

興

57 10,094 10

事

,280 10,417

業

9,925 9,925

政

人件費Ｂ 千円 1,94

策

3.2 1,926.2

こ

2,182.6 2,0

の

33.2 2,033.

事

2 2,033.2 2,

務

033.2
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 2

業

19× 2 219× 2 1

施

61× 3 219× 2 2

策

19× 2 219× 2 2

の

19× 2
正職員以外の

位

人件費 千円 489 47

置

2 579 579 579

基

579 579
その他の

本

費用Ｃ 千円 130 13

事

1 129 129 129

業

129 129
トータル

主

コストA+B+C 千円

管

12,662.2 12

課

,714.2 12,4

名

05.6 12,442

課

.2 12,579.2

長

12,087.2 12

名

,087.2
単位あた

こ

りコスト ① 千円/校 1

の

,582.8 1,58

事

9.3 1,550.7

務

1,555.3 1,5

事

72.4 1,510.

業

9 1,510.9
（ﾄ

の

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

開

の対象指標）② 千円/

始

0 0 0 0 0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

んか？

学校に通う児童

業

は多様化しているが、

名

事業の目的は変更する

N

必要はな
事業進展等に

o

よる環境変化 □ ある
い

.

。
に伴い、目的を見直

4

す（目
その理由

的の追

0

加・拡充又は絞込）

必

3

要はありませんか？ ■

小

ない

有
効
性

教材等の老

学

朽化、故障により学習

校

に影響がでないように

教

、迅速に教材等の購入

育

今以上に事業の成果を

振

向上
、修繕を実施する

興

。
させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

概ね目標は達成

価

できている。
目的達成

　

状況 内　容

□民間への

Ｃ

一部委託 □民間への全

Ｈ

部委託
市関与の必要性

Ｅ

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 ■市の直営

Ｋ

内　容
　（実施手法）

目

各学校に必要な予算を

的

配当し、必要に応じて

妥

教材等を購入している

当

。

効
率
性

対象、目的が

性

同じ事業はなく、統廃

こ

合はできない。
事務事

の

業の統廃合により、

事

事

業の効率化を図り、成

業

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

必

。

教材等について、修

要

繕すればまだ使用でき

性

、購入費用よりも費用

は

が抑えられる
現状より

薄

事業費・人件費を
場合

れ

は修繕するようにして

て

、事業費の削減に努め

得

ている。
削減する方法

ら

を記入して下

さい。（

れ

仕様の変更、外部 内　

て

容
委託、従事時間の削

い

減等は

できないか？)

る

公
平
性

学校教育法に基

い

づき、学校設置者は設

ま

置する学校
□ ある ■ 現

せ

状で適正
受益者負担は

ん

ありますか？ を管理し

か

、学校の経費を負担す

。

る必要がある。
また、

十

受益者負担割合は適 ■

分

ない □ 検討が必要 内　

な

容
正ですか？

□ 受益者

成

がいない

３
改
革
改
善
案

果

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

音楽用

が

教材（楽器）及び家庭

理

科用教 限られた予算の

　

中で、各学校の需要
事

由

業実施上の課題、住 材

得

（ミシン）の修繕に係

ら

る要望が寄 に応じた節

れ

、細節の予算額とする

て

こ
民・議会等からの意

い

見 意　見 せられている

ま

。 対応策 とで、効率的

す

な予算執行を目指すこ

か

と対応策 ととする。

小

？

学校における学習に必

得

要な消耗品 令和３年度

ら

も小学校における学習

れ

に
R3年度の事業計画

て

は前 変　更
を購入した

い

。 必要な消耗品を購入

な

する。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
あるか

事

追　加

今後の事業・コ

業

スト・成果の方向性 今

進

後の事業の方向性、改

展

革・改善案
※今年度か

等

らの具体的な事業の進

に

め方、手段の見直し等

よ

、各方向性の内容

　　

る

　　　　　　　□　拡

環

大 教科書改訂（4年に

境

1度実施）に併せた指

変

導用教材の購
　　　　

化

　　　　　□　改善 入

あ

と、老朽化及び故障し

る

た教材備品について計

に

画的に
　　　　　　　

伴

　　■　現状維持 修繕

い

を実施することで、学

、

習活動に影響が出ない

対

よう
　　　　　　　　

象

　□　縮小 に努めてい

を

く。
　　　　　　　　

見

　□　統合
　　　　　

直

　　　　□　完了
　　

す

　　　　　　　□　廃

（

止・休止
コストの方向

拡

性
　　　　　　　　　

そ

→　維持
成果の方向性

の

　　　　　　　　　→

理

　維持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 403 小学校教育振興事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

円滑に授業を実施するための教材環境整備は必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

すべての小学校に対して事業を実施する必要があり、現行はすべての
事業進展等による

様

環境変化
□ ある 小学校

式

を対象としているので

1

、対象を拡大・縮小す

-

ることはできない
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由 。
大・縮小）

務

必要はありませ
■ ない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 404 小学校教材備品等整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校開校から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法、理科教育振興法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

教材用として使用する備品を各学校からの要望をもと 老朽化や不足している教材備品を精査し、予算内で整
に精査し、必要な備品を整備する。 備を行っている。
学校図書館の充実を図るため図書の購入を行う。 児童にとって分かりやすく充実した授業を行うために
 は、必要な事業である。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】

各校の備品納入要望をもとに、買換え及び補充は必要な分の教材備品を購入した。
R2年度に実施した具体的な 各校の学校図書館の蔵書率をもとに予算を配分し、配分額内で図書を購入した。
事業の

令

方法、手順、指標に対

和

す
る成果等

事務事業を

 

取り巻く状況は過去と

3

比べ変化しているか (

年

1)活動指標（事務事

度

業の活動量を表す指標

（

）

老朽化や破損等によ

2

る教材備品が増えてき

年

ている 名称 単位
① 購入

度

した教材備品数 個
変 

実

化
② 購入した図書備品

施

数 冊
内 容

対象(この

分

事業の対象、範囲とな

）

る人、物) (2)対象

事

指標（対象の大きさを

務

表す指標）

市内小学校

事

名称 単位
① 市内小学校

業

数 校
②

目的(この事業

目

によって上記対象をど

的

のような状態にしたい

評

のか) (3)成果指標

価

（目的の達成度を示す

表

指標）

①学校に必要な

様

備品を購入し、教育環

式

境を整備する 名称 単位

1

②学校図書館の蔵書が

-

標準に達し、維持でき

1

るよう整備する ① 備品

記

の買換、補充等を行っ

入

た学校数 校
② 学校図書

日

標準に達している学校

令

数 校

結果(上位基本事

和

業の意図) (4)結果

0

の成果指標（上位基本

3

事業の成果指標）

安心

年

して生活でき、進んで

1

学習できる環境をつく

2

るとともに、規 名称 単

月

位
則正しく生活する健

0

康な体力づくりを行う

8

態度を育てる ① 教育振

日

興基本計画の施策事業

１

の達成率 ％
② 体力テス

事

トの県平均以上の種目

務

の割合 ％

事務事業の各

事

種指標の実績と見込及

業

び目標

H31年度 R2

の

年度 R2年度 R3年度

現

R4年度 R5年度 R6

状

年度
指標 ＼ 年度 単

　

位
実績値 計画値 実績値

Ｐ

計画値 目標値 目標値 目

Ｌ

標値
(1)の ① 個 43

Ａ

4 110 164 110

Ｎ

110 110 110
活

及

動指標 ② 冊 1,226

び

1,600 1,179

Ｄ

1,600 1,600

Ｏ

1,600 1,600

事

(2)の ① 校 8 8 8 8

務

8 8 8
対象指標 ②
(3

事

)の ① 校 8 8 8 8 8 8

業

8
成果指標 ② 校 8 8 8

名

8 8 8 8
(4)の結果

N

の ① ％ 68 72 53 6

o

3 67 71 73
成果指

.

標 ② ％ 67 80 - 80

4

80 80 80
予算費目

0

会計 01 一般会計 款

4

10 項 02 目 02

コス

小

ト 年度 H31年度 R2

学

年度 R2年度 R3年度

校

R4年度 R5年度 R6

教

年度
実績値 計画値 実績

材

値 計画値 目標値 目標値

備

目標値
事業費(決算又

品

は予算額)Ａ 単位 7,

等

891 13,993 1

整

2,188 10,78

備

5 13,361 12,

事

074 8,096

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

政

1,246 1,308

策

1,824 1,308

こ

1,308 1,308

の

0
 県支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 6,

施

645 12,685 1

策

0,364 9,477

の

12,053 10,7

位

66 8,096
人件費

置

Ｂ 千円 597.6 1,

基

361.2 597.6

本

597.6 597.6

事

597.6 597.6

業

正職員従事時間×人数

主

時間×人 180× 1 2

管

05× 2 180× 1 9

課

0× 2 90× 2 90×

名

2 90× 2
正職員以外

課

の人件費 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
その他の費用Ｃ

名

千円 67 153 67 6

こ

7 67 67 67
トータ

の

ルコストA+B+C 千

事

円 8,555.6 15

務

,507.2 12,8

事

52.6 11,449

業

.6 14,025.6

の

12,738.6 8,

開

760.6
単位あたり

始

コスト ① 千円/校 1,

時

069.5 1,938

期

.4 1,606.6 1

事

,431.2 1,75

務

3.2 1,592.3

区

1,095.1
（ﾄｰ

分

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

法

対象指標）② 千円/ 0

定

0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

小

名

学校教育に必要な事業

N

であり、目的を見直す

o

予定はない。
事業進展

.

等による環境変化 □ あ

4

る
に伴い、目的を見直

0

す（目
その理由

的の追

4

加・拡充又は絞込）

必

小

要はありませんか？ ■

学

ない

有
効
性

予算を増額

校

し、教材備品の適切な

教

整備、十分な図書備品

材

の購入数を確保をして

備

今以上に事業の成果を

品

向上
いくことにより、

等

小学校教育全体の充実

整

が図れる。
させる方法

備

を記入して下さ

い。 内

事

　容
※(3)の成果指

業

標を向上させる

　こと

２

はできますか？

概ね達

評

成できている。
目的達

価

成状況 内　容

□民間へ

　

の一部委託 □民間への

Ｃ

全部委託
市関与の必要

Ｈ

性 □指定管理 □補助金

Ｅ

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｋ

） 学校の教育活動の一

目

環である。

効
率
性

類似

的

事業はないため、統廃

妥

合はできない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

教材備品は各学校で

業

も修繕を行いながら使

の

用し、学校図書館の図

必

書は学校図書
現状より

要

事業費・人件費を
館図

性

書整備計画に基づき、

は

学校図書館の図書を計

薄

画的に整備していて、

れ

事業費
削減する方法を

て

記入して下
の削減に努

得

めている。
さい。（仕

ら

様の変更、外部 内　容

れ

委託、従事時間の削減

て

等は

できないか？)

公

い

平
性

直接的な受益者は

る

いない。
□ ある □ 現状

い

で適正
受益者負担はあ

ま

りますか？

また、受益

せ

者負担割合は適 □ ない

ん

□ 検討が必要 内　容
正

か

ですか？
■ 受益者がい

。

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

十

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

既存の教材

分

について耐用年数に伴

な

う 統計資料等、経年に

成

伴い使用価値が
事業実

果

施上の課題、住 計画的

が

な教材の更新及び新学

理

習指導 ない書籍や経年

　

劣化に伴い使用困難
民

由

・議会等からの意見 意

得

　見 要領実施に対応す

ら

るため、必要な教 対応

れ

策 な書籍の実態調査結

て

果に基づき、計
と対応

い

策 材整備が求められて

ま

いる。 画的に書籍を購

す

入する。

教材備品は各

か

校の備品納入要望をも

？

継続して実施するため

得

、前年度と同
R3年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

とに、買換及び補充を

て

行い、各校の 様・同規

い

模で実施。
年度から変

な

更・追加は 前年度 ・
学

い

校図書館の蔵書率をも

事

とに予算配
あるか 追　

業

加
分し、配分額内で図

進

書を購入した。

今後の

展

事業・コスト・成果の

等

方向性 今後の事業の方

に

向性、改革・改善案
※

よ

今年度からの具体的な

る

事業の進め方、手段の

環

見直し等、各方向性の

境

内容

　　　　　　　　

変

　□　拡大 新学習指導

化

要領の完全実施に伴い

あ

、新たな教育活動に
　

る

　　　　　　　　□　

に

改善 適正に対応できる

伴

よう必要な教材につい

い

て整備を行っ
　　　　

、

　　　　　■　現状維

対

持 ていく。
　　　　　

象

　　　　□　縮小 統計

を

資料等、経年に伴い使

見

用価値がない書籍や経

直

年劣
　　　　　　　　

す

　□　統合 化に伴い使

（

用困難な書籍の実態調

拡

査を実施し、計画的
　

そ

　　　　　　　　□　

の

完了 に書籍を購入する

理

。
　　　　　　　　　

由

□　廃止・休止
コスト

大

の方向性
　　　　　　

・

　　　↑　増加
成果の

縮

方向性
　　　　　　　

小

　　→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 404 小学校教材備品等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

学習に必要な教材備品を整備することで、教科書に沿った授
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

業を行うことができ、また、学校図書館の充実を図るための
いませんか。十分な成果が 理　由

図書購入であり、小学校教育には必要な事業であ

様

る。
得られていますか

式

？ □ 得られていない

事

1

業の趣旨から対象を見

-

直すことはできない。

2

事業進展等による環境

事

変化
□ ある

に伴い、対

務

象を見直す（拡
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 405 小学校副読本購入事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和４３年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法３４条第４項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童が使用する教科書以外の教材の一部を購入する。 ７種類の副読本を毎年購入している。そのうち、「楽
また、小学３・４年の社会科で地域の学習をする児童 しい読書」「たのしい体育」「みんなの安全」を学級
のために、副読本「みよし」を配布する。 文庫とし、約４年毎に買替えを行う。
５年毎または学習指導要領の改訂にあわせ副読本「み 児童は、教科・道徳・学級活動などにおいて副読本を
よし」編集委員会を設置し、実情に合わせた内容の改 活用している。
訂を行う。（平成２８年度に編集委員会を設置し、平 副読本み

令

よしの改訂サイクルを

和

５年に１回から、教科

 

成２９年４月１日改訂

3

）(次回令和２年度設

年

置、新型 書改訂の４年

度

に１回の改訂に修正し

（

ていく必要がある
コロ

2

ナウイルスの影響によ

年

り令和３年４月１日改

度

訂を 。
令和４年４月１

実

日改訂に変更)
【ＳＤ

施

Ｇｓ取り組み状況：４

分

】
①明るい人生など補

）

助教材について、児童

事

数分を購入し配布した

務

。
R2年度に実施した

事

具体的な ②学級文庫に

業

ついて、不足数を購入

目

し配布した。
事業の方

的

法、手順、指標に対す

評

③副読本「みよし」に

価

ついて、小学３年生児

表

童に配布した。
る成果

様

等

事務事業を取り巻く

式

状況は過去と比べ変化

1

しているか (1)活動

-

指標（事務事業の活動

1

量を表す指標）

・令和

記

２年度は教科書改訂に

入

伴い補助教材も改訂さ

日

れたた 名称 単位
め、学

令

級文庫を含めすべて買

和

替えた。 ① 補助教材の

0

種類（「みよし」を除

3

く） 種類
変 化

・教科

年

書改訂に伴い副読本「

1

みよし」の改訂も必要

2

になり ② 副読本「みよ

月

し」：印刷冊数 冊
内 

0

容
、副読本「みよし」

8

編集委員会を立ち上げ

日

見直しを行い、
令和３

１

年度に小学３年生・４

事

年生に配布する。

対象

務

(この事業の対象、範

事

囲となる人、物) (2

業

)対象指標（対象の大

の

きさを表す指標）

①市

現

内全小学生 名称 単位
②

状

小学校３年生（改訂年

　

は３年生・４年生） ①

Ｐ

全児童数 人
② 小学３年

Ｌ

生児童数（改訂年は４

Ａ

年含む） 人

目的(この

Ｎ

事業によって上記対象

及

をどのような状態にし

び

たいのか) (3)成果

Ｄ

指標（目的の達成度を

Ｏ

示す指標）

①学習のた

事

めの補助教材として活

務

用してもらう。 名称 単

事

位
②副読本「みよし」

業

を活用し、住んでいる

名

まちをより知ってもら

N

① 学習に活用できてい

o

る児童の割合 ％
う。 ②

.

副読本「みよし」を活

4

用した授業時間数 時間

0

結果(上位基本事業の

5

意図) (4)結果の成

小

果指標（上位基本事業

学

の成果指標）

安心して

校

生活でき、進んで学習

副

できる環境をつくると

読

ともに、規 名称 単位
則

本

正しく生活する健康な

購

体力づくりを行う態度

入

を育てる。 ① 教育基本

事

計画における施策事業

業

の達成率 ％
②

事務事業

政

の各種指標の実績と見

策

込及び目標

H31年度

こ

R2年度 R2年度 R3

の

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
指標 ＼ 年

務

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
(1)の ① 種

施

類 8 8 8 8 8 8 8
活動

策

指標 ② 冊 690 1,3

の

50 650 1,400

位

650 700 700
(

置

2)の ① 人 3,840

基

3,738 3,738

本

3,712 3,734

事

3,734 3,750

業

対象指標 ② 人 615 1

主

,214 611 1,1

管

57 589 634 63

課

8
(3)の ① ％ 100

名

100 100 100 1

課

00 100 100
成果

長

指標 ② 時間 1,280

名

1,280 1,280

こ

1,280 1,280

の

1,280 1,280

事

(4)の結果の ① ％ 6

務

8 72 53 63 67 7

事

1 73
成果指標 ②

予算

業

費目 会計 01 一般会

の

計 款 10 項 02 目 02

開

コスト 年度 H31年度

始

R2年度 R2年度 R3

時

年度 R4年度 R5年度

期

R6年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

務

標値 目標値
事業費(決

区

算又は予算額)Ａ 単位

分

6,023 11,54

法

2 8,991 9,67

定

2 6,651 6,78

受

6 11,047

財
源
内

託

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 県支出

務

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

自

 地方債 千円 0 0 0 0

治

0 0 0
 その他 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 一般財

務

源 千円 6,023 11

こ

,542 8,991 9

の

,672 6,651 6

事

,786 11,047

務

人件費Ｂ 千円 448.

事

2 1,112.2 44

業

8.2 448.2 44

の

8.2 448.2 44

根

8.2
正職員従事時間

拠

×人数 時間×人 135

法

× 1 335× 1 135

令

× 1 135× 1 135

事

× 1 135× 1 135

業

× 1
正職員以外の人件

の

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

概

その他の費用Ｃ 千円 3

要

5 35 34 35 35 3

現

5 35
トータルコスト

在

A+B+C 千円 6,5

の

06.2 12,689

状

.2 9,473.2 1

況

0,155.2 7,1

と

34.2 7,269.

こ

2 11,530.2
単

の

位あたりコスト ① 千円

事

/人 1.7 3.4 2.

務

5 2.7 1.9 1.9

事

3.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

業

ﾄ/(2)の対象指標

を

）② 千円/人 10.6

行

10.5 15.5 8.

う

8 12.1 11.5 1

根

8.1

1

拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

習活動を行うため、目

業

的を見直すことはでき

名

な
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
い。

に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

4

充又は絞込）

必要はあ

0

りませんか？ ■ ない

有

5

効
性

現在採用していな

小

い補助教材を使用する

学

ことで成果を向上でき

校

ると思われるが
今以上

副

に事業の成果を向上
、

読

授業時間は限られてい

本

るので、これ以上教材

購

を増やすことは教諭の

入

負担にな
させる方法を

事

記入して下さ
ると思わ

業

れる。
い。 内　容
※(

２

3)の成果指標を向上

評

させる

　ことはできま

価

すか？

すべての児童が

　

補助教材を十分に活用

Ｃ

していると考えられる

Ｈ

。
目的達成状況 内　容

Ｅ

□民間への一部委託 □

Ｃ

民間への全部委託
市関

Ｋ

与の必要性 □指定管理

目

□補助金・負担金助成

的

■市の直営
内　容

　（

妥

実施手法） 市で補助教

当

材を購入し、各学校に

性

配布している。

効
率
性

こ

対象、目的が同じ事業

の

はなく、統廃合はでき

事

ない。
事務事業の統廃

業

合により、

事業の効率

の

化を図り、成果
内　容

必

を向上させる方法を記

要

入し

て下さい。

学級文

性

庫については児童数の

は

増減による過不足を学

薄

校間で調整し、必要最

れ

小限
現状より事業費・

て

人件費を
の購入として

得

いる。
削減する方法を

ら

記入して下

さい。（仕

れ

様の変更、外部 内　容

て

委託、従事時間の削減

い

等は

できないか？)

公

る

平
性

学校教育法に基づ

い

き、学校は教科図書以

ま

外の図書
□ ある ■ 現状

せ

で適正
受益者負担はあ

ん

りますか？ で児童に有

か

益、適切なものは使用

。

することができ
また、

十

受益者負担割合は適 ■

分

ない □ 検討が必要 内　

な

容 、設置者はこうした

成

学校経費を負担するこ

果

ととな
正ですか？ って

が

いる。
□ 受益者がいな

理

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

　

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

児童の学習の

由

ために購入は必要であ

得

市独自で作成する副読

ら

本「みよし」
事業実施

れ

上の課題、住 るが、高

て

額の予算となるため、

い

内容 は、ふるさと学習

ま

を推進する上で必
民・

す

議会等からの意見 意　

か

見 の精査が必要との意

？

見が議会で出さ 対応策

得

要であるが、内容を精

ら

査しページ数
と対応策

れ

れる。 の削減を検討す

て

る。
 
令和２年度は小

い

学校教科書の改訂に 児

な

童数の変更に伴う不足

い

分の補助教
R3年度の

事

事業計画は前 変　更
伴

業

い補助教材も改訂され

進

るため、買 材を購入す

展

る。
年度から変更・追

等

加は 前年度 ・
い替える

に

必要があった。
あるか

よ

追　加

今後の事業・コ

る

スト・成果の方向性 今

環

後の事業の方向性、改

境

革・改善案
※今年度か

変

らの具体的な事業の進

化

め方、手段の見直し等

あ

、各方向性の内容

　　

る

　　　　　　　□　拡

に

大 平成３０年度からの

伴

道徳の教科化に伴い、

い

教科書が無
　　　　　

、

　　　　□　改善 償給

対

与されたことから、現

象

在毎年度児童全員分を

を

購入
　　　　　　　　

見

　■　現状維持 してい

直

る「明るい心」につい

す

て、使用状況を調査し

（

、
　　　　　　　　　

拡

□　縮小 学級文庫対応

そ

の検討を行う。
　　　

の

　　　　　　□　統合

理

令和２年度に学級文庫

由

が改訂される予定のた

大

め、全学
　　　　　　

・

　　　□　完了 年分を

縮

購入した。
　　　　　

小

　　　　□　廃止・休

）

止 令和３年度は補助教

必

材「みよし」の改訂（

要

令和４年４
コストの方

は

向性 月１日）に併せて

あ

小学３・４年生向けに

り

配布を行う。
　　　　

ま

　　　　　↓　減少 (

せ

次回改訂令和７年４月

な

１日予定)
成果の方向

い

性  
　　　　　　　　

ん

　→　維持

2

か？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 405 小学校副読本購入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

より効果的な学習活動を行うためには、教科書を補完する補
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

助教材は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

教科書に合わせた補助教材を使用する必要があり、対象を

様

見直すこと
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

はできない。
に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
■ ない

んか？

務

今後もより効果的な学



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 406 小学校教育活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和３５年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校保健安全法、スポーツ振興センター法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

1.教育活動事業　勤労体験・生産活動、生活指導、課 1.県の補助制度により開始したが、現在は補助はない
外クラブ活動、地域との連携活動など、社会と次代を 。各校の教育活動を推進し、豊かな心と実践力のある
担う人材育成のための教育活動の充実を図る。 子どもを育成するため、必要な事業である。
2.キャリア教育推進事業　1校でキャリア教育を行う 2.県委託事業でH23年度に開始。H26年度から市単独、
3.卒業記念品・入学祝品配布事業　卒業・入学の祝い H31年度は再度県委託、R2年度は

令

市単独実施した。
を該

和

当児童に記念品を贈る

 

。 3.入学祝品はかさ

3

、卒業記念品は角筒等

年

を配布する。
4.日本

度

スポーツ振興センター

（

災害共済給付事業　学

2

校 4.掛金の一部を市

年

が負担し、全員加入を

度

目指している
の管理下

実

における児童の災害に

施

対する災害共済給付金

分

。全国の小中学校の9

）

割以上の児童生徒が加

事

入してい
の給付事務を

務

行い、学校安全の普及

事

充実を図る る。保護者

業

は見舞金の給付を受け

目

る、市は損害賠償責
【

的

ＳＤＧｓ取り組み：３

評

、４】 任が生じた場合

価

の免責を受けられる。

表

1.各校の特色ある教

様

育活動を推進するため

式

の委託事業を実施した

1

。
R2年度に実施した

-

具体的な 2.中部小学

1

校で「働くこと」につ

記

いて、地域から話を聞

入

いたり体験活動を行っ

日

た。
事業の方法、手順

令

、指標に対す 3.卒業

和

記念品を購入し贈呈し

0

た。入学祝品は寄附さ

3

れた学童用傘を贈呈し

年

た。
る成果等 4.学校

1

の管理下で災害が発生

2

した際に、センターへ

月

給付金を請求し保護者

0

へ給付し
た。5月に加

8

入者名簿の更新と掛金

日

の支払を行った。

事務

１

事業を取り巻く状況は

事

過去と比べ変化してい

務

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

業

す指標）

スポーツ振興

の

センターの事務取扱い

現

の法的整備が必要とな

状

名称 単位
った。 ① 記念

　

品・祝品購入数 個
変 

Ｐ

化
② 小学校児童数 人

内

Ｌ

 容

対象(この事業の

Ａ

対象、範囲となる人、

Ｎ

物) (2)対象指標（

及

対象の大きさを表す指

び

標）

①小学校卒業生及

Ｄ

び次年度入学予定者 名

Ｏ

称 単位
②児童及び保護

事

者 ① 記念品・祝品配布

務

対象者数 人
② 災害共済

事

給付契約加入者数 人

目

業

的(この事業によって

名

上記対象をどのような

N

状態にしたいのか) (

o

3)成果指標（目的の

.

達成度を示す指標）

①

4

卒業、入学後の学校生

0

活等で活用してもらう

6

。 名称 単位
②児童の災

小

害に対して災害給付金

学

を支給する。 ① 記念品

校

・祝品を利用している

教

人数 人
② 災害共済給付

育

件数 件

結果(上位基本

活

事業の意図) (4)結

動

果の成果指標（上位基

事

本事業の成果指標）

安

業

心して生活でき、進ん

政

で学習できる環境をつ

策

くるとともに、規 名称

こ

単位
則正しく生活する

の

健康な体力づくりを行

事

う態度を育てる。 ① 教

務

育振興基本計画の施策

事

事業の達成率 ％
②

事務

業

事業の各種指標の実績

施

と見込及び目標

H31

策

年度 R2年度 R2年度

の

R3年度 R4年度 R5

位

年度 R6年度
指標 ＼

置

 年度 単位
実績値 計画

基

値 実績値 計画値 目標値

本

目標値 目標値
(1)の

事

① 個 1,339 1,3

業

42 1,289 1,2

主

47 1,202 1,1

管

68 1,136
活動指

課

標 ② 人 3,840 3,

名

738 3,738 3,

課

712 3,703 3,

長

672 3,657
(2

名

)の ① 人 1,339 1

こ

,342 1,289 1

の

,247 1,202 1

事

,168 1,136
対

務

象指標 ② 人 3,830

事

3,738 3,738

業

3,712 3,703

の

3,672 3,657

開

(3)の ① 人 1,33

始

9 1,342 1,28

時

9 1,287 1,27

期

3 1,239 1,20

事

5
成果指標 ② 件 237

務

240 164 240 2

区

40 240 240
(4

分

)の結果の ① ％ 68 7

法

2 53 63 67 71 7

定

3
成果指標 ②

予算費目

受

会計 01 一般会計 款

託

10 項 02 目 02

コス

事

ト 年度 H31年度 R2

務

年度 R2年度 R3年度

自

R4年度 R5年度 R6

治

年度
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

務

目標値
事業費(決算又

こ

は予算額)Ａ 単位 6,

の

772 4,011 3,

事

632 3,939 3,

務

894 4,076 4,

事

096

財
源
内
訳

 国庫

業

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 1

根

35 0 0 0 0 0 0
 地

拠

方債 千円 0 0 0 0 0 0

法

0
 その他 千円 1,6

令

96 1,673 1,6

事

47 1,650 1,6

業

35 1,622 1,6

の

15
 一般財源 千円 4

概

,941 2,338 1

要

,985 2,289 2

現

,259 2,454 2

在

,481
人件費Ｂ 千円

の

1,291.5 1,2

状

38.4 1,291.

況

5 1,291.5 1,

と

291.5 1,291

こ

.5 1,291.5
正

の

職員従事時間×人数 時

事

間×人 389× 1 37

務

3× 1 389× 1 38

事

9× 1 389× 1 38

業

9× 1 389× 1
正職

を

員以外の人件費 千円 0

行

0 0 0 0 0 0
その他の

う

費用Ｃ 千円 108 14

根

1 107 108 108

拠

108 108
トータル

ま

コストA+B+C 千円

た

8,171.5 5,3

は

90.4 5,030.

理

5 5,338.5 5,

由

293.5 5,475

R

.5 5,495.5
単

2

位あたりコスト ① 千円

年

/人 6.1 4 3.9 4

度

.3 4.4 4.7 4.

に

8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

実

(2)の対象指標）②

施

千円/人 2.1 1.4

し

1.3 1.4 1.4 1

た

.5 1.5

1

具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない
んか？

入学、卒業

業

の区切りに記念品、祝

名

品支給は必要である。

N

事業進展等による環境

o

変化 □ ある
設置する学

.

校において、事故等に

4

より児童に危害が生じ

0

た場合、適切
に伴い、

6

目的を見直す（目
その

小

理由 に対処できるよう

学

必要な措置を講じる必

校

要があるため。
的の追

教

加・拡充又は絞込）

必

育

要はありませんか？ ■

活

ない

有
効
性

 
今以上に

動

事業の成果を向上
災害

事

共済給付制度への加入

業

率を高める。
させる方

２

法を記入して下さ

い。

評

内　容
※(3)の成果

価

指標を向上させる

　こ

　

とはできますか？

入学

Ｃ

説明会でのパンフレッ

Ｈ

ト配布と説明
目的達成

Ｅ

状況 内　容

□民間への

Ｃ

一部委託 □民間への全

Ｋ

部委託
市関与の必要性

目

□指定管理 □補助金・

的

負担金助成 ■市の直営

妥

内　容
　（実施手法）

当

法による。

効
率
性

記念

性

品、祝品、災害共済給

こ

付金とも低コストで大

の

きな成果を得ることが

事

できて
事務事業の統廃

業

合により、
いるため統

の

廃合の必要はない。
事

必

業の効率化を図り、成

要

果
内　容

を向上させる

性

方法を記入し

て下さい

は

。

記念品は低価格のも

薄

の、祝品は寄附の物品

れ

を活用している。
現状

て

より事業費・人件費を

得

削減する方法を記入し

ら

て下

さい。（仕様の変

れ

更、外部 内　容
委託、

て

従事時間の削減等は

で

い

きないか？)

公
平
性

災

る

害共済掛金は法の定め

い

る範囲の中間値である

ま

。
■ ある ■ 現状で適正

せ

受益者負担はあります

ん

か？

また、受益者負担

か

割合は適 □ ない □ 検討

。

が必要 内　容
正ですか

十

？
□ 受益者がいない

３

分

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

な

Ｏ
Ｎ

他市町では、入学

成

時の記念品は廃止 黄色

果

傘は交通安全の徹底を

が

図る上で
事業実施上の

理

課題、住 している状況

　

である。 も必要である

由

ため継続していく。
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 対応策
と対応策

様

れ

々な教育活動を実施し

て

た。 継続して実施。
R

い

3年度の事業計画は前

ま

変　更
年度から変更・

す

追加は 前年度 ・
あるか

か

追　加

今後の事業・コ

？

スト・成果の方向性 今

得

後の事業の方向性、改

ら

革・改善案
※今年度か

れ

らの具体的な事業の進

て

め方、手段の見直し等

い

、各方向性の内容

　　

な

　　　　　　　□　拡

い

大 県の委託事業は、終

事

了したがキャリア教育

業

の充実を図
　　　　　

進

　　　　□　改善 って

展

いく。市単独分は校長

等

会業務委託に統合する

に

。
　　　　　　　　　

よ

■　現状維持
　　　　

る

　　　　　□　縮小
　

環

　　　　　　　　□　

境

統合
　　　　　　　　

変

　□　完了
　　　　　

化

　　　　□　廃止・休

あ

止
コストの方向性
　　

る

　　　　　　　→　維

に

持
成果の方向性
　　　

伴

　　　　　　→　維持

い

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 406 小学校教育活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

記念品、祝品とも有効に活用されている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

災害共済給付金制度は少ない掛金で加入することができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の趣旨からして対象を見直すことはで

様

きない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある １

1

００％近い加入率であ

-

り見直しの必要はない

2

。
に伴い、対象を見直

事

す（拡
その理由

大・縮

務

小）必要はありませ
■



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 355 小学校施設整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成２４年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

老朽化し大規模な改修が必要な校舎、人に優しいまち 建築後20年を越える学校が多くなり、施設の長寿命化
づくり条例に則した改修が必要な校舎、その他施設の が必要のため。また、教育環境の変化に適した施設整
大規模な改修が必要な校舎等に関して、工事等を実施 備が必要のため。
する。
[SDGs:4］

策定した事業計画に則してを三吉小学校管理棟増築工事設計業務委託を実施した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活

令

動量を表す指標）

税収

和

減により短期間での大

 

規模改修が困難になっ

3

ている。 名称 単位
① 大

年

規模改修工事実施小学

度

校数 校
変 化

②
内 容

（

対象(この事業の対象

2

、範囲となる人、物)

年

(2)対象指標（対象

度

の大きさを表す指標）

実

建築後概ね２０年以上

施

経過し老朽化が著しい

分

校舎等 名称 単位
① 大規

）

模改修工事が必要な小

事

学校数 校
②

目的(この

務

事業によって上記対象

事

をどのような状態にし

業

たいのか) (3)成果

目

指標（目的の達成度を

的

示す指標）

教育環境を

評

確保及び向上する 名称

価

単位
① 学習環境が整っ

表

ている小学校数 校
②

結

様

果(上位基本事業の意

式

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

-

成果指標）

安心して生

1

活でき、進んで学習で

記

きる環境をつくる 名称

入

単位
① 教育基本計画に

日

おける重点施策の達成

令

率 ％
②

事務事業の各種

和

指標の実績と見込及び

0

目標

H31年度 R2年

3

度 R2年度 R3年度 R

年

4年度 R5年度 R6年

1

度
指標 ＼ 年度 単位

2

実績値 計画値 実績値 計

月

画値 目標値 目標値 目標

0

値
(1)の ① 校 1 0 1

8

1 0 0
活動指標 ②
(2

日

)の ① 校 4 4 4 4 4 3

１

3
対象指標 ②
(3)の

事

① 校 8 8 8 8 8 8 8
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① ％ 50 50 50 5

業

0 50 62 62
成果指

の

標 ②
予算費目 会計 01

現

 一般会計 款 10 項 0

状

2 目 03

コスト 年度 H

　

31年度 R2年度 R2

Ｐ

年度 R3年度 R4年度

Ｌ

R5年度 R6年度
実績

Ａ

値 計画値 実績値 計画値

Ｎ

目標値 目標値 目標値
事

及

業費(決算又は予算額

び

)Ａ 単位 488,86

Ｄ

8 17,170 500

Ｏ

,863 29,136

事

726,626 70,

務

000 15,000

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

業

円 59,012 0 12

名

7,775 0 102,

N

796 35,000 0

o

 県支出金 千円 0 0 0

.

0 0 0 0
 地方債 千円

3

83,200 0 0 0 2

5

80,000 15,0

5

00 0
 その他 千円 1

小

51,120 0 0 0 2

学

80,000 15,0

校

00 0
 一般財源 千円

施

195,536 17,

設

170 373,088

整

29,136 63,8

備

30 5,000 15,

事

000
人件費Ｂ 千円 5

業

,146 5,146 5

政

,146 5,146 5

策

,146 5,146 5

こ

,146
正職員従事時

の

間×人数 時間×人 1,

事

550× 1 1,550

務

× 1 1,550× 1 1

事

,550× 1 1,55

業

0× 1 1,550× 1

施

1,550× 1
正職員

策

以外の人件費 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
その他の費

位

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
トータルコストA+

基

B+C 千円 494,0

本

14 22,316 50

事

6,009 34,28

業

2 731,772 75

主

,146 20,146

管

単位あたりコスト ① 千

課

円/校 123,503

名

.5 5,579 126

課

,502.3 8,57

長

0.5 182,943

名

25,048.7 6,

こ

715.3
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

事

指標）② 千円/ 0 0 0

務

0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

あれば施設や設備の改

業

修等は
事業進展等によ

名

る環境変化 □ ある
必要

N

なため。
に伴い、目的

o

を見直す（目
その理由

.

的の追加・拡充又は絞

3

込）

必要はありません

5

か？ ■ ない

有
効
性

策定

5

した事業計画に則して

小

計画的に実施している

学

ため、一挙に事業の成

校

果は向
今以上に事業の

施

成果を向上
上しない。

設

させる方法を記入して

整

下さ

い。 内　容
※(3

備

)の成果指標を向上さ

事

せる

　ことはできます

業

か？

５０％達成できて

２

いる。
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 □民間への全部委託

　

市関与の必要性 □指定

Ｃ

管理 □補助金・負担金

Ｈ

助成 ■市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 必要な

Ｃ

建物改修等は建物設置

Ｋ

者である市が行う。

効

目

率
性

類似事業が無いた

的

め統廃合はできない。

妥

事務事業の統廃合によ

当

り、

事業の効率化を図

性

り、成果
内　容

を向上

こ

させる方法を記入し

て

の

下さい。

改修内容につ

事

いて精査し、出来る限

業

り事業費を削減する。

の

現状より事業費・人件

必

費を

削減する方法を記

要

入して下

さい。（仕様

性

の変更、外部 内　容
委

は

託、従事時間の削減等

薄

は

できないか？)

公
平

れ

性

直接的な受益者がい

て

ない。
□ ある □ 現状で

得

適正
受益者負担はあり

ら

ますか？

また、受益者

れ

負担割合は適 □ ない □

て

検討が必要 内　容
正で

い

すか？
■ 受益者がいな

る

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

い

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設を維持し

ま

ていくために大規模な

せ

国の補助金を積極的に

ん

要望していく
事業実施

か

上の課題、住 改修が必

。

要だが、多くの予算を

十

要す 。
民・議会等から

分

の意見 意　見 る。 対応

な

策
と対応策

三吉小学校

成

管理棟増築工事設計業

果

務 事業計画に則して計

が

画的に実施する
R3年

理

度の事業計画は前 変　

　

更
委託を実施。 ため変

由

更・追加は特になし。

得

年度から変更・追加は

ら

前年度 ・
Ｒ３年度は三

れ

吉小学校大規模改修（

て

あるか 追　加
２期）工

い

事を実施。

今後の事業

ま

・コスト・成果の方向

す

性 今後の事業の方向性

か

、改革・改善案
※今年

？

度からの具体的な事業

得

の進め方、手段の見直

ら

し等、各方向性の内容

れ

　　　　　　　　　■

て

　拡大 建築後20年を

い

越える学校が多くなり

な

、施設の長寿命化
　　

い

　　　　　　　□　改

事

善 のための改修を実施

業

する。また、教育環境

進

の変化に適
　　　　　

展

　　　　□　現状維持

等

した施設整備を実施す

に

る。
　　　　　　　　

よ

　□　縮小
　　　　　

る

　　　　□　統合
　　

環

　　　　　　　□　完

境

了
　　　　　　　　　

変

□　廃止・休止
コスト

化

の方向性
　　　　　　

あ

　　　↑　増加
成果の

る

方向性
　　　　　　　

に

　　↑　増加

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 355 小学校施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

校舎等の長期運用のため計画的に建物を全面的に改修する必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要があるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

策定した事業計画に則して計画的に大規模改修を実施する必要がある

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある ため。

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

環境が変化しても

務

経年劣化や機能不足が



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 408 中学校保健推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校保健安全法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

学校保健安全法の規定により、児童と教職員の健康診 生徒及び教職員の健康診断は、学校保健安全法に定め
断を実施する。 られており、健康診断を実施することで、生徒及び教
 職員の健康管理に努めることができる。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：３、４】 事業の対象となる生徒数が、今後減少傾向にある。

過重労働による脳・心疾患の患者の労災件数が全国的
に年間300件以上発生し、自殺者も年間３万人を超え
ている。本市においても精神的疾患の教職員が増加し
ており、こうした教職員の増加を未然に防ぐため、教
職員の秘密が守られる環境でカウ

令

ンセリングが受けら
れ

和

る環境づくりを推進す

 

る必要がある。
・生徒

3

の健康診断については

年

、新型コロナウイルス

度

感染症拡大防止による

（

休業措置
R2年度に実

2

施した具体的な のため

年

６月中に実施できず、

度

１１月末までに実施し

実

た。
事業の方法、手順

施

、指標に対す ・教職員

分

の健康診断については

）

、年度当初に計画し、

事

７月～８月中に実施し

務

た。
る成果等 ・学校保

事

健の推進を図る目的で

業

、学校保健推進委員会

目

を実施した。
・生徒の

的

結核対策のため、結核

評

対策委員会を実施した

価

。

事務事業を取り巻く

表

状況は過去と比べ変化

様

しているか (1)活動

式

指標（事務事業の活動

1

量を表す指標）

令和３

-

年度も引き続き、新型

1

コロナウイルス感染症

記

拡大防 名称 単位
止対策

入

をしていく必要がある

日

。 ① 生徒の健康診断検

令

査項目数 項目
変 化

②

和

結核対策委員会の実施

0

回数 回
内 容

対象(こ

3

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

1

象指標（対象の大きさ

2

を表す指標）

中学校の

月

生徒 名称 単位
中学校の

0

教職員 ① 生徒数 人
② 中

8

学校教職員数 人

目的(

日

この事業によって上記

１

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

務

成果指標（目的の達成

事

度を示す指標）

生徒及

業

び教職員の健康の保持

の

増進を図る。 名称 単位

現

健康診断結果に基づき

状

、疾病の予防措置を行

　

う。 ① 受診した生徒の

Ｐ

割合 ％
② 受診した教職

Ｌ

員の割合 ％

結果(上位

Ａ

基本事業の意図) (4

Ｎ

)結果の成果指標（上

及

位基本事業の成果指標

び

）

安心して生活でき、

Ｄ

進んで学習できる環境

Ｏ

をつくるとともに、規

事

名称 単位
則正しく生活

務

する健康な体力づくり

事

を行う態度を育てる。

業

① 体力テストの県平均

名

以上の種目の割合 ％
②

N

肥満度の全国平均を下

o

回った学年の割合 ％

事

.

務事業の各種指標の実

4

績と見込及び目標

H3

0

1年度 R2年度 R2年

8

度 R3年度 R4年度 R

中

5年度 R6年度
指標 

学

＼ 年度 単位
実績値 計

校

画値 実績値 計画値 目標

保

値 目標値 目標値
(1)

健

の ① 項目 12 12 12

推

12 12 12 12
活動

進

指標 ② 回 1 1 1 1 1 1

事

1
(2)の ① 人 1,9

業

19 1,892 1,8

政

92 1,936 1,9

策

11 1,835 1,8

こ

07
対象指標 ② 人 13

の

6 134 132 135

事

135 135 135
(

務

3)の ① ％ 100 10

事

0 100 100 100

業

100 100
成果指標

施

② ％ 100 100 10

策

0 100 100 100

の

100
(4)の結果の

位

① ％ 67 80 ー 80 8

置

0 80 80
成果指標 ②

基

％ 77 85 45 60 9

本

0 70 80
予算費目 会

事

計 01 一般会計 款 1

業

0 項 03 目 01

コスト

主

年度 H31年度 R2年

管

度 R2年度 R3年度 R

課

4年度 R5年度 R6年

名

度
実績値 計画値 実績値

課

計画値 目標値 目標値 目

長

標値
事業費(決算又は

名

予算額)Ａ 単位 14,

こ

583 16,224 1

の

3,011 16,39

事

2 16,367 15,

務

538 15,480

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

開

0 0
 地方債 千円 0 0

始

0 0 0 0 0
 その他 千

時

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

期

般財源 千円 14,58

事

3 16,224 13,

務

011 16,392 1

区

6,367 15,53

分

8 15,480
人件費

法

Ｂ 千円 2,490 3,

定

187.2 2,739

受

2,490 2,490

託

2,490 2,490

事

正職員従事時間×人数

務

時間×人 750× 1 9

自

60× 1 825× 1 7

治

50× 1 750× 1 7

事

50× 1 750× 1
正

務

職員以外の人件費 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
その他

の

の費用Ｃ 千円 96 20

事

2 95 95 95 95 9

務

5
トータルコストA+

事

B+C 千円 17,16

業

9 19,613.2 1

の

5,845 18,97

根

7 18,952 18,

拠

123 18,065
単

法

位あたりコスト ① 千円

令

/人 8.9 10.4 8

事

.4 9.8 9.9 9.

業

9 10
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

の

ﾄ/(2)の対象指標

概

）② 千円/人 126.

要

2 146.4 120 1

現

40.6 140.4 1

在

34.2 133.8

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

応じて、オプションで

業

検査
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
項目を

N

追加することもできる

o

ため。
に伴い、目的を

.

見直す（目
その理由

的

4

の追加・拡充又は絞込

0

）

必要はありませんか

8

？ ■ ない

有
効
性

保健指

中

導の充実。具体的には

学

、学級指導の時間の活

校

用、集会活動により健

保

康教
今以上に事業の成

健

果を向上
育の充実。養

推

護教諭による個別相談

進

の実施。
させる方法を

事

記入して下さ

い。 内　

業

容
※(3)の成果指標

２

を向上させる

　ことは

評

できますか？

概ね達成

価

できている。
目的達成

　

状況 内　容

■民間への

Ｃ

一部委託 □民間への全

Ｈ

部委託
市関与の必要性

Ｅ

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 ■市の直営

Ｋ

内　容
　（実施手法）

目

治癒証明書の作成を委

的

託している。

効
率
性

類

妥

似事業がないため、統

当

廃合ができない。
事務

性

事業の統廃合により、

こ

事業の効率化を図り、

の

成果
内　容

を向上させ

事

る方法を記入し

て下さ

業

い。

豊田加茂医師会を

の

締結している契約書に

必

基づいて報酬等を支払

要

っているため、
現状よ

性

り事業費・人件費を
削

は

減することは難しい。

薄

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

得

従事時間の削減等は

で

ら

きないか？)

公
平
性

直

れ

接的な受益者はいない

て

ため
□ ある □ 現状で適

い

正
受益者負担はありま

る

すか？

また、受益者負

い

担割合は適 □ ない □ 検

ま

討が必要 内　容
正です

せ

か？
■ 受益者がいない

ん

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

か

Ｉ
Ｏ
Ｎ

治癒証明委託料

。

について、豊田加茂 多

十

忙化解消に向けた取組

分

みを進めな
事業実施上

な

の課題、住 医師会以外

成

の病院にかかる生徒が

果

増 がら、教職員の健康

が

管理に資するた
民・議

理

会等からの意見 意　見

　

加している。そのため

由

治癒証明書料 対応策 め

得

、今後も事業を継続す

ら

る。
と対応策 の保護者

れ

負担に対して、公費対

て

応の
要求が出ている。

い

生徒と教職員の健康診

ま

断を実施する ・教職員

す

保健管理費を追加し、

か

教職
R3年度の事業計

？

画は前 変　更
員の健康

得

の保持増進を図る
年度

ら

から変更・追加は 前年

れ

度 ・
・生徒健康診断用

て

器具の滅菌を業務
ある

い

か 追　加
委託し、安全

な

に健康診断を行う

今後

い

の事業・コスト・成果

事

の方向性 今後の事業の

業

方向性、改革・改善案

進

※今年度からの具体的

展

な事業の進め方、手段

等

の見直し等、各方向性

に

の内容

　　　　　　　

よ

　　■　拡大 多忙化解

る

消に向けた取組みを進

環

めながら、教職員の健

境

　　　　　　　　　□

変

　改善 康管理に資する

化

ため、今後も事業を継

あ

続する。また、
　　　

る

　　　　　　□　現状

に

維持 令和３年度より生

伴

徒健康診断器具の滅菌

い

を業務委託す
　　　　

、

　　　　　□　縮小 る

対

。
　　　　　　　　　

象

□　統合
　　　　　　

を

　　　□　完了
　　　

見

　　　　　　□　廃止

直

・休止
コストの方向性

す

　　　　　　　　　→

（

　維持
成果の方向性
　

拡

　　　　　　　　→　

そ

維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 408 中学校保健推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

受診率も高く、児童及び教職員の健康の保持増進を図れてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

るため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

学校保健安全法に基づいて行っているため、対象を見直すことはでき
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある ないため。
に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

現状でも健康診断の

務

項目数は多く、必要に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 358 中学校管理備品等整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 各学校設置より 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 無し

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

各学校からの希望をもとに学校教育に必要な消耗品・ 児童生徒の学習環境整備を図るため。
備品を整備していきます。 児童・生徒数の増加により、より多くの備品が必要と
機器類の経年劣化に対応した計画的な更新を必要とす なっている。
る。 備品・消耗品の対応年数経過の備品等が多く、近年、
[SDGs:4］ 機能停止等の発生により学校運営に支障をきたす事態

が発生しており、計画的に備品、消耗品の更新をおこ
ない、学校運営に支障の無いようにする必要がある。

各学校に対し、備品等の必要調査を行い、内容を精査し備品等を購

令

入し、学校環境
R2年

和

度に実施した具体的な

 

の整備を行った。
事業

3

の方法、手順、指標に

年

対す
る成果等

事務事業

度

を取り巻く状況は過去

（

と比べ変化しているか

2

(1)活動指標（事務

年

事業の活動量を表す指

度

標）

生徒の増減、機器

実

の摩耗等、よりよい備

施

品等の更新が必要 名称

分

単位
となっている ① 購

）

入した管理用備品数 台

事

変 化
②

内 容

対象(

務

この事業の対象、範囲

事

となる人、物) (2)

業

対象指標（対象の大き

目

さを表す指標）

市内中

的

学校 名称 単位
① 市内中

評

学校数 校
②

目的(この

価

事業によって上記対象

表

をどのような状態にし

様

たいのか) (3)成果

式

指標（目的の達成度を

1

示す指標）

学校に必要

-

な管理用備品等を購入

1

し、教育環境を整備す

記

る 名称 単位
① 備品等の

入

納入があった学校 校
②

日

結果(上位基本事業の

令

意図) (4)結果の成

和

果指標（上位基本事業

0

の成果指標）

安心して

3

生活でき、進んで学習

年

できる環境をつくる 名

1

称 単位
① 教育基本計画

2

の重点施策達成率 ％
②

月

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

H

8

31年度 R2年度 R2

日

年度 R3年度 R4年度

１

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① 台 10 10 10

の

10 10 10 10
活動

現

指標 ②
(2)の ① 校 4

状

4 4 4 4 4 4
対象指標

　

②
(3)の ① 校 4 4 4

Ｐ

4 4 4 4
成果指標 ②

(

Ｌ

4)の結果の ① ％ 68

Ａ

72 53 63 67 71

Ｎ

73
成果指標 ②

予算費

及

目 会計 01 一般会計

び

款 10 項 03 目 01

コ

Ｄ

スト 年度 H31年度 R

Ｏ

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

務

6年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

名

又は予算額)Ａ 単位 2

N

,032 4,985 4

o

,556 1,300 9

.

68 1,741 1,5

3

89

財
源
内
訳

 国庫支

5

出金 千円 0 0 0 0 0 0

8

0
 県支出金 千円 0 0

中

0 0 0 0 0
 地方債 千

学

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

校

の他 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
 一般財源 千円 2,

理

032 4,985 4,

備

556 1,300 96

品

8 1,741 1,58

等

9
人件費Ｂ 千円 1,1

整

28.8 1,128.

備

8 1,128.8 1,

事

128.8 1,128

業

.8 1,128.8 0

政

正職員従事時間×人数

策

時間×人 340× 1 3

こ

40× 1 340× 1 3

の

40× 1 340× 1 3

事

40× 1 0× 0
正職員

務

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

業

用Ｃ 千円 61 61 0 6

施

1 61 61 0
トータル

策

コストA+B+C 千円

の

3,221.8 6,1

位

74.8 5,684.

置

8 2,489.8 2,

基

157.8 2,930

本

.8 1,589
単位あ

事

たりコスト ① 千円/校

業

805.5 1,543

主

.7 1,421.2 6

管

22.5 539.5 7

課

32.7 397.3
（

名

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

課

)の対象指標）② 千円

長

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

鑑みると、環境変化に

業

伴って目的は左右され

名

ないため、見
事業進展

N

等による環境変化 ■ あ

o

る
直しは必要ないもの

.

とする。
に伴い、目的

3

を見直す（目
その理由

5

的の追加・拡充又は絞

8

込）

必要はありません

中

か？ □ ない

有
効
性

現状

学

で成果を満たしている

校

今以上に事業の成果を

管

向上

させる方法を記入

理

して下さ

い。 内　容
※

備

(3)の成果指標を向

品

上させる

　ことはでき

等

ますか？

目的は達成し

整

ている
目的達成状況 内

備

　容

□民間への一部委

事

託 □民間への全部委託

業

市関与の必要性 □指定

２

管理 □補助金・負担金

評

助成 ■市の直営
内　容

価

　（実施手法） 引き続

　

き、要望を精査し、備

Ｃ

品の購入に努める

効
率

Ｈ

性

事業内容を鑑みると

Ｅ

、統廃合による事業の

Ｃ

効率化又は成果の向上

Ｋ

は難しい。
事務事業の

目

統廃合により、

事業の

的

効率化を図り、成果
内

妥

　容
を向上させる方法

当

を記入し

て下さい。

事

性

務内容を鑑みると、削

こ

減は難しい。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

事

する方法を記入して下

業

さい。（仕様の変更、

の

外部 内　容
委託、従事

必

時間の削減等は

できな

要

いか？)

公
平
性

特にな

性

し。
□ ある □ 現状で適

は

正
受益者負担はありま

薄

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

得

か？
■ 受益者がいない

ら

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

老朽化等により

て

、学校から毎年度多 限

い

られた予算の中で、優

る

先順にをつ
事業実施上

い

の課題、住 くの購入希

ま

望が寄せられている。

せ

けて対応いていく、
民

ん

・議会等からの意見 意

か

　見 対応策
と対応策

各

。

学校に対し、備品等の

十

必要調査を 継続して実

分

施するため、前年度と

な

同
R3年度の事業計画

成

は前 変　更
行い、内容

果

を精査し備品等を購入

が

し 様・同規模で実施。

理

年度から変更・追加は

　

前年度 ・
、学校環境の

由

整備を行った。
あるか

得

追　加

今後の事業・コ

ら

スト・成果の方向性 今

れ

後の事業の方向性、改

て

革・改善案
※今年度か

い

らの具体的な事業の進

ま

め方、手段の見直し等

す

、各方向性の内容

　　

か

　　　　　　　□　拡

？

大 機器類の経年劣化に

得

より、学校運営に支障

ら

のないよう
　　　　　

れ

　　　　□　改善 に計

て

画的な更新をおこなう

い

。
　　　　　　　　　

な

■　現状維持
　　　　

い

　　　　　□　縮小
　

事

　　　　　　　　□　

業

統合
　　　　　　　　

進

　□　完了
　　　　　

展

　　　　□　廃止・休

等

止
コストの方向性
　　

に

　　　　　　　↓　減

よ

少
成果の方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 358 中学校管理備品等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

学校からの備品等の要望は毎年あり、事業の継続が求められ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業内容を鑑みると、環境変化に伴って目的は左右されないた

様

め、見
事業進展等によ

式

る環境変化
■ ある 直し

1

は必要ないものとする

-

。
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
□

務

ない
んか？

事業内容を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 359 中学校管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 各学校開始から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

義務教育施設として中学校を管理していくのに必要と 施設、設備等の経年劣化により、順次計画的な設備の
なる基本的な施設、設備の改修及び整備等を図り、教 取替を実施する必要がある。特に、校舎等の劣化し消
育環境の保全・充実を図る。 耗した屋根防水の改修や設置後２０年を超えた修繕部
[SDGs:4］ 品の調達が困難な機器類の取替を計画的に行う必要が

ある。

中学校を管理運営していくのに必要となる消耗品・備品の購入、修繕、施設管理委
R2年度に実施した具体的な 託、賃借、改修工事等を実施した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成

令

果等

事務事業を取り巻

和

く状況は過去と比べ変

 

化しているか (1)活

3

動指標（事務事業の活

年

動量を表す指標）

多様

度

な教育形態に対応でき

（

る学校運営が求められ

2

ている。 名称 単位
① 各

年

種業務委託件数 件
変 

度

化
② 各種工事実施件数

実

件
内 容

対象(この事

施

業の対象、範囲となる

分

人、物) (2)対象指

）

標（対象の大きさを表

事

す指標）

市立の中学校

務

名称 単位
① 市立の中学

事

校数 校
②

目的(この事

業

業によって上記対象を

目

どのような状態にした

的

いのか) (3)成果指

評

標（目的の達成度を示

価

す指標）

教育環境を確

表

保する 名称 単位
① 学校

様

運営を行っている中学

式

校数 校
②

結果(上位基

1

本事業の意図) (4)

-

結果の成果指標（上位

1

基本事業の成果指標）

記

安心して生活でき、進

入

んで学習できる環境を

日

つくる 名称 単位
① 教育

令

基本計画における重点

和

施策の達成率 ％
②

事務

0

事業の各種指標の実績

3

と見込及び目標

H31

年

年度 R2年度 R2年度

1

R3年度 R4年度 R5

2

年度 R6年度
指標 ＼

月

 年度 単位
実績値 計画

0

値 実績値 計画値 目標値

8

目標値 目標値
(1)の

日

① 件 10 10 7 7 7 7

１

7
活動指標 ② 件 1 1 1

事

1 1 1 1
(2)の ① 校

務

4 4 4 4 4 4 4
対象指

事

標 ②
(3)の ① 校 4 4

業

4 4 4 4 4
成果指標 ②

の

(4)の結果の ① ％ 9

現

5 95 95 95 95 9

状

5 95
成果指標 ②

予算

　

費目 会計 01 一般会

Ｐ

計 款 10 項 03 目 01

Ｌ

コスト 年度 H31年度

Ａ

R2年度 R2年度 R3

Ｎ

年度 R4年度 R5年度

及

R6年度
実績値 計画値

び

実績値 計画値 目標値 目

Ｄ

標値 目標値
事業費(決

Ｏ

算又は予算額)Ａ 単位

事

48,531 54,8

務

43 54,489 44

事

,689 51,338

業

52,453 50,0

名

37

財
源
内
訳

 国庫支

N

出金 千円 0 0 0 0 0 0

o

0
 県支出金 千円 0 0

.

0 0 0 0 0
 地方債 千

3

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

5

の他 千円 0 0 0 0 0 0

9

0
 一般財源 千円 48

中

,531 54,843

学

54,489 44,6

校

89 51,338 52

管

,453 50,037

理

人件費Ｂ 千円 2,96

事

8.1 2,968.1

業

2,968.1 2,9

政

68.1 2,968.

策

1 2,968.1 2,

こ

968.1
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 8

事

94× 1 894× 1 8

務

94× 1 894× 1 8

事

94× 1 894× 1 8

業

94× 1
正職員以外の

施

人件費 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
その他の費用Ｃ 千

の

円 747 747 0 74

位

7 747 747 0
トー

置

タルコストA+B+C

基

千円 52,246.1

本

58,558.1 57

事

,457.1 48,4

業

04.1 55,053

主

.1 56,168.1

管

53,005.1
単位

課

あたりコスト ① 千円/

名

校 13,061.5 1

課

4,639.5 14,

長

364.3 12,10

名

1 13,763.3 1

こ

4,042 13,25

の

1.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

務

）② 千円/ 0 0 0 0 0

事

0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ば施設や設備の改修等

業

は必要なた
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

め。
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

3

必要はありませんか？

5

■ ない

有
効
性

対象指標

9

となる中学校は全て成

中

果指標に含まれており

学

、これ以上成果指標を

校

向
今以上に事業の成果

管

を向上
上させられない

理

。
させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

施設、設備の適

価

切な改修及び整備等に

　

より、教育環境の保全

Ｃ

・充実が図れてい
目的

Ｈ

達成状況 内　容 る。

□

Ｅ

民間への一部委託 □民

Ｃ

間への全部委託
市関与

Ｋ

の必要性 □指定管理 □

目

補助金・負担金助成 ■

的

市の直営
内　容

　（実

妥

施手法） 必要な建物改

当

修等は建物設置者であ

性

る市が行う。

効
率
性

類

こ

似事業が無いため統廃

の

合はできない。
事務事

事

業の統廃合により、

事

業

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

必

方法を記入し

て下さい

要

。

改修内容について精

性

査し、出来る限り事業

は

費を削減する。
現状よ

薄

り事業費・人件費を

削

れ

減する方法を記入して

て

下

さい。（仕様の変更

得

、外部 内　容
委託、従

ら

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

直接

て

的な受益者がいない。

い

□ ある □ 現状で適正
受

る

益者負担はありますか

い

？

また、受益者負担割

ま

合は適 □ ない □ 検討が

せ

必要 内　容
正ですか？

ん

■ 受益者がいない

３
改

か

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

。

Ｎ

学校運営が円滑にで

十

きるように、施 限られ

分

た予算の中で優先順位

な

をつけ
事業実施上の課

成

題、住 設に対し学校か

果

ら多くの要望が寄せ て

が

対応していく。
民・議

理

会等からの意見 意　見

　

られている。 対応策
と

由

対応策

必要な消耗品、

得

備品の購入、施設管 例

ら

年同様に、限られた予

れ

算の中で必
R3年度の

て

事業計画は前 変　更
理

い

委託、賃借、修繕・改

ま

修工事等の 要な建物改

す

修や備品購入をするた

か

め
年度から変更・追加

？

は 前年度 ・
実施。 、事

得

業としての大きな変更

ら

・追加は
あるか 追　加

れ

特になし。

今後の事業

て

・コスト・成果の方向

い

性 今後の事業の方向性

な

、改革・改善案
※今年

い

度からの具体的な事業

事

の進め方、手段の見直

業

し等、各方向性の内容

進

　　　　　　　　　□

展

　拡大 学校施設の経年

等

に伴い、施設の維持管

に

理費が毎年必要
　　　

よ

　　　　　　□　改善

る

となる。
　　　　　　

環

　　　■　現状維持 広

境

域避難所としての機能

変

の充実が求められる。

化

　　　　　　　　　□

あ

　縮小 保守点検等の委

る

託について、現在点検

に

項目ごととなっ
　　　

伴

　　　　　　□　統合

い

ている契約を総合的に

、

保守点検できるように

対

まとめて
　　　　　　

象

　　　□　完了 いきた

を

い。
　　　　　　　　

見

　□　廃止・休止 令和

直

６年度から新しいネッ

す

トワーク機器のリース

（

が始
コストの方向性 ま

拡

るため、令和５年度中

そ

に機器の選定等（プロ

の

ポーザ
　　　　　　　

理

　　↑　増加 ル方式に

由

するのか通常の入札方

大

式にするのかも含む）

・

成果の方向性 を行う必

縮

要がある。
　　　　　

小

　　　　→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 359 中学校管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

施設、設備の改修及び整備等により、教育環境の保全・充実
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を図れているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

施設、設備の経年劣化により、計画的な改修及び整備等を実施する必
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある 要があるため。

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

環境が変化し

務

ても経年劣化等があれ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 409 中学校教科書・指導書整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和４３年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法第５条及び第３４条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

中学校の授業・指導・研究等に必要となる教師用の教 生徒用の教科書は国から無償給与されるが、教師用は
科書・指導書を購入する。 すべて有償購入となる。原則として全教科の教科書・
 指導書1セットを整備し、年度の始めに、クラス増・
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 教員増等の理由により不足する分を購入する。教科書

が４年ごとに改訂されるため、その年は全クラス分の
教科書・指導書を購入する。また、改訂に合わせて教
材を整備する。教科書・指導書・教材は授業に欠かせ
ないものであり、必

令

要冊数を購入できる予

和

算を計上す
る必要があ

 

る

教科担任増に伴い不

3

足する教師用教科書及

年

び指導書を購入した。

度

R2年度に実施した具

（

体的な
事業の方法、手

2

順、指標に対す
る成果

年

等

事務事業を取り巻く

度

状況は過去と比べ変化

実

しているか (1)活動

施

指標（事務事業の活動

分

量を表す指標）

令和３

）

年度は中学校教科書の

事

改訂に伴い、すべての

務

教科書 名称 単位
及び指

事

導書を購入する必要が

業

ある。 ① 教科書購入数

目

冊
変 化

② 指導書購入

的

数 冊
内 容

対象(この

評

事業の対象、範囲とな

価

る人、物) (2)対象

表

指標（対象の大きさを

様

表す指標）

中学校教員

式

名称 単位
① 中学校教員

1

数 人
②

目的(この事業

-

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

記

のか) (3)成果指標

入

（目的の達成度を示す

日

指標）

授業や研究に活

令

用し、適切な学習指導

和

を行う。 名称 単位
① 授

0

業に活用している教員

3

の割合 ％
② 教科書・指

年

導書が必要な科目数 科

1

目

結果(上位基本事業

2

の意図) (4)結果の

月

成果指標（上位基本事

0

業の成果指標）

安心し

8

て生活でき、進んで学

日

習できる環境をつくる

１

とともに、規 名称 単位

事

則正しく生活する健康

務

な体力づくりを行う態

事

度を育てる。 ① 教育基

業

本計画における施策事

の

業の達成率 ％
②

事務事

現

業の各種指標の実績と

状

見込及び目標

H31年

　

度 R2年度 R2年度 R

Ｐ

3年度 R4年度 R5年

Ｌ

度 R6年度
指標 ＼ 

Ａ

年度 単位
実績値 計画値

Ｎ

実績値 計画値 目標値 目

及

標値 目標値
(1)の ①

び

冊 110 0 0 516 5

Ｄ

2 18 0
活動指標 ② 冊

Ｏ

130 2 0 515 15

事

9 56 0
(2)の ① 人

務

136 134 132 1

事

35 135 135 13

業

5
対象指標 ②
(3)の

名

① ％ 100 100 10

N

0 100 100 100

o

100
成果指標 ② 科目

.

16 16 16 16 16

4

16 16
(4)の結果

0

の ① ％ 68 72 53 6

9

3 67 71 73
成果指

中

標 ②
予算費目 会計 01

学

 一般会計 款 10 項 0

校

3 目 01

コスト 年度 H

教

31年度 R2年度 R2

科

年度 R3年度 R4年度

書

R5年度 R6年度
実績

・

値 計画値 実績値 計画値

指

目標値 目標値 目標値
事

導

業費(決算又は予算額

書

)Ａ 単位 3,075 2

整

94 95 8,475 1

備

,533 1,189 6

事

6

財
源
内
訳

 国庫支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 県支出金 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
 地方債 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
 その

の

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 3,0

務

75 294 95 8,4

事

75 1,533 1,1

業

89 66
人件費Ｂ 千円

施

713.8 2,241

策

713.8 713.8

の

713.8 713.8

位

713.8
正職員従事

置

時間×人数 時間×人 2

基

15× 1 675× 1 2

本

15× 1 215× 1 2

事

15× 1 215× 1 2

業

15× 1
正職員以外の

主

人件費 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
その他の費用Ｃ 千

課

円 79 70 79 79 7

名

9 79 79
トータルコ

課

ストA+B+C 千円 3

長

,867.8 2,60

名

5 887.8 9,26

こ

7.8 2,325.8

の

1,981.8 858

事

.8
単位あたりコスト

務

① 千円/人 28.4 1

事

9.4 6.7 68.7

業

17.2 14.7 6.

の

4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

開

(2)の対象指標）②

始

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

時

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

？

今後も適切な学習指

業

導は必要であり、目的

名

を見直すことはできな

N

い。
事業進展等による

o

環境変化 □ ある
に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

4

の理由
的の追加・拡充

0

又は絞込）

必要はあり

9

ませんか？ ■ ない

有
効

中

性

市内のみでならず他

学

市町村の先進的な指導

校

方法を学ぶ他、研修に

教

参加し、さら
今以上に

科

事業の成果を向上
なる

書

学習指導の向上を図る

・

。
させる方法を記入し

指

て下さ

い。 内　容
※(

導

3)の成果指標を向上

書

させる

　ことはできま

整

すか？

すべての教員が

備

教科書及び指導書を使

事

い、適切な学習指導を

業

行っており、おお
目的

２

達成状況 内　容 むね達

評

成できている。

□民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 ■市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 市で中学校教師用

Ｋ

教科書及び指導書を購

目

入し、各教科担任に配

的

布する。

効
率
性

対象及

妥

び目的が同じ事業はな

当

く、統廃合はできない

性

。
事務事業の統廃合に

こ

より、
 

事業の効率化

の

を図り、成果
内　容

を

事

向上させる方法を記入

業

し

て下さい。

教科書改

の

訂後は、教科担任の増

必

減による教科書及び指

要

導書の過不足を学校間

性

で
現状より事業費・人

は

件費を
調整し、必要最

薄

小限の購入としている

れ

。
削減する方法を記入

て

して下

さい。（仕様の

得

変更、外部 内　容
委託

ら

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

学校教育法に基づき、

い

学校設置者は設置する

る

学校
□ ある ■ 現状で適

い

正
受益者負担はありま

ま

すか？ を管理し、学校

せ

の経費を負担する必要

ん

がある。
また、受益者

か

負担割合は適 ■ ない □

。

検討が必要 内　容
正で

十

すか？
□ 受益者がいな

分

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

な

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

教科書・指導

成

書は必ず必要となるも

果

教科書・指導書の購入

が

について、在
事業実施

理

上の課題、住 のであり

　

、改訂年度以外は不足

由

分の 庫分を学校間で調

得

整し、購入は最小
民・

ら

議会等からの意見 意　

れ

見 み購入しているが、

て

高額な予算が必 対応策

い

限とする。
と対応策 要

ま

となる。

教科担任増に

す

伴い不足する教科書及

か

継続して実施するため

？

、前年度と同
R3年度

得

の事業計画は前 変　更

ら

び指導書を購入した。

れ

様・同規模で実施。
年

て

度から変更・追加は 前

い

年度 ・
あるか 追　加

今

な

後の事業・コスト・成

い

果の方向性 今後の事業

事

の方向性、改革・改善

業

案
※今年度からの具体

進

的な事業の進め方、手

展

段の見直し等、各方向

等

性の内容

　　　　　　

に

　　　□　拡大 令和３

よ

年度が改訂年度となる

る

ため、教師用教科書、

環

指
　　　　　　　　　

境

□　改善 導書及び教材

変

の整備が必要である。

化

　　　　　　　　　■

あ

　現状維持 デジタル教

る

科書及びデジタル教材

に

の運用について、教
　

伴

　　　　　　　　□　

い

縮小 育情報化推進計画

、

に基づいた学習環境に

対

沿った効果的
　　　　

象

　　　　　□　統合 な

を

教材の整備を検討する

見

必要がある。
　　　　

直

　　　　　□　完了  

す

　　　　　　　　　□

（

　廃止・休止
コストの

拡

方向性
　　　　　　　

そ

　　↓　減少
成果の方

の

向性
　　　　　　　　

理

　→　維持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 409 中学校教科書・指導書整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生徒の学習指導には教科書及び指導書は欠かせない。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

適切な学習指導を行うためには、教員に教科書及び指導書を配布する

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある 必要がある

1

ため、対象を見直すこ

-

とはできない。
に伴い

2

、対象を見直す（拡
そ

事

の理由
大・縮小）必要

務

はありませ
■ ない

んか



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 410 中学校運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校設置時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

義務教育施設として中学校を管理運営していくのに必 学校教育法に基づき、学校設置者は設置する学校の管
要となる維持費に支払い及び消耗品等を購入する。 理に係る経費を負担する義務を負っており、学校運営
 を安全かつ効率的に運営するために必要な事業である
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 。

中学校を円滑に管理運営していくのに必要な学校管理費の適切な予算執行を行い、
R2年度に実施した具体的な 教育環境を整備した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動

令

量を表す指標）

教育環

和

境の充実、整備が求め

 

られている 名称 単位
①

3

中学校生徒数 人
変 化

年

② 中学校教職員数 人
内

度

 容

対象(この事業の

（

対象、範囲となる人、

2

物) (2)対象指標（

年

対象の大きさを表す指

度

標）

市内の中学校 名称

実

単位
① 市内中学校数 校

施

②
目的(この事業によ

分

って上記対象をどのよ

）

うな状態にしたいのか

事

) (3)成果指標（目

務

的の達成度を示す指標

事

）

生徒が充実して学べ

業

るより良い環境を提供

目

する 名称 単位
① 学校管

的

理に係る生徒一人当た

評

りの額 円
②

結果(上位

価

基本事業の意図) (4

表

)結果の成果指標（上

様

位基本事業の成果指標

式

）

安心して生活でき、

1

進んで学習できる環境

-

をつくるとともに、規

1

名称 単位
則正しく生活

記

する健康的な体力づく

入

りを行う態度を育てる

日

① 計画振興基本計画の

令

施策事業の達成率 円
②

和

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

H

3

31年度 R2年度 R2

年

年度 R3年度 R4年度

1

R5年度 R6年度
指標

2

 ＼ 年度 単位
実績値

月

計画値 実績値 計画値 目

0

標値 目標値 目標値
(1

8

)の ① 人 1,919 1

日

,892 1,892 1

１

,936 1,911 1

事

,835 1,807
活

務

動指標 ② 人 136 13

事

4 132 135 135

業

135 135
(2)の

の

① 校 4 4 4 4 4 4 4
対

現

象指標 ②
(3)の ① 円

状

21,633 24,9

　

79 24,979 25

Ｐ

,000 25,000

Ｌ

25,000 25,0

Ａ

00
成果指標 ②

(4)

Ｎ

の結果の ① 円 68 72

及

53 63 67 71 73

び

成果指標 ②
予算費目 会

Ｄ

計 01 一般会計 款 1

Ｏ

0 項 03 目 01

コスト

事

年度 H31年度 R2年

務

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
実績値 計画値 実績値

名

計画値 目標値 目標値 目

N

標値
事業費(決算又は

o

予算額)Ａ 単位 41,

.

513 47,260 5

4

1,725 63,13

1

4 57,817 72,

0

212 72,425

財

中

源
内
訳

 国庫支出金 千

学

円 0 0 3,221 0 0

校

0 0
 県支出金 千円 0

運

0 2,234 0 0 0 0

営

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 4

業

22 588 492 65

政

9 659 659 659

策

 一般財源 千円 41,

こ

091 46,672 4

の

5,778 62,47

事

5 57,158 71,

務

553 71,766
人

事

件費Ｂ 千円 1,402

業

1,385 1,857

施

.2 1,402 1,4

策

02 1,402 1,4

の

02
正職員従事時間×

位

人数 時間×人 275×

置

1 275× 1 385×

基

1 275× 1 275×

本

1 275× 1 275×

事

1
正職員以外の人件費

業

千円 489 472 57

主

9 489 489 489

管

489
その他の費用Ｃ

課

千円 102 408 34

名

5 102 102 102

課

102
トータルコスト

長

A+B+C 千円 43,

名

017 49,053 5

こ

3,927.2 64,

の

638 59,321 7

事

3,716 73,92

務

9
単位あたりコスト ①

事

千円/校 10,754

業

.3 12,263.3

の

13,481.8 16

開

,159.5 14,8

始

30.3 18,429

時

18,482.3
（ﾄ

期

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

務

0 0 0 0 0 0 0

1

区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

徒が充実して学べるよ

業

事業進展等による環境

名

変化 □ ある
り良い環境

N

を提供する以外の目的

o

がないため。
に伴い、

.

目的を見直す（目
その

4

理由
的の追加・拡充又

1

は絞込）

必要はありま

0

せんか？ ■ ない

有
効
性

中

更新する費用よりも金

学

額が抑えられる場合、

校

修繕で対応する。
今以

運

上に事業の成果を向上

営

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

業

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

概ね達成できてい

価

る。
目的達成状況 内　

　

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） 義務教育

目

に掛る必要経費である

的

。

効
率
性

類似事業がな

妥

いため、できない。
事

当

務事業の統廃合により

性

、

事業の効率化を図り

こ

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

事

さい。

環境の変化など

業

により、突発的な支出

の

も発生しているためで

必

きない。
現状より事業

要

費・人件費を

削減する

性

方法を記入して下

さい

は

。（仕様の変更、外部

薄

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

直接的な受

得

益者はいないため。
□

ら

ある □ 現状で適正
受益

れ

者負担はありますか？

て

また、受益者負担割合

い

は適 □ ない □ 検討が必

る

要 内　容
正ですか？

■

い

受益者がいない

３
改
革

ま

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

せ

近年の猛暑に対する熱

ん

中症予防への 熱中症予

か

防対策として、体育大

。

会開
事業実施上の課題

十

、住 対策及び教職員の

分

働き方改革の推進 催時

な

における生徒用テント

成

の借用や
民・議会等か

果

らの意見 意　見 が求め

が

られている。 対応策 A

理

EDのバッテリやパッ

　

ドの更新を計
と対応策

由

画的に行っていく。

中

得

学校を管理運営してい

ら

くために必 前年度同様

れ

、中学校を管理運営し

て

て
R3年度の事業計画

い

は前 変　更
要となる維

ま

持費に支払い、及び消

す

耗 いくために必要とな

か

る維持費に支払
年度か

？

ら変更・追加は 前年度

得

・
品等を購入した。 い

ら

、及び消耗品等を購入

れ

する。
あるか 追　加

今

て

後の事業・コスト・成

い

果の方向性 今後の事業

な

の方向性、改革・改善

い

案
※今年度からの具体

事

的な事業の進め方、手

業

段の見直し等、各方向

進

性の内容

　　　　　　

展

　　　□　拡大 学習指

等

導要領をはじめ、教科

に

書改訂及び大規模改修

よ

に
　　　　　　　　　

る

□　改善 係る工事等に

環

合わせ、既存のインフ

境

ラの改修も実施し
　　

変

　　　　　　　■　現

化

状維持 、維持管理費の

あ

削減を必要がある。
　

る

　　　　　　　　□　

に

縮小
　　　　　　　　

伴

　□　統合
　　　　　

い

　　　　□　完了
　　

、

　　　　　　　□　廃

対

止・休止
コストの方向

象

性
　　　　　　　　　

を

→　維持
成果の方向性

見

　　　　　　　　　→

直

　維持

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 410 中学校運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

教育環境の整備ができているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内の中学校を対象としている事業であり、学校運営を維持させるた
事業進展等による環境変化

□ ある めには、必ず必

様

要となってくるため、

式

できない。
に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
■ ない

んか？

義

事

務教育施設としての中

務

学校を管理運営し、生



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 411 中学校就学援助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和40年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

経済的理由により、就学困難と認められる生徒の保護 家庭内暴力による離婚、別居に伴う母子家庭世帯の増
者に対して、学用品、給食費等の必要な援助をするこ 加等、低所得世帯が増加傾向にあり、就学困難と思わ
とにより、教育機会の均衡を図るもの。 れる生徒及びその保護者に対する就学援助を行う必要
 がある。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：３，４】 母子家庭世帯の増加に加え、低所得世帯も増加傾向の

ため、就学援助認定世帯の増加が見込まれるため、事
業の継続が必要となる。

みよし市教育委員会が認定する(1)生活保護法に規定する要保

令

護者、(2)要保護者

和

に
R2年度に実施した

 

具体的な 準ずる程度に

3

困窮していると教育委

年

員会が認めた者〔この

度

他の要件にも該当する

（

こ
事業の方法、手順、

2

指標に対す とが必要〕

年

を対象に学用品費等の

度

一部、学校給食費の全

実

額を補助する。①申請

施

受付
る成果等 、②審査

分

、③認定、④通知、⑤

）

支払いの事務を行った

事

。

事務事業を取り巻く

務

状況は過去と比べ変化

事

しているか (1)活動

業

指標（事務事業の活動

目

量を表す指標）

母子家

的

庭世帯の増加、新型コ

評

ロナウィルスの影響に

価

よる経 名称 単位
済状況

表

の悪化から低所得世帯

様

が増加し、制度対象世

式

帯数が ① 就学援助費申

1

請件数 件
変 化

増加し

-

ている。 ② 就学援助費

1

支給件数 件
内 容

 

対

記

象(この事業の対象、

入

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

令

大きさを表す指標）

経

和

済的理由により就学困

0

難と教育委員会が認め

3

た者 名称 単位
① 経済的

年

理由により就学困難な

1

生徒数 人
②

目的(この

2

事業によって上記対象

月

をどのような状態にし

0

たいのか) (3)成果

8

指標（目的の達成度を

日

示す指標）

経済的負担

１

（学用品費、学校給食

事

費等）が軽減される 名

務

称 単位
① 経済的負担が

事

軽減された保護者数 人

業

②

結果(上位基本事業

の

の意図) (4)結果の

現

成果指標（上位基本事

状

業の成果指標）

安心し

　

て生活でき、進んで学

Ｐ

習できる環境をつくる

Ｌ

とともに、規 名称 単位

Ａ

則正しく生活する健康

Ｎ

な体力づくりを行う態

及

度を育てる ① 教育振興

び

基本計画の施策事業の

Ｄ

達成率 ％
②

事務事業の

Ｏ

各種指標の実績と見込

事

及び目標

H31年度 R

務

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

6年度
指標 ＼ 年度

名

単位
実績値 計画値 実績

N

値 計画値 目標値 目標値

o

目標値
(1)の ① 件 1

.

36 140 145 15

4

0 155 160 165

1

活動指標 ② 件 131 1

1

35 141 145 15

中

0 155 160
(2)

学

の ① 人 131 135 1

校

41 145 150 15

就

5 160
対象指標 ②
(

学

3)の ① 人 131 13

援

5 141 145 150

助

155 160
成果指標

事

②
(4)の結果の ① ％

業

68 72 53 63 67

政

71 73
成果指標 ②

予

策

算費目 会計 01 一般

こ

会計 款 10 項 03 目 0

の

2

コスト 年度 H31年

事

度 R2年度 R2年度 R

務

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

施

目標値 目標値
事業費(

策

決算又は予算額)Ａ 単

の

位 13,766 22,

位

096 12,804 1

置

9,213 19,21

基

3 19,213 19,

本

325

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 666 22

業

8 689 745 745

主

745 787
 県支出

管

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

 地方債 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 その他 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
 一般財

長

源 千円 13,100 2

名

1,868 12,11

こ

5 18,468 18,

の

468 18,468 1

事

8,538
人件費Ｂ 千

務

円 1,759.6 1,

事

759.6 1,931

業

.6 1,765.6 1

の

,765.6 1,76

開

5.6 1,765.6

始

正職員従事時間×人数

時

時間×人 530× 1 5

期

30× 1 580× 1 5

事

30× 1 530× 1 5

務

30× 1 530× 1
正

区

職員以外の人件費 千円

分

0 0 6 6 6 6 6
その他

法

の費用Ｃ 千円 197 1

定

98 196 196 19

受

6 196 196
トータ

託

ルコストA+B+C 千

事

円 15,722.6 2

務

4,053.6 14,

自

931.6 21,17

治

4.6 21,174.

事

6 21,174.6 2

務

1,286.6
単位あ

こ

たりコスト ① 千円/人

の

120 178.2 10

事

5.9 146 141.

務

2 136.6 133
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

業

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

年度より変更後の認定

業

基準により認定してい

名

る。現
に伴い、対象を

N

見直す（拡
その理由 時

o

点では、引続きその認

.

定基準を使って認定を

4

行っていく。
大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

1

い
んか？

教育機会の均

中

衡を図るための事業で

学

あり、目的を見直す予

校

定はない。
事業進展等

就

による環境変化 □ ある

学

に伴い、目的を見直す

援

（目
その理由

的の追加

助

・拡充又は絞込）

必要

事

はありませんか？ ■ な

業

い

有
効
性

経済的理由に

２

より、就学困難と認め

評

られる生徒の保護者に

価

対し、学用品費、学
今

　

以上に事業の成果を向

Ｃ

上
校給食費等の必要な

Ｈ

援助をすることにより

Ｅ

、教育機会の均衡を図

Ｃ

ることを目的
させる方

Ｋ

法を記入して下さ
とし

目

た事業であり、現在以

的

上に事業の成果を向上

妥

させる事業ではないと

当

考えて
い。 内　容

いる

性

。
※(3)の成果指標

こ

を向上させる

　ことは

の

できますか？

概ね達成

事

できている。
目的達成

業

状況 内　容

□民間への

の

一部委託 □民間への全

必

部委託
市関与の必要性

要

□指定管理 □補助金・

性

負担金助成 ■市の直営

は

内　容
　（実施手法）

薄

市が直接認定し、支給

れ

する事業である。

効
率

て

性

類似事業がないため

得

、統廃合はできない。

ら

事務事業の統廃合によ

れ

り、

事業の効率化を図

て

り、成果
内　容

を向上

い

させる方法を記入し

て

る

下さい。

全てが手作業

い

で行っている事務であ

ま

るため、システムを導

せ

入することにより、
現

ん

状より事業費・人件費

か

を
職員の従事時間数の

。

削減を図るとともに、

十

より正確な事務を行う

分

ことができる
削減する

な

方法を記入して下
よう

成

になる。
さい。（仕様

果

の変更、外部 内　容
委

が

託、従事時間の削減等

理

は

できないか？)

公
平

　

性

直接的な受益者はい

由

ない
□ ある □ 現状で適

得

正
受益者負担はありま

ら

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

い

か？
■ 受益者がいない

ま

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

す

Ｉ
Ｏ
Ｎ

新入学用品に係

か

る支給を入学前に支 新

？

入学用品に係る支給は

得

、希望者に
事業実施上

ら

の課題、住 給するなど

れ

、就学援助のあり方が

て

求 入学前支給を行って

い

いく。
民・議会等から

な

の意見 意　見 められて

い

いる。 対応策
と対応策

事

経済的理由により就学

業

困難と教育委 継続して

進

実施するため、前年度

展

と同
R3年度の事業計

等

画は前 変　更
員会が認

に

めた者に対し、経済的

よ

負担 様・同規模で実施

る

。
年度から変更・追加

環

は 前年度 ・
（学用品費

境

、学校給食費等）の軽

変

減
あるか 追　加

を図る

化

。

今後の事業・コスト

あ

・成果の方向性 今後の

る

事業の方向性、改革・

に

改善案
※今年度からの

伴

具体的な事業の進め方

い

、手段の見直し等、各

、

方向性の内容

　　　　

対

　　　　　□　拡大 真

象

に援助を必要とする生

を

徒に援助できるよう、

見

領収書
　　　　　　　

直

　　□　改善 の提出の

す

義務化や誓約書の提出

（

を検討する等の改善案

拡

　　　　　　　　　■

そ

　現状維持 の検討を行

の

い、事業継続をする。

理

　　　　　　　　　□

由

　縮小
　　　　　　　

大

　　□　統合
　　　　

・

　　　　　□　完了
　

縮

　　　　　　　　□　

小

廃止・休止
コストの方

）

向性
　　　　　　　　

必

　→　維持
成果の方向

要

性
　　　　　　　　　

は

→　維持

2

ありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 411 中学校就学援助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

事業を行うことで、経済的理由により、就学困難と認められ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る生徒の保護者に対し、学用品費、学校給食費等の必要な援
いませんか。十分な成果が 理　由

助をすることにより、教育機会の均衡が図られている。
得られ

様

ていますか？ □ 得られ

式

ていない

実態に即した

1

認定基準の設定が必要

-

であり、平成29年度

2

に認定基準変
事業進展

事

等による環境変化
□ あ

務

る 更を行い、平成30



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 412 中学校学習活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成元年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生徒を恵まれた自然環境の中で、集団生活を通して人 通常の学校生活では触れることのできない環境の中で
間的触れ合いを深めるとともに、自然とふれあい、地 、非日常的な体験をすることは心身ともに向上する場
域社会への理解を深める。通常の生活では得がたい体 となる。
験を与え、生徒の心身ともに調和のとれた健全な育成
を図る。
 
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】

２泊３日もしくは、１泊２日の集団生活をとおして生徒の心身ともに調和のとれた
R2年度に実施した具体的な 健全な育成を図ることを目的とし、中学校自然教室（全中学校２年生）を予定

令

した
事業の方法、手順

和

、指標に対す が、新型

 

コロナウィルスの影響

3

により三好中は中止し

年

た。
る成果等  

事務事

度

業を取り巻く状況は過

（

去と比べ変化している

2

か (1)活動指標（事

年

務事業の活動量を表す

度

指標）

学校行事により

実

授業時間の確保が難し

施

くなってきている。 名

分

称 単位
コロナ禍により

）

バスを増車した（1台

事

30人とするため） ①

務

借上げバス台数 台
変 

事

化
② 自然教室の延べ開

業

催日数 日
内 容

対象(

目

この事業の対象、範囲

的

となる人、物) (2)

評

対象指標（対象の大き

価

さを表す指標）

中学1

表

、2年生（Ｒ3は三好

様

中のみ） 名称 単位
中学

式

2年生 ① 中学1・2年

1

生（R4から中2のみ

-

） 人
②

目的(この事業

1

によって上記対象をど

記

のような状態にしたい

入

のか) (3)成果指標

日

（目的の達成度を示す

令

指標）

自然教室に参加

和

する。 名称 単位
① 参加

0

した生徒数 人
②

結果(

3

上位基本事業の意図)

年

(4)結果の成果指標

1

（上位基本事業の成果

2

指標）

安心して生活で

月

き、進んで学習できる

0

環境をつくるとともに

8

、規 名称 単位
則正しく

日

生活する健康な体力づ

１

くりを行う態度を育て

事

る。 ① 教育振興基本計

務

画の施策事業の達成率

事

％
② 体力テスト県平均

業

以上の種目の割合 ％

事

の

務事業の各種指標の実

現

績と見込及び目標

H3

状

1年度 R2年度 R2年

　

度 R3年度 R4年度 R

Ｐ

5年度 R6年度
指標 

Ｌ

＼ 年度 単位
実績値 計

Ａ

画値 実績値 計画値 目標

Ｎ

値 目標値 目標値
(1)

及

の ① 台 23 26 15 1

び

9 16 16 16
活動指

Ｄ

標 ② 日 14 15 8 7 1

Ｏ

2 6 7
(2)の ① 人 1

事

,193 1,296 1

務

,264 808 618

事

591 578
対象指標

業

②
(3)の ① 人 726

名

816 412 808 6

N

18 591 578
成果

o

指標 ②
(4)の結果の

.

① ％ 68 72 53 63

4

67 71 73
成果指標

1

② ％ 67 80 - 80 8

2

0 80 80
予算費目 会

中

計 01 一般会計 款 1

学

0 項 03 目 02

コスト

校

年度 H31年度 R2年

学

度 R2年度 R3年度 R

習

4年度 R5年度 R6年

活

度
実績値 計画値 実績値

動

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
事業費(決算又は

業

予算額)Ａ 単位 10,

政

206 16,310 5

策

,052 15,030

こ

15,150 12,6

の

50 12,970

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 地方債 千円 0 0 0

施

0 0 0 0
 その他 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
 一般

の

財源 千円 10,206

位

16,310 5,05

置

2 15,030 15,

基

150 12,650 1

本

2,970
人件費Ｂ 千

事

円 1,095.6 43

業

1.6 1,095.6

主

1,095.6 1,0

管

95.6 1,095.

課

6 1,095.6
正職

名

員従事時間×人数 時間

課

×人 330× 1 130

長

× 1 330× 1 330

名

× 1 330× 1 330

こ

× 1 330× 1
正職員

の

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

務

用Ｃ 千円 124 51 1

事

23 123 123 12

業

3 123
トータルコス

の

トA+B+C 千円 11

開

,425.6 16,7

始

92.6 6,270.

時

6 16,248.6 1

期

6,368.6 13,

事

868.6 14,18

務

8.6
単位あたりコス

区

ト ① 千円/人 9.6 1

分

3 5 20.1 26.5

法

23.5 24.5
（ﾄ

定

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

受

の対象指標）② 千円/

託

0 0 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

より効果的な

4

活動内容にする。
今以

1

上に事業の成果を向上

2

させる方法を記入して

中

下さ

い。 内　容
※(3

学

)の成果指標を向上さ

校

せる

　ことはできます

学

か？

毎年活動について

習

検討している。
目的達

活

成状況 内　容

□民間へ

動

の一部委託 □民間への

事

全部委託
市関与の必要

業

性 □指定管理 □補助金

２

・負担金助成 ■市の直

評

営
内　容

　（実施手法

価

） 学校の教育活動の一

　

環である。

効
率
性

全中

Ｃ

学校で合宿訓練をやめ

Ｈ

、自然教室のみ実施す

Ｅ

る方向で見直ししてい

Ｃ

る。
事務事業の統廃合

Ｋ

により、

事業の効率化

目

を図り、成果
内　容

を

的

向上させる方法を記入

妥

し

て下さい。

合宿訓練

当

と自然教室を統合する

性

。
現状より事業費・人

こ

件費を

削減する方法を

の

記入して下

さい。（仕

事

様の変更、外部 内　容

業

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

必

平
性

教育活動の一環で

要

あるため、市費負担が

性

適正であ
□ ある □ 現状

は

で適正
受益者負担はあ

薄

りますか？ る。
また、

れ

受益者負担割合は適 □

て

ない □ 検討が必要 内　

得

容
正ですか？

■ 受益者

ら

がいない

３
改
革
改
善
案

れ

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

部活動

て

の大会参加に伴うバス

い

借上げ 市所有バスの活

る

用など効率的な運用
事

い

業実施上の課題、住 料

ま

の保護者負担が大きく

せ

、各種大会 を行う。
民

ん

・議会等からの意見 意

か

　見 等派遣事業の予算

。

増額について学校 対応

十

策
と対応策 、保護者か

分

ら要望されている。

合

な

宿訓練をとりやめた。

成

新型コロナウィルス感

果

染対策等のた
R3年度

が

の事業計画は前 変　更

理

め、借上げバスの台数

　

を増やす。
年度から変

由

更・追加は 前年度 ・
あ

得

るか 追　加

今後の事業

ら

・コスト・成果の方向

れ

性 今後の事業の方向性

て

、改革・改善案
※今年

い

度からの具体的な事業

ま

の進め方、手段の見直

す

し等、各方向性の内容

か

　　　　　　　　　□

？

　拡大 日程、行き先、

得

会場等について効率的

ら

に実施するよう
　　　

れ

　　　　　　□　改善

て

検討する必要がある。

い

　　　　　　　　　■

な

　現状維持
　　　　　

い

　　　　□　縮小
　　

事

　　　　　　　□　統

業

合
　　　　　　　　　

進

□　完了
　　　　　　

展

　　　□　廃止・休止

等

コストの方向性
　　　

に

　　　　　　→　維持

よ

成果の方向性
　　　　

る

　　　　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 412 中学校学習活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

自然教室は全中学校が実施でき、ほぼ全員参加であり目的は
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

達成されている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

授業時間の確保が難しくなってきているため、泊数を見直すなどの

様

必
事業進展等による環

式

境変化
■ ある 要がある

1

。
に伴い、対象を見直

-

す（拡
その理由

大・縮

2

小）必要はありませ
□

事

ない
んか？

現事業は必

務

要である。
事業進展等



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 413 中学校部活動支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

部活動の外部指導者を各中学校に配置する。部活動の 顧問教諭だけでは指導が困難な部活動に対し、地域住
活性化と指導内容の向上を図る。 民を中心とした外部指導者を配置し、各中学校の部活
 動の指導を実施している。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：３、４】

各中学校に部活動の外部指導者を配置し、練習での知識・技能の伝達や試合でのコ
R2年度に実施した具体的な ーチングなど専門的な技能を活かして、部活動の競技成績の成果と安全面の向上を
事業の方法、手順、指標に対す 図った。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)

令

活動指標（事務事業の

和

活動量を表す指標）

教

 

職員の多忙化解消のた

3

めの働き方改革等によ

年

り、部活動 名称 単位
の

度

外部指導者の増員が望

（

まれる。 ① 部活動設置

2

数 部
変 化

ただし、令

年

和２年度においては、

度

学校の休業により、部

実

活 ②
内 容

動の時間も

施

削減された。

対象(こ

分

の事業の対象、範囲と

）

なる人、物) (2)対

事

象指標（対象の大きさ

務

を表す指標）

外部指導

事

者、生徒、中学校教員

業

名称 単位
① 外部指導者

目

数 人
② 中学校教員数 人

的

目的(この事業によっ

評

て上記対象をどのよう

価

な状態にしたいのか)

表

(3)成果指標（目的

様

の達成度を示す指標）

式

部活動指導の成果をあ

1

げる 名称 単位
① 部活動

-

の充実が図られた部活

1

動数 部
②

結果(上位基

記

本事業の意図) (4)

入

結果の成果指標（上位

日

基本事業の成果指標）

令

安心して生活でき、進

和

んで学習できる環境を

0

つくるとともに、規 名

3

称 単位
則正しく生活す

年

る健康な体力づくりを

1

行う態度を育てる ① 体

2

力テストの県平均以上

月

の種目の割合 ％
② 肥満

0

度の全国平均を下回っ

8

た学年の割合 ％

事務事

日

業の各種指標の実績と

１

見込及び目標

H31年

事

度 R2年度 R2年度 R

務

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
指標 ＼ 

業

年度 単位
実績値 計画値

の

実績値 計画値 目標値 目

現

標値 目標値
(1)の ①

状

部 61 61 61 61 6

　

1 61 61
活動指標 ②

Ｐ

(2)の ① 人 36 28

Ｌ

27 30 30 30 30

Ａ

対象指標 ② 人 136 1

Ｎ

34 132 135 13

及

5 135 135
(3)

び

の ① 部 61 60 61 6

Ｄ

1 61 61 61
成果指

Ｏ

標 ②
(4)の結果の ①

事

％ 67 80 ー 80 80

務

80 80
成果指標 ② ％

事

77 85 45 60 90

業

70 80
予算費目 会計

名

01 一般会計 款 10

N

項 03 目 02

コスト 年

o

度 H31年度 R2年度

.

R2年度 R3年度 R4

4

年度 R5年度 R6年度

1

実績値 計画値 実績値 計

3

画値 目標値 目標値 目標

中

値
事業費(決算又は予

学

算額)Ａ 単位 1,07

校

4 1,728 860 1

部

,811 1,867 1

活

,867 1,867

財

動

源
内
訳

 国庫支出金 千

支

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

援

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 地方債 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 その他 千

政

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

策

般財源 千円 1,074

こ

1,728 860 1,

の

811 1,867 1,

事

867 1,867
人件

務

費Ｂ 千円 315.4 2

事

15.8 315.4 3

業

15.4 315.4 3

施

15.4 315.4
正

策

職員従事時間×人数 時

の

間×人 95× 1 65×

位

1 95× 1 95× 1 9

置

5× 1 95× 1 95×

基

1
正職員以外の人件費

本

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 35

業

25 34 34 34 34

主

34
トータルコストA

管

+B+C 千円 1,42

課

4.4 1,968.8

名

1,209.4 2,1

課

60.4 2,216.

長

4 2,216.4 2,

名

216.4
単位あたり

こ

コスト ① 千円/人 39

の

.6 70.3 44.8

事

72 73.9 73.9

務

73.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

業

標）② 千円/人 10.

の

5 14.7 9.2 16

開

16.4 16.4 16

始

.4

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

向上を図
事業進展等に

業

よる環境変化 □ ある
る

名

ためと、教職員の多忙

N

化解消以外にないため

o

。
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

4

加・拡充又は絞込）

必

1

要はありませんか？ ■

3

ない

有
効
性

外部指導者

中

を増員することにより

学

、専門的な知識や技能

校

を身につけることがで

部

今以上に事業の成果を

活

向上
きる生徒が増える

動

。
させる方法を記入し

支

て下さ

い。 内　容
※(

援

3)の成果指標を向上

事

させる

　ことはできま

業

すか？

概ね達成できて

２

いる。
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 □民間への全部委託

　

市関与の必要性 □指定

Ｃ

管理 □補助金・負担金

Ｈ

助成 ■市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 外部指

Ｃ

導者に謝礼を支払って

Ｋ

いる

効
率
性

類似事業が

目

ないため、統廃合はで

的

きない。
事務事業の統

妥

廃合により、

事業の効

当

率化を図り、成果
内　

性

容
を向上させる方法を

こ

記入し

て下さい。

部活

の

動の顧問に代わり生徒

事

の引率や活動計画も含

業

め部活動に携わる
現状

の

より事業費・人件費を

必

削減する方法を記入し

要

て下

さい。（仕様の変

性

更、外部 内　容
委託、

は

従事時間の削減等は

で

薄

きないか？)

公
平
性

外

れ

部指導者の委託等制度

て

が今後進めば受益者負

得

担
□ ある □ 現状で適正

ら

受益者負担はあります

れ

か？ の検討も必要にな

て

る。
また、受益者負担

い

割合は適 ■ ない ■ 検討

る

が必要 内　容
正ですか

い

？
□ 受益者がいない

３

ま

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

せ

Ｏ
Ｎ

愛知県中小体連負

ん

担金、西三河中小 児童

か

生徒のスポーツ活動を

。

推進する
事業実施上の

十

課題、住 体連負担金の

分

増額への対応。 中で、

な

明確な目標設定、安全

成

の確保
民・議会等から

果

の意見 意　見 各大会運

が

営経費の増額への対応

理

。 対応策 、及び体力向

　

上の観点から本事業は

由

と対応策 大会の運営委

得

員、救護員、審判員へ

ら

継続する。
の謝礼。
部

れ

活動の指導を行った。

て

令和３年度より、ボラ

い

ンティア保険
R3年度

ま

の事業計画は前 変　更

す

に加入する。
年度から

か

変更・追加は 前年度 ・

？

あるか 追　加

今後の事

得

業・コスト・成果の方

ら

向性 今後の事業の方向

れ

性、改革・改善案
※今

て

年度からの具体的な事

い

業の進め方、手段の見

な

直し等、各方向性の内

い

容

　　　　　　　　　

事

□　拡大 部活動の安全

業

確保をはじめ、指導力

進

の向上、部活動の
　　

展

　　　　　　　□　改

等

善 効果を上げるために

に

、現在の体制を維持し

よ

ながら、今
　　　　　

る

　　　　■　現状維持

環

後更なる活用を検討す

境

る。
　　　　　　　　

変

　□　縮小
　　　　　

化

　　　　□　統合
　　

あ

　　　　　　　□　完

る

了
　　　　　　　　　

に

□　廃止・休止
コスト

伴

の方向性
　　　　　　

い

　　　→　維持
成果の

、

方向性
　　　　　　　

対

　　↑　増加

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 413 中学校部活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

専門的な知識を得られているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

教職員の多忙化解消のための働き方改革等により、部活動の外部指導
事業進展等による環境変化

■ ある 者

様

の増員が望まれる。
に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
□ ない

2

んか？

部活動の外部指

事

導者を配置する目的は

務

、部活動の指導内容の



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 360 中学校コンピュータ整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成４年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

教育用コンピュータ機器及び教材コンピュータソフト 平成29年に平成32年度から順次実施される新学習指導
等の賃借を行い情報教育環境の整備を図る。 要領が公示され、ICT環境整備とICTを活用した学習活
[SDGs:4］ 動、小学校でのプログラミング教育等が示された。ま

た令和元年にはＧＩＧＡスクール構想により、1人1台
端末及び高速大容量の通信ネットワークの一体的な整
備が求められている。令和2年には、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の対策としてGIGAスクール構想の前
倒しが決定した

GIGAスクール構

令

想における高速大容量

和

の通信ネットワークの

 

整備と一人一台端末の

3

R2年度に実施した具

年

体的な 整備、大型提示

度

装置等に係る予算を計

（

上
事業の方法、手順、

2

指標に対す
る成果等

事

年

務事業を取り巻く状況

度

は過去と比べ変化して

実

いるか (1)活動指標

施

（事務事業の活動量を

分

表す指標）

GIGAス

）

クール構想として整備

事

が求められており、事

務

業をよ 名称 単位
り充実

事

させることが必要であ

業

る。 ① コンピュータ台

目

数 台
変 化

②
内 容

対

的

象(この事業の対象、

評

範囲となる人、物) (

価

2)対象指標（対象の

表

大きさを表す指標）

生

様

徒 名称 単位
① 生徒 人
②

式

目的(この事業によっ

1

て上記対象をどのよう

-

な状態にしたいのか)

1

(3)成果指標（目的

記

の達成度を示す指標）

入

情報化社会に対応する

日

ための学習を円滑に行

令

うことができる 名称 単

和

位
① コンピュータを使

0

用した授業時間数 時/

3

人
②

結果(上位基本事

年

業の意図) (4)結果

1

の成果指標（上位基本

2

事業の成果指標）

安心

月

して生活でき、進んで

0

学習できる環境をつく

8

る 名称 単位
① 教育振興

日

基本計画の施策事業の

１

達成率 ％
②

事務事業の

事

各種指標の実績と見込

務

及び目標

H31年度 R

事

2年度 R2年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度
指標 ＼ 年度

現

単位
実績値 計画値 実績

状

値 計画値 目標値 目標値

　

目標値
(1)の ① 台 2

Ｐ

57 884 2,296

Ｌ

2,296 2,296

Ａ

2,296 2,296

Ｎ

活動指標 ②
(2)の ①

及

人 1,919 1,93

び

4 1,892 1,96

Ｄ

8 1,974 1,92

Ｏ

5 1,925
対象指標

事

②
(3)の ① 時/人 2

務

00 200 200 30

事

0 300 300 300

業

成果指標 ②
(4)の結

名

果の ① ％ 68 72 53

N

63 67 71 73
成果

o

指標 ②
予算費目 会計 0

.

1 一般会計 款 10 項

3

03 目 02

コスト 年度

6

H31年度 R2年度 R

0

2年度 R3年度 R4年

中

度 R5年度 R6年度
実

学

績値 計画値 実績値 計画

校

値 目標値 目標値 目標値

コ

事業費(決算又は予算

ン

額)Ａ 単位 21,29

ピ

6 25,124 83,

ュ

554 50,104 5

ー

0,734 50,66

タ

5 50,660

財
源
内

整

訳

 国庫支出金 千円 0

備

0 23,819 0 0 0

事

0
 県支出金 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 地方債 千

政

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

策

の他 千円 0 0 6,48

こ

8 20,000 20,

の

000 20,000 2

事

0,000
 一般財源

務

千円 21,296 25

事

,124 53,247

業

30,104 30,7

施

34 30,665 30

策

,660
人件費Ｂ 千円

の

763.6 763.6

位

763.6 763.6

置

763.6 763.6

基

0
正職員従事時間×人

本

数 時間×人 230× 1

事

230× 1 230× 1

業

230× 1 230× 1

主

230× 1 0× 0
正職

管

員以外の人件費 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
その他の

名

費用Ｃ 千円 220 22

課

0 220 220 220

長

220 0
トータルコス

名

トA+B+C 千円 22

こ

,279.6 26,1

の

07.6 84,537

事

.6 51,087.6

務

51,717.6 51

事

,648.6 50,6

業

60
単位あたりコスト

の

① 千円/人 11.6 1

開

3.5 44.7 26 2

始

6.2 26.8 26.

時

3
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

期

(2)の対象指標）②

事

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

務

1

区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化 □ ある
に伴い、目的

業

を見直す（目
その理由

名

的の追加・拡充又は絞

N

込）

必要はありません

o

か？ ■ ない

有
効
性

ＩＣ

.

Ｔ支援員の配備により

3

教員のＩＣＴスキルを

6

向上させ、一層の活用

0

を図る
今以上に事業の

中

成果を向上

させる方法

学

を記入して下さ

い。 内

校

　容
※(3)の成果指

コ

標を向上させる

　こと

ン

はできますか？

達成で

ピ

きている
目的達成状況

ュ

内　容

□民間への一部

ー

委託 □民間への全部委

タ

託
市関与の必要性 □指

整

定管理 □補助金・負担

備

金助成 ■市の直営
内　

事

容
　（実施手法） 機器

業

のリースまたは購入に

２

より整備する

効
率
性

類

評

似事業がないため統廃

価

合不可
事務事業の統廃

　

合により、

事業の効率

Ｃ

化を図り、成果
内　容

Ｈ

を向上させる方法を記

Ｅ

入し

て下さい。

ＩＣＴ

Ｃ

専門知識のある職員が

Ｋ

事務を行うことで従事

目

時間を削減できる
現状

的

より事業費・人件費を

妥

また、端末の管理を専

当

門の業者に運用保守を

性

委託することができれ

こ

ば、児童が
削減する方

の

法を記入して下
安全か

事

つ安定的に機器を利用

業

し、学習することがで

の

きる
さい。（仕様の変

必

更、外部 内　容
委託、

要

従事時間の削減等は

で

性

きないか？)

公
平
性

直

は

接的な受益者がいない

薄

□ ある □ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？

また、受益者負担割

得

合は適 □ ない □ 検討が

ら

必要 内　容
正ですか？

れ

■ 受益者がいない

３
改

て

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

い

Ｎ

GIGAスクール構

る

想により導入した機 近

い

隣市町の状況を把握し

ま

て検討して
事業実施上

せ

の課題、住 器を維持運

ん

用していくのに費用が

か

か いく
民・議会等から

。

の意見 意　見 かる 対応

十

策
と対応策

１人１台端

分

末と高速大容量通信ネ

な

ッ 導入した１人１台端

成

末と高速大容量
R3年

果

度の事業計画は前 変　

が

更
トワーク環境の整備

理

通信ネットワーク環境

　

の安定的な利
年度から

由

変更・追加は 前年度 ・

得

用を検討する必要があ

ら

る
あるか 追　加

今後の

れ

事業・コスト・成果の

て

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

ま

今年度からの具体的な

す

事業の進め方、手段の

か

見直し等、各方向性の

？

内容

　　　　　　　　

得

　■　拡大 GIGAス

ら

クール構想の実現に向

れ

けて、環境の整備を行

て

っ
　　　　　　　　　

い

□　改善 たので、維持

な

運用について検討する

い

必要がある。
　　　　

事

　　　　　□　現状維

業

持
　　　　　　　　　

進

□　縮小
　　　　　　

展

　　　□　統合
　　　

等

　　　　　　□　完了

に

　　　　　　　　　□

よ

　廃止・休止
コストの

る

方向性
　　　　　　　

環

　　→　維持
成果の方

境

向性
　　　　　　　　

変

　↑　増加

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 360 中学校コンピュータ整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

新学習指導要領に対応した学習活動を行うため必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

全学年において整備が必要である
事業進展等による環境変化

□ ある
に

様

伴い、対象を見直す（

式

拡
その理由

大・縮小）

1

必要はありませ
■ ない

-

んか？

より一層の情報

2

化社会に対応するため

事

の整備が必要である
事

務

業進展等による環境変



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 414 中学校教育振興事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校開校から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法第5条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

義務教育施設として中学校を管理運営していくのに必 授業を行うために必要な消耗品は多数ある。
要となる学習教育教材を購入する。また各中学校で管 教材機器（備品）の修繕を行うことで、安全に長く使
理されている教材機器の修繕を行うもの。 用することができる。
 
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】

中学校における学習に必要な消耗品を購入した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

多様な教育形態に対

令

応できる学校運営が求

和

められている。 名称 単

 

位
① 生徒数 人

変 化
②

3

内 容

対象(この事業

年

の対象、範囲となる人

度

、物) (2)対象指標

（

（対象の大きさを表す

2

指標）

市内中学校 名称

年

単位
① 市内中学校数 校

度

②
目的(この事業によ

実

って上記対象をどのよ

施

うな状態にしたいのか

分

) (3)成果指標（目

）

的の達成度を示す指標

事

）

各校におけて円滑に

務

授業を実施するための

事

教材環境を整えること

業

名称 単位
ができる。 ①

目

総合的な学習に関する

的

授業時間数 時間
②

結果

評

(上位基本事業の意図

価

) (4)結果の成果指

表

標（上位基本事業の成

様

果指標）

安心して生活

式

でき、進んで学習でき

1

る環境をつくるととも

-

に、規 名称 単位
則正し

1

く生活する健康な体力

記

づくりを行う態度を作

入

る。 ① 教育基本計画に

日

おける施策事業の達成

令

率 ％
②

事務事業の各種

和

指標の実績と見込及び

0

目標

H31年度 R2年

3

度 R2年度 R3年度 R

年

4年度 R5年度 R6年

1

度
指標 ＼ 年度 単位

2

実績値 計画値 実績値 計

月

画値 目標値 目標値 目標

0

値
(1)の ① 人 1,9

8

19 1,934 1,8

日

92 1,936 1,9

１

11 1,835 1,8

事

07
活動指標 ②
(2)

務

の ① 校 4 4 4 4 4 4 4

事

対象指標 ②
(3)の ①

業

時間 760 760 76

の

0 760 760 760

現

760
成果指標 ②

(4

状

)の結果の ① ％ 68 7

　

2 53 63 67 71 7

Ｐ

3
成果指標 ②

予算費目

Ｌ

会計 01 一般会計 款

Ａ

10 項 03 目 02

コス

Ｎ

ト 年度 H31年度 R2

及

年度 R2年度 R3年度

び

R4年度 R5年度 R6

Ｄ

年度
実績値 計画値 実績

Ｏ

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

務

は予算額)Ａ 単位 6,

事

994 7,010 6,

業

759 6,705 6,

名

529 6,529 6,

N

529

財
源
内
訳

 国庫

o

支出金 千円 0 0 0 0 0

.

0 0
 県支出金 千円 0

4

0 0 0 0 0 0
 地方債

1

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

4

その他 千円 0 0 0 0 0

中

0 0
 一般財源 千円 6

学

,994 7,010 6

校

,759 6,705 6

教

,529 6,529 6

育

,529
人件費Ｂ 千円

振

1,943.2 1,9

興

26.2 2,182.

事

6 2,033.2 2,

業

033.2 2,033

政

.2 2,033.2
正

策

職員従事時間×人数 時

こ

間×人 219× 2 21

の

9× 2 161× 3 21

事

9× 2 219× 2 21

務

9× 2 219× 2
正職

事

員以外の人件費 千円 4

業

89 472 579 57

施

9 579 579 579

策

その他の費用Ｃ 千円 1

の

30 131 129 12

位

9 129 129 129

置

トータルコストA+B

基

+C 千円 9,067.

本

2 9,067.2 9,

事

070.6 8,867

業

.2 8,691.2 8

主

,691.2 8,69

管

1.2
単位あたりコス

課

ト ① 千円/校 2,26

名

6.8 2,266.8

課

2,267.6 2,2

長

16.8 2,172.

名

8 2,172.8 2,

こ

172.8
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

事

指標）② 千円/ 0 0 0

務

0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

んか？

学校に通う生徒

業

は多様化しているが、

名

事業の目的を変更する

N

必要はな
事業進展等に

o

よる環境変化 ■ ある
い

.

。
に伴い、目的を見直

4

す（目
その理由

的の追

1

加・拡充又は絞込）

必

4

要はありませんか？ □

中

ない

有
効
性

教材等の老

学

朽化、故障により学習

校

に影響が出ないように

教

迅速に教材等を購入、

育

今以上に事業の成果を

振

向上
修繕を実施する。

興

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

業

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

概ね目標は達成で

価

きている。
目的達成状

　

況 内　容

□民間への一

Ｃ

部委託 □民間への全部

Ｈ

委託
市関与の必要性 □

Ｅ

指定管理 □補助金・負

Ｃ

担金助成 ■市の直営
内

Ｋ

　容
　（実施手法） 各

目

学校に必要な予算を配

的

当し、必要に応じて教

妥

材等を購入している。

当

効
率
性

対象、目的が同

性

じ事業はなく、統廃合

こ

できない。
事務事業の

の

統廃合により、

事業の

事

効率化を図り、成果
内

業

　容
を向上させる方法

の

を記入し

て下さい。

教

必

材等について、修繕す

要

ればまだ使用でき、購

性

入費用よりも費用が抑

は

えられる
現状より事業

薄

費・人件費を
場合は修

れ

繕するようにして、事

て

業費の削減に努めてい

得

る。
削減する方法を記

ら

入して下

さい。（仕様

れ

の変更、外部 内　容
委

て

託、従事時間の削減等

い

は

できないか？)

公
平

る

性

学校教育法に基づき

い

、学校設置者は設置す

ま

る学校
□ ある ■ 現状で

せ

適正
受益者負担はあり

ん

ますか？ を管理し、学

か

校の経費を負担する必

。

要がある。
また、受益

十

者負担割合は適 ■ ない

分

□ 検討が必要 内　容
正

な

ですか？
□ 受益者がい

成

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

果

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

音楽用教材

が

（楽器）及び家庭科用

理

教 限られた予算の中で

　

、各学校の需要
事業実

由

施上の課題、住 材（ミ

得

シン）の修繕に係る要

ら

望が寄 に応じた節、細

れ

節の予算額とするこ
民

て

・議会等からの意見 意

い

　見 せられている。 対

ま

応策 とで、効率的な予

す

算執行を目指すこ
と対

か

応策 ととする。

中学校

？

における学習に必要な

得

消耗品 令和3年度も中

ら

学校における学習に
R

れ

3年度の事業計画は前

て

変　更
を購入した。 必

い

要な消耗品を購入する

な

。
年度から変更・追加

い

は 前年度 ・
あるか 追　

事

加

今後の事業・コスト

業

・成果の方向性 今後の

進

事業の方向性、改革・

展

改善案
※今年度からの

等

具体的な事業の進め方

に

、手段の見直し等、各

よ

方向性の内容

　　　　

る

　　　　　□　拡大 教

環

科書改訂（4年に一度

境

実施）に併せた指導用

変

教材の
　　　　　　　

化

　　□　改善 購入と、

あ

老朽化及び故障した教

る

材備品について計画的

に

　　　　　　　　　■

伴

　現状維持 に修繕を実

い

施することで、学習活

、

動に影響が出ないよ
　

対

　　　　　　　　□　

象

縮小 うに努めていく。

を

　　　　　　　　　□

見

　統合
　　　　　　　

直

　　□　完了
　　　　

す

　　　　　□　廃止・

（

休止
コストの方向性
　

拡

　　　　　　　　→　

そ

維持
成果の方向性
　　

の

　　　　　　　→　維

理

持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 414 中学校教育振興事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

円滑に授業を実施するための教材環境整備は必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

すべての中学校に対して事業を実施する必要があり、現行はすべての
事業進展等による

様

環境変化
■ ある 中学校

式

を対象としているので

1

、対象を拡大・縮小す

-

ることはできない
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由 。
大・縮小）

務

必要はありませ
□ ない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 415 中学校教材備品等整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 学校開校から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法、理科教育振興法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

教材用として使用する備品を、各学校からの要望をも 老朽化や不足している教材備品を精査し、予算内で整
とに精査し、必要な備品を整備する。 備を行っている。
学校図書館の充実を図るため図書の購入を行う。 生徒にとってわかりやすく充実した授業を行うために
 は、必要な事業である。
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】

各校の備品納入要望をもとに、買換え及び補充は必要な分の教材備品を購入した。
R2年度に実施した具体的な 各校の学校図書館の蔵書率をもとに予算を配分し、配分額内で図書を購入した。
事業

令

の方法、手順、指標に

和

対す
る成果等

事務事業

 

を取り巻く状況は過去

3

と比べ変化しているか

年

(1)活動指標（事務

度

事業の活動量を表す指

（

標）

老朽化や破損等に

2

よる教材備品が増えて

年

きている。また、 名称

度

単位
令和３年度に改訂

実

した新学習指導要領に

施

よる新しい教育活 ① 購

分

入した教材備品数 個
変

）

 化
動に必要な教材備

事

品の整備に努めなけれ

務

ばならない。 ② 購入し

事

た図書備品数 冊
内 容

業

対象(この事業の対象

目

、範囲となる人、物)

的

(2)対象指標（対象

評

の大きさを表す指標）

価

市内中学校 名称 単位
①

表

市内中学校数 校
②

目的

様

(この事業によって上

式

記対象をどのような状

1

態にしたいのか) (3

-

)成果指標（目的の達

1

成度を示す指標）

①学

記

校に必要な備品を購入

入

し、教育環境を整備す

日

る。 名称 単位
②学校図

令

書館の蔵書が標準に達

和

し、維持できるよう整

0

備する。 ① 備品の買換

3

、補充等を行った学校

年

数 校
② 学校図書標準に

1

達している学校数 校

結

2

果(上位基本事業の意

月

図) (4)結果の成果

0

指標（上位基本事業の

8

成果指標）

安心して生

日

活でき、進んで学習で

１

きる環境をつくるとと

事

もに、規 名称 単位
則正

務

しく生活する健康な体

事

力づくりを行う態度を

業

育てる。 ① 教育振興基

の

本計画の施策事業の達

現

成率 ％
② 体力テストの

状

県平均以上の種目の割

　

合 ％

事務事業の各種指

Ｐ

標の実績と見込及び目

Ｌ

標

H31年度 R2年度

Ａ

R2年度 R3年度 R4

Ｎ

年度 R5年度 R6年度

及

指標 ＼ 年度 単位
実

び

績値 計画値 実績値 計画

Ｄ

値 目標値 目標値 目標値

Ｏ

(1)の ① 個 106 1

事

10 84 110 110

務

110 110
活動指標

事

② 冊 699 920 73

業

8 920 920 920

名

920
(2)の ① 校 4

N

4 4 4 4 4 4
対象指標

o

②
(3)の ① 校 4 4 4

.

4 4 4 4
成果指標 ② 校

4

4 4 4 4 4 4 4
(4)

1

の結果の ① ％ 68 72

5

53 63 67 71 73

中

成果指標 ② ％ 67 80

学

- 80 80 80 80
予

校

算費目 会計 01 一般

教

会計 款 10 項 03 目 0

材

2

コスト 年度 H31年

備

度 R2年度 R2年度 R

品

3年度 R4年度 R5年

等

度 R6年度
実績値 計画

整

値 実績値 計画値 目標値

備

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

業

位 5,896 6,96

政

2 5,974 8,75

策

7 8,248 8,24

こ

8 8,248

財
源
内
訳

の

 国庫支出金 千円 1,

事

635 1,608 1,

務

702 1,608 1,

事

608 1,608 1,

業

608
 県支出金 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 地方

策

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 0 0 0 0

位

0 0 0
 一般財源 千円

置

4,261 5,354

基

4,272 7,149

本

6,640 6,640

事

6,640
人件費Ｂ 千

業

円 597.6 597.

主

6 597.6 2,23

管

1 597.6 597.

課

6 597.6
正職員従

名

事時間×人数 時間×人

課

180× 1 90× 2 1

長

80× 1 224× 3 9

名

0× 2 90× 2 90×

こ

2
正職員以外の人件費

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 67

務

68 67 67 67 67

事

67
トータルコストA

業

+B+C 千円 6,56

の

0.6 7,627.6

開

6,638.6 11,

始

055 8,912.6

時

8,912.6 8,9

期

12.6
単位あたりコ

事

スト ① 千円/校 1,6

務

40.2 1,906.

区

9 1,659.7 2,

分

763.8 2,228

法

.2 2,228.2 2

定

,228.2
（ﾄｰﾀ

受

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

託

象指標）② 千円/ 0 0

事

0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

中

名

学校教育に必要な事業

N

であり、目的を見直す

o

予定はない。
事業進展

.

等による環境変化 □ あ

4

る
に伴い、目的を見直

1

す（目
その理由

的の追

5

加・拡充又は絞込）

必

中

要はありませんか？ ■

学

ない

有
効
性

予算を増額

校

し、教材備品の適切な

教

整備、十分な図書備品

材

の購入の確保をしてい

備

今以上に事業の成果を

品

向上
くことにより、中

等

学校教育全体の充実が

整

図れる。
させる方法を

備

記入して下さ

い。 内　

事

容
※(3)の成果指標

業

を向上させる

　ことは

２

できますか？

概ね達成

評

できている。
目的達成

価

状況 内　容

□民間への

　

一部委託 □民間への全

Ｃ

部委託
市関与の必要性

Ｈ

□指定管理 □補助金・

Ｅ

負担金助成 ■市の直営

Ｃ

内　容
　（実施手法）

Ｋ

学校の教育活動の一環

目

である。

効
率
性

類似事

的

業はないため、統廃合

妥

はできない。
事務事業

当

の統廃合により、

事業

性

の効率化を図り、成果

こ

内　容
を向上させる方

の

法を記入し

て下さい。

事

教材備品は各学校でも

業

修繕を行いながら使用

の

し、学校図書館の図書

必

は学校図書
現状より事

要

業費・人件費を
館図書

性

整備計画に基づき、学

は

校図書館の図書を計画

薄

的に整備しており、事

れ

業費
削減する方法を記

て

入して下
の削減に努め

得

ている。
さい。（仕様

ら

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

い

性

直接的な受益者はい

る

ない。
□ ある □ 現状で

い

適正
受益者負担はあり

ま

ますか？  
また、受益

せ

者負担割合は適 □ ない

ん

□ 検討が必要 内　容
正

か

ですか？
■ 受益者がい

。

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

十

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

既存の教材

分

について耐用年数に伴

な

う 統計資料等、経年に

成

伴い使用価値が
事業実

果

施上の課題、住 計画的

が

な教材の更新及び新学

理

習指導 ない書籍や経年

　

劣化に伴い使用困難
民

由

・議会等からの意見 意

得

　見 要領に対応するた

ら

め、必要な教材整 対応

れ

策 な書籍の実態調査結

て

果に基づき、計
と対応

い

策 備が求められている

ま

。 画的に書籍を購入す

す

る。

教材備品は各校の

か

備品納入要望をも 前年

？

度と同様の買替及び補

得

充に加え
R3年度の事

ら

業計画は前 変　更
とに

れ

、買換及び補充を行い

て

、各校の 、新学習指導

い

要領に対応する教材備

な

年度から変更・追加は

い

前年度 ・
学校図書館の

事

蔵書率をもとに予算配

業

品を購入する必要があ

進

る。
あるか 追　加

分し

展

、配分額内で図書を購

等

入した。

今後の事業・

に

コスト・成果の方向性

よ

今後の事業の方向性、

る

改革・改善案
※今年度

環

からの具体的な事業の

境

進め方、手段の見直し

変

等、各方向性の内容

　

化

　　　　　　　　□　

あ

拡大 新学習指導要領の

る

完全実施に伴い、新た

に

な教育活動に
　　　　

伴

　　　　　□　改善 適

い

正に対応できるよう必

、

要な教材について整備

対

を行っ
　　　　　　　

象

　　■　現状維持 てい

を

く。
　　　　　　　　

見

　□　縮小 統計資料等

直

、経年に伴い使用価値

す

がない書籍や経年劣
　

（

　　　　　　　　□　

拡

統合 化に伴い使用困難

そ

な書籍の実態調査を実

の

施し、計画的
　　　　

理

　　　　　□　完了 に

由

書籍を購入する。
　　

大

　　　　　　　□　廃

・

止・休止
コストの方向

縮

性
　　　　　　　　　

小

→　維持
成果の方向性

）

　　　　　　　　　→

必

　維持

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 415 中学校教材備品等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

学習に必要な教材備品を整備することで、教科書に沿った授
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

業を行うことができ、また、学校図書館の充実を図るための
いませんか。十分な成果が 理　由

図書購入であり、中学校教育には必要な事業であ

様

る。
得られていますか

式

？ □ 得られていない

事

1

業の趣旨から対象を見

-

直すことはできない。

2

事業進展等による環境

事

変化
□ ある

に伴い、対

務

象を見直す（拡
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 416 中学校副読本購入事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和４３年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校教育法第４９条を準用する同法第３４条第４項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生徒が使用する教科書以外の教材の一部を購入する。 ７種類の副読本を毎年購入している。そのうち、「中
 学生の読書」「中学生の安全」を学級文庫とし、約４
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 年毎に買替えを行う。

生徒は、教科・道徳・学級活動などにおいて副読本を
活用している。

①明るい人生などの補助教材について、生徒数分を購入して配布した。
R2年度に実施した具体的な ②学級文庫について、不足数を購入し配布した。
事業の方法、手順、指標に対す  
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過

令

去と比べ変化している

和

か (1)活動指標（事

 

務事業の活動量を表す

3

指標）

令和３年度は教

年

科書改訂に伴い補助教

度

材も改訂されるため 名

（

称 単位
、学級文庫を含

2

めすべて買い替える。

年

① 補助教材の種類 種類

度

変 化
②

内 容

対象(

実

この事業の対象、範囲

施

となる人、物) (2)

分

対象指標（対象の大き

）

さを表す指標）

市内全

事

中学校生徒 名称 単位
①

務

全生徒数 人
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

業

象をどのような状態に

目

したいのか) (3)成

的

果指標（目的の達成度

評

を示す指標）

学習のた

価

めの補助教材として活

表

用してもらう。 名称 単

様

位
① 学習に活用できて

式

いる生徒の割合 ％
②

結

1

果(上位基本事業の意

-

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

記

成果指標）

安心して生

入

活でき、進んで学習で

日

きる環境をつくるとと

令

もに、規 名称 単位
則正

和

しく生活する健康な体

0

力づくりを行う態度を

3

育てる。 ① 教育振興基

年

本計画の施策事業の達

1

成率 ％
②

事務事業の各

2

種指標の実績と見込及

月

び目標

H31年度 R2

0

年度 R2年度 R3年度

8

R4年度 R5年度 R6

日

年度
指標 ＼ 年度 単

１

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
(1)の ① 種類 8

事

8 8 7 7 7 7
活動指標

業

②
(2)の ① 人 1,9

の

19 1,892 1,8

現

92 1,936 1,9

状

11 1,835 1,8

　

07
対象指標 ②
(3)

Ｐ

の ① ％ 100 100 1

Ｌ

00 100 100 10

Ａ

0 100
成果指標 ②

(

Ｎ

4)の結果の ① ％ 68

及

72 53 63 67 71

び

73
成果指標 ②

予算費

Ｄ

目 会計 01 一般会計

Ｏ

款 10 項 03 目 02

コ

事

スト 年度 H31年度 R

務

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

6年度
実績値 計画値 実

名

績値 計画値 目標値 目標

N

値 目標値
事業費(決算

o

又は予算額)Ａ 単位 4

.

,100 4,625 4

4

,365 5,922 3

1

,416 3,231 3

6

,255

財
源
内
訳

 国

中

庫支出金 千円 0 0 0 0

学

0 0 0
 県支出金 千円

校

0 0 0 0 0 0 0
 地方

副

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

読

 その他 千円 0 0 0 0

本

0 0 0
 一般財源 千円

購

4,100 4,625

入

4,365 5,922

事

3,416 3,231

業

3,255
人件費Ｂ 千

政

円 315.4 315.

策

4 315.4 315.

こ

4 315.4 315.

の

4 315.4
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

95× 1 95× 1 95

事

× 1 95× 1 95× 1

業

95× 1 95× 1
正職

施

員以外の人件費 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
その他の

の

費用Ｃ 千円 35 35 3

位

4 34 34 34 34
ト

置

ータルコストA+B+

基

C 千円 4,450.4

本

4,975.4 4,7

事

14.4 6,271.

業

4 3,765.4 3,

主

580.4 3,604

管

.4
単位あたりコスト

課

① 千円/人 2.3 2.

名

6 2.5 3.2 2 2 2

課

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

長

2)の対象指標）② 千

名

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

習活動を行うため、目

業

的を見直すことはでき

名

な
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
い。

に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

4

充又は絞込）

必要はあ

1

りませんか？ ■ ない

有

6

効
性

現在採用していな

中

い補助教材を使用する

学

ことで成果を向上でき

校

ると思われるが
今以上

副

に事業の成果を向上
、

読

授業時間は限られてい

本

るので、これ以上教材

購

を増やすことは教諭の

入

負担にな
させる方法を

事

記入して下さ
ると思わ

業

れる。
い。 内　容
※(

２

3)の成果指標を向上

評

させる

　ことはできま

価

すか？

すべての生徒が

　

補助教材を十分に活用

Ｃ

できていると考えられ

Ｈ

る。
目的達成状況 内　

Ｅ

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｋ

関与の必要性 □指定管

目

理 □補助金・負担金助

的

成 ■市の直営
内　容

　

妥

（実施手法） 市で補助

当

教材を購入し、各学校

性

に配布している。

効
率

こ

性

対象及び目的が同じ

の

事業はなく、統廃合は

事

できない。
事務事業の

業

統廃合により、

事業の

の

効率化を図り、成果
内

必

　容
を向上させる方法

要

を記入し

て下さい。

学

性

級文庫については生徒

は

数の増減による過不足

薄

を学校間で調整し、必

れ

要最小限
現状より事業

て

費・人件費を
の購入と

得

している。
削減する方

ら

法を記入して下

さい。

れ

（仕様の変更、外部 内

て

　容
委託、従事時間の

い

削減等は

できないか？

る

)

公
平
性

学校教育法に

い

基づき、学校は教科図

ま

書以外の図書
□ ある ■

せ

現状で適正
受益者負担

ん

はありますか？ で生徒

か

に有益適切なものは使

。

用することができ、
ま

十

た、受益者負担割合は

分

適 ■ ない □ 検討が必要

な

内　容 設置者はこうし

成

た学校経費を負担する

果

こととなっ
正ですか？

が

ている。
□ 受益者がい

理

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

　

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高額の予算

由

となるため、内容の精

得

査 内容を精査し、購入

ら

する教材を検討
事業実

れ

施上の課題、住 が必要

て

との意見が議会から出

い

されて する。
民・議会

ま

等からの意見 意　見 い

す

る。 対応策
と対応策

生

か

徒数の変更に伴う不足

？

分の補助教 令和３年度

得

に学級文庫が改訂され

ら

る
R3年度の事業計画

れ

は前 変　更
材を購入し

て

た。 予定のため、全学

い

年分を購入する。
年度

な

から変更・追加は 前年

い

度 ・
あるか 追　加

今後

事

の事業・コスト・成果

業

の方向性 今後の事業の

進

方向性、改革・改善案

展

※今年度からの具体的

等

な事業の進め方、手段

に

の見直し等、各方向性

よ

の内容

　　　　　　　

る

　　□　拡大 平成３１

環

年度から道徳の教科化

境

に伴い、教科書が無償

変

　　　　　　　　　□

化

　改善 給与されたこと

あ

から、現在毎年度児童

る

全員分を購入し
　　　

に

　　　　　　■　現状

伴

維持 ている「明るい人

い

生」について、使用状

、

況を調査し、
　　　　

対

　　　　　□　縮小 学

象

級文庫対応の検討を行

を

う。
　　　　　　　　

見

　□　統合 令和３年度

直

に学級文庫が改訂され

す

るため、全学年分を
　

（

　　　　　　　　□　

拡

完了 購入した。次回改

そ

訂予定の令和７年度ま

の

ではクラス増
　　　　

理

　　　　　□　廃止・

由

休止 による不足分を購

大

入する。
コストの方向

・

性
　　　　　　　　　

縮

↓　減少
成果の方向性

小

　　　　　　　　　→

）

　維持

2

必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 416 中学校副読本購入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

より効果的な学習活動を行うためには、教科書を補完する補
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

助教材が必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

教科書に合わせた補助教材を使用する必要があり、対象を

様

見直すこと
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

はできない。
に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
■ ない

んか？

務

今後もより効果的な学



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 417 中学校教育活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 昭和３５年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

1.教育活動事業　勤労体験・生産活動、生徒指導、課 1.各校の教育活動を推進し、豊かな心と実践力のある
外クラブ活動、地域との連携活動など、社会と次代を 子どもを育成するため、必要な事業である。
担う人材育成のための教育活動の充実を図る。 2.県事業の委託を受けて行っている。
2.キャリア教育推進事業 キャリア教育実施(県委託) 3.入学祝品はヘルメット、卒業記念品は印鑑を配布し
3.卒業記念品・入学祝品配布事業　卒業・入学の祝い ている。
として、該当生徒に記念品を贈る。 4.掛金の一部を市が負担し、全員加入を目指し

令

ている
4.日本スポー

和

ツ振興センター災害共

 

済給付事業　学校 。全

3

国の小中学校の9割以

年

上の児童生徒が加入し

度

てい
の管理下における

（

生徒の災害に対する災

2

害共済給付金 る。保護

年

者は見舞金の給付を受

度

けることができ、市は

実

の給付事務を行い、学

施

校安全の普及充実を図

分

る。 損害賠償責任が生

）

じた場合の免責を受け

事

られるため、
【ＳＤＧ

務

ｓ取り組み状況：４】

事

必要な事業である。
1

業

.各校の特色ある教育

目

活動を推進するための

的

委託事業を実施した。

評

R2年度に実施した具

価

体的な 2.卒業記念品

表

、入学祝品を購入し贈

様

呈した。
事業の方法、

式

手順、指標に対す 3.

1

学校の管理下で災害が

-

発生した際に、センタ

1

ーへ給付金を請求し保

記

護者へ給付し
る成果等

入

た。5月に加入者名簿

日

の更新と掛金の支払を

令

行った。
【R2のみコ

和

ロナの影響で中止】県

0

事業の委託を受けての

3

職場体験学習

事務事業

年

を取り巻く状況は過去

1

と比べ変化しているか

2

(1)活動指標（事務

月

事業の活動量を表す指

0

標）

スポーツ振興セン

8

ターの事務取扱いの法

日

的整備が必要とな 名称

１

単位
った。 ① 記念品・

事

祝品購入数 個
変 化

②

務

中学校生徒数 人
内 容

事

対象(この事業の対象

業

、範囲となる人、物)

の

(2)対象指標（対象

現

の大きさを表す指標）

状

①中学校卒業生及び次

　

年度入学予定者 名称 単

Ｐ

位
②生徒及び保護者 ①

Ｌ

記念品・祝品配布対象

Ａ

者数 人
② 災害共済給付

Ｎ

契約加入者数 人

目的(

及

この事業によって上記

び

対象をどのような状態

Ｄ

にしたいのか) (3)

Ｏ

成果指標（目的の達成

事

度を示す指標）

①卒業

務

、入学後の学校生活等

事

で活用してもらう。 名

業

称 単位
②生徒の災害に

名

対して災害共済給付金

N

を支給する。 ① 記念品

o

・祝品を利用している

.

人数 人
② 災害共済給付

4

件数 件

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

7

果の成果指標（上位基

中

本事業の成果指標）

安

学

心して生活でき、進ん

校

で学習できる環境をつ

教

くるとともに、規 名称

育

単位
則正しく生活する

活

健康な体力づくりを行

動

う態度を育てる。 ① 教

事

育振興基本計画の施策

業

事業の達成率 ％
②

事務

政

事業の各種指標の実績

策

と見込及び目標

H31

こ

年度 R2年度 R2年度

の

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度
指標 ＼

務

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
(1)の

施

① 個 1,441 1,3

策

21 1,266 1,2

の

33 1,244 1,1

位

95 1,180
活動指

置

標 ② 人 1,919 1,

基

892 1,892 1,

本

936 1,911 1,

事

835 1,807
(2

業

)の ① 人 1,441 1

主

,321 1,266 1

管

,233 1,244 1

課

,195 1,180
対

名

象指標 ② 人 1,916

課

1,892 1,892

長

1,936 1,911

名

1,835 1,807

こ

(3)の ① 人 1,44

の

1 1,321 1,26

事

6 1,265 1,30

務

6 1,256 1,27

事

0
成果指標 ② 件 148

業

150 117 150 1

の

50 150 150
(4

開

)の結果の ① ％ 68 7

始

2 53 63 67 71 7

時

3
成果指標 ②

予算費目

期

会計 01 一般会計 款

事

10 項 03 目 02

コス

務

ト 年度 H31年度 R2

区

年度 R2年度 R3年度

分

R4年度 R5年度 R6

法

年度
実績値 計画値 実績

定

値 計画値 目標値 目標値

受

目標値
事業費(決算又

託

は予算額)Ａ 単位 8,

事

518 4,788 3,

務

528 4,733 4,

自

653 4,570 4,

治

412

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 県支出金 千円 1

こ

35 135 0 135 1

の

35 135 135
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 その他 千円 830

事

830 806 857 8

業

26 793 781
 一

の

般財源 千円 7,553

根

3,823 2,722

拠

3,741 3,692

法

3,642 3,496

令

人件費Ｂ 千円 1,29

事

1.5 830 1,29

業

1.5 1,291.5

の

1,291.5 1,2

概

91.5 1,291.

要

5
正職員従事時間×人

現

数 時間×人 389× 1

在

250× 1 389× 1

の

389× 1 389× 1

状

389× 1 389× 1

況

正職員以外の人件費 千

と

円 0 0 0 0 0 0 0
その

こ

他の費用Ｃ 千円 108

の

55 107 108 10

事

8 108 108
トータ

務

ルコストA+B+C 千

事

円 9,917.5 5,

業

673 4,926.5

を

6,132.5 6,0

行

52.5 5,969.

う

5 5,811.5
単位

根

あたりコスト ① 千円/

拠

人 6.9 4.3 3.9

ま

5 4.9 5 4.9
（ﾄ

た

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

は

の対象指標）② 千円/

理

人 5.2 3 2.6 3.

由

2 3.2 3.3 3.2

R

1

2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

■ ない
んか？

入学、卒

業

業の区切りに記念品、

名

祝品支給は必要である

N

。
事業進展等による環

o

境変化 ■ ある
設置する

.

学校において、事故等

4

により児童に危害が生

1

じた場合、適切
に伴い

7

、目的を見直す（目
そ

中

の理由 に対処できるよ

学

う必要な措置を講じる

校

必要があるため。
的の

教

追加・拡充又は絞込）

育

必要はありませんか？

活

□ ない

有
効
性

災害共済

動

給付制度への加入率を

事

高める。
今以上に事業

業

の成果を向上

させる方

２

法を記入して下さ

い。

評

内　容
※(3)の成果

価

指標を向上させる

　こ

　

とはできますか？

災害

Ｃ

共済制度の説明と周知

Ｈ

を行う。
目的達成状況

Ｅ

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｋ

託
市関与の必要性 □指

目

定管理 □補助金・負担

的

金助成 ■市の直営
内　

妥

容
　（実施手法） 法に

当

よる。

効
率
性

記念品、

性

祝品、災害共済給付金

こ

とも低コストで大きな

の

成果を得ることができ

事

て
事務事業の統廃合に

業

より、
いるため統廃合

の

の必要はない。
事業の

必

効率化を図り、成果
内

要

　容
を向上させる方法

性

を記入し

て下さい。

入

は

札により低価格で落札

薄

している。仕様を変更

れ

すれば削減は可能であ

て

るが、現
現状より事業

得

費・人件費を
製品を維

ら

持していきたい。
削減

れ

する方法を記入して下

て

さい。（仕様の変更、

い

外部 内　容
委託、従事

る

時間の削減等は

できな

い

いか？)

公
平
性

災害共

ま

済掛金は法の定める範

せ

囲の中間値である。
■

ん

ある ■ 現状で適正
受益

か

者負担はありますか？

。

また、受益者負担割合

十

は適 □ ない □ 検討が必

分

要 内　容
正ですか？

□

な

受益者がいない

３
改
革

成

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

果

他市町では、入学時等

が

の記念品を廃 ヘルメッ

理

トは交通安全の徹底に

　

おい
事業実施上の課題

由

、住 止している状況で

得

ある。押印廃止と ても

ら

必要であるため継続し

れ

ていく。
民・議会等か

て

らの意見 意　見 いう時

い

代の流れの中で、印鑑

ま

を記念 対応策
と対応策

す

品としていくことにつ

か

いても検討し
ていく必

？

要がある。
様々な教育

得

活動を行った。 継続し

ら

て実施。
R3年度の事

れ

業計画は前 変　更
年度

て

から変更・追加は 前年

い

度 ・
あるか 追　加

今後

な

の事業・コスト・成果

い

の方向性 今後の事業の

事

方向性、改革・改善案

業

※今年度からの具体的

進

な事業の進め方、手段

展

の見直し等、各方向性

等

の内容

　　　　　　　

に

　　□　拡大 職業に魅

よ

力を感じ、望ましい勤

る

労観･職業観を醸成で

環

　　　　　　　　　□

境

　改善 きるよう今後も

変

キャリア教育を継続す

化

る。市単独分は
　　　

あ

　　　　　　■　現状

る

維持 校長会業務委託に

に

統合する。
　　　　　

伴

　　　　□　縮小
　　

い

　　　　　　　□　統

、

合
　　　　　　　　　

対

□　完了
　　　　　　

象

　　　□　廃止・休止

を

コストの方向性
　　　

見

　　　　　　→　維持

直

成果の方向性
　　　　

す

　　　　　→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 417 中学校教育活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

記念品、祝品ともに有効に活用されている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

災害共済給付金制度は少ない掛金で加入することができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の趣旨からして対象を見直すことは

様

できない。
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

100％近い加入率で

-

あり見直しの必要はな

2

い。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 418 外国語指導助手派遣事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成6年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

外国語を理解し、外国語で表現する能力を養い、外国 外国語指導の充実を目的にして開始した。国際理解教
語で積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度 育が重視され、英語指導の充実が求められている。
を育てるとともに、言語や文化に対する関心を高め、 平成30,31年度は、次期学習指導要領の移行期間とし
国際理解を深めることを目的として行う。 て新たに小学校3･4年生で15時間の外国語活動、5･6年
 生で50時間の英語科を実施する必要があり、外国語指
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 導助手の配当時間を増すよう求

令

められている。

外国語

和

指導助手6人を市内各

 

小中学校に派遣し、テ

3

ィームティーチングに

年

よる英語
R2年度に実

度

施した具体的な の授業

（

を行った。
事業の方法

2

、手順、指標に対す
る

年

成果等

事務事業を取り

度

巻く状況は過去と比べ

実

変化しているか (1)

施

活動指標（事務事業の

分

活動量を表す指標）

小

）

学校で新学習指導要領

事

の実施に伴い外国語が

務

教科となっ 名称 単位
た

事

ため、外国語指導助手

業

を1人増員する。 ① 派

目

遣講師の指導時間 時間

的

変 化
② 授業を受けた

評

クラス数（小中学校）

価

学級
内 容

対象(この

表

事業の対象、範囲とな

様

る人、物) (2)対象

式

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

小中学校児

-

童生徒数 名称 単位
① 小

1

学生児童数 人
② 中学生

記

生徒数 人

目的(この事

入

業によって上記対象を

日

どのような状態にした

令

いのか) (3)成果指

和

標（目的の達成度を示

0

す指標）

・英語を理解

3

し、英語で表現する能

年

力を養う。 名称 単位
・

1

英語で積極的にコミュ

2

ニケーションを図ろう

月

とする態度を育て ① 友

0

好都市派遣事業に応募

8

した生徒数 人
る。 ② パ

日

ートナー校と交流した

１

学校の割合 ％

結果(上

事

位基本事業の意図) (

務

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

業

標）

安心して生活でき

の

、進んで学習できる環

現

境をつくるとともに、

状

規 名称 単位
則正しく生

　

活する健康な体力づく

Ｐ

りを行う態度を育てる

Ｌ

。 ① 教育振興基本計画

Ａ

の施策事業の達成率 ％

Ｎ

②

事務事業の各種指標

及

の実績と見込及び目標

び

H31年度 R2年度 R

Ｄ

2年度 R3年度 R4年

Ｏ

度 R5年度 R6年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
(

業

1)の ① 時間 6,59

名

4 7,210 6,10

N

2 7,273 7,14

o

0 7,133 7,11

.

9
活動指標 ② 学級 22

4

6 226 223 229

1

230 226 223
(

8

2)の ① 人 3,840

外

3,738 3,738

国

3,712 3,703

語

3,672 3,657

指

対象指標 ② 人 1,91

導

9 1,892 1,89

助

2 1,936 1,91

手

1 1,835 1,80

派

7
(3)の ① 人 56 7

遣

0 0 70 70 70 70

事

成果指標 ② ％ 75 75

業

75 75 75 75 75

政

(4)の結果の ① ％ 6

策

8 72 72 63 67 7

こ

1 73
成果指標 ②

予算

の

費目 会計 01 一般会

事

計 款 10 項 03 目 02

務

コスト 年度 H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

業

年度 R4年度 R5年度

施

R6年度
実績値 計画値

策

実績値 計画値 目標値 目

の

標値 目標値
事業費(決

位

算又は予算額)Ａ 単位

置

25,157 27,7

基

68 27,332 28

本

,002 27,489

事

27,463 27,4

業

09

財
源
内
訳

 国庫支

主

出金 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
 県支出金 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 地方債 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

課

の他 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
 一般財源 千円 25

名

,157 27,768

こ

27,332 28,0

の

02 27,489 27

事

,463 27,409

務

人件費Ｂ 千円 1,85

事

9.2 1,859.2

業

1,859.2 1,8

の

59.2 1,859.

開

2 1,859.2 1,

始

859.2
正職員従事

時

時間×人数 時間×人 2

期

80× 2 280× 2 2

事

80× 2 280× 2 2

務

80× 2 280× 2 2

区

80× 2
正職員以外の

分

人件費 千円 0 0 0 0 0

法

0 0
その他の費用Ｃ 千

定

円 104 76 103 1

受

03 103 103 10

託

3
トータルコストA+

事

B+C 千円 27,12

務

0.2 29,703.

自

2 29,294.2 2

治

9,964.2 29,

事

451.2 29,42

務

5.2 29,371.

こ

2
単位あたりコスト ①

の

千円/人 7.1 7.9

事

7.8 8.1 8 8 8
（

務

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

事

)の対象指標）② 千円

業

/人 14.1 15.7

の

15.5 15.5 15

根

.4 16 16.3

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

対象を見直す（拡
その

業

理由
大・縮小）必要は

名

ありませ
■ ない

んか？

N

学習指導要領に沿った

o

目的であり、見直すこ

.

とはできない。
事業進

4

展等による環境変化 □

1

ある
に伴い、目的を見

8

直す（目
その理由

的の

外

追加・拡充又は絞込）

国

必要はありませんか？

語

■ ない

有
効
性

・英語の

指

授業を系統的に組み英

導

語コミュニケーション

助

力のある児童生徒を育

手

て
今以上に事業の成果

派

を向上
る。

させる方法

遣

を記入して下さ
・年間

事

計画で学習を位置づけ

業

、聞く話す能力育成を

２

図る。
い。 内　容
※(

評

3)の成果指標を向上

価

させる

　ことはできま

　

すか？

多くの生徒が中

Ｃ

学生友好都市派遣事業

Ｈ

に応募しており、積極

Ｅ

的に外国語を学び
目的

Ｃ

達成状況 内　容 コミュ

Ｋ

ニケ－ションを図ろう

目

とする姿がうかがえる

的

ため、目的はおおむね

妥

達成
できている。
□民

当

間への一部委託 ■民間

性

への全部委託
市関与の

こ

必要性 □指定管理 □補

の

助金・負担金助成 □市

事

の直営
内　容

　（実施

業

手法） 民間に委託し、

の

市で作成した計画に基

必

づいて各学校に外国語

要

指導助手を派遣す
る。

性

効
率
性

対象、目的が同

は

じ事業はなく、統廃合

薄

はできない。
事務事業

れ

の統廃合により、

事業

て

の効率化を図り、成果

得

内　容
を向上させる方

ら

法を記入し

て下さい。

れ

令和2年度から小学校

て

学習指導要領が完全実

い

施され、外国語が教科

る

となったこ
現状より事

い

業費・人件費を
とから

ま

派遣時間数は増加する

せ

ため、削減は難しい。

ん

削減する方法を記入し

か

て下

さい。（仕様の変

。

更、外部 内　容
委託、

十

従事時間の削減等は

で

分

きないか？)

公
平
性

学

な

校教育法に基づき、学

成

校設置者は、設置する

果

学
□ ある ■ 現状で適正

が

受益者負担はあります

理

か？ 校を管理し、学校

　

の経費を負担すること

由

になって
また、受益者

得

負担割合は適 ■ ない □

ら

検討が必要 内　容 いる

れ

。
正ですか？

□ 受益者

て

がいない

３
改
革
改
善
案

い

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

議会か

ま

ら小中学校で外国語指

す

導助手 外国語指導助手

か

の適正な配置を検討
事

？

業実施上の課題、住 と

得

行う英語教育の時間を

ら

増やすとい する。
民・

れ

議会等からの意見 意　

て

見 う意見がある。また

い

、次期学習指導 対応策

な

と対応策 要領の確実な

い

実施のために外国語指

事

導助手の増員が求めら

業

れている。
外国語指導

進

助手6人を市内各小中

展

学 令和2年度は外国語

等

指導助手を7人に
R3

に

年度の事業計画は前 変

よ

　更
校に派遣し、ティ

る

ームティーチング 増員

環

し、ティームティーチ

境

ングによ
年度から変更

変

・追加は 前年度 ・
によ

化

る英語の授業を行った

あ

。 る英語の授業を行う

る

。
あるか 追　加

今後の

に

事業・コスト・成果の

伴

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

、

今年度からの具体的な

対

事業の進め方、手段の

象

見直し等、各方向性の

を

内容

　　　　　　　　

見

　■　拡大 次期学習指

直

導要領への対応として

す

、前年度の平成31年

（

　　　　　　　　　□

拡

　改善 度に完全実施さ

そ

れた場合必要となる、

の

小学校3･4年生
　　

理

　　　　　　　□　現

由

状維持 で年間35時間

大

の外国語活動、小学校

・

5･6年生で70時間

縮

　　　　　　　　　□

小

　縮小 の英語科の実施

）

に対応する外国語指導

必

助手の配置を行
　　　

要

　　　　　　□　統合

は

う。
　　　　　　　　

あ

　□　完了
　　　　　

り

　　　　□　廃止・休

ま

止
コストの方向性
　　

せ

　　　　　　　→　維

な

持
成果の方向性
　　　

い

　　　　　　→　維持

ん

2

か？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 418 外国語指導助手派遣事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

小学生は外国語講師と触れ合うことで外国語でのコミュニケ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ーションに慣れ親しむことができ、中学生は生きた英語を学
いませんか。十分な成果が 理　由

ぶことができるので、外国語講師は必要である。
得ら

様

れていますか？ □ 得ら

式

れていない

小学生、中

1

学生ともに英語が教科

-

となっており、対象を

2

見直すことは
事業進展

事

等による環境変化
□ あ

務

る できない。
に伴い、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 362 ＰＴＡ活動事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 昭和４９年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市小中学校ＰＴＡ連絡協議会補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

○市内小中学校ＰＴＡ相互の情報交換のため、市小中 ○市内小中学校ＰＴＡ会員全員が加入している。
学校ＰＴＡ連絡協議会を設置し、その運営を補助金で ○各小中学校ＰＴＡ相互の情報交換や愛知県Ｐ、三河
支援している。 Ｐ主催の研修会への参加や連絡調整を行うなど、ＰＴ
「ＳＤＧｓの取り組み：４」 Ａの資質向上のために必要である。

総会、役員会に係る費用、全国・東海北陸ブロックで開催される研究大会にかかる
R2年度に実施した具体的な 費用、及び研究委嘱校に対する補助を行った
事業の方法、手順、指

令

標に対す
る成果等

事務

和

事業を取り巻く状況は

 

過去と比べ変化してい

3

るか (1)活動指標（

年

事務事業の活動量を表

度

す指標）

犯罪の低年齢

（

化やいじめなどの問題

2

行動や、家族構成や生

年

名称 単位
活様式の変化

度

等が発生してきた ① 役

実

員会開催日数 日
変 化

施

② 研修会開催日数 日
内

分

 容

対象(この事業の

）

対象、範囲となる人、

事

物) (2)対象指標（

務

対象の大きさを表す指

事

標）

みよし市小中学校

業

ＰＴＡ連絡協議会 名称

目

単位
① 役員数 人
②

目的

的

(この事業によって上

評

記対象をどのような状

価

態にしたいのか) (3

表

)成果指標（目的の達

様

成度を示す指標）

ＰＴ

式

Ａ連絡協議会及び各小

1

中学校ＰＴＡ活動を活

-

発化させる。 名称 単位

1

① ＰＴＡ連絡協議会の

記

研修会等参加者数 人
②

入

結果(上位基本事業の

日

意図) (4)結果の成

令

果指標（上位基本事業

和

の成果指標）

学習をと

0

おして、ＰＴＡ活動を

3

活発化させる 名称 単位

年

① 小学校家庭教育学級

1

参加者数 人
② ふれあい

2

トライアングル推進事

月

業参加者 人

事務事業の

0

各種指標の実績と見込

8

及び目標

H31年度 R

日

2年度 R2年度 R3年

１

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度
指標 ＼ 年度

務

単位
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

業

目標値
(1)の ① 日 4

の

4 4 4 4 4 4
活動指標

現

② 日 3 3 1 3 3 3 3
(

状

2)の ① 人 15 15 1

　

5 15 15 15 15
対

Ｐ

象指標 ②
(3)の ① 人

Ｌ

530 350 12 27

Ａ

0 350 350 350

Ｎ

成果指標 ②
(4)の結

及

果の ① 人 784 800

び

73 480 600 60

Ｄ

0 600
成果指標 ② 人

Ｏ

8,500 8,500

事

1,090 4,000

務

5,000 5,000

事

5,000
予算費目 会

業

計 01 一般会計 款 1

名

0 項 05 目 01

コスト

N

年度 H31年度 R2年

o

度 R2年度 R3年度 R

.

4年度 R5年度 R6年

3

度
実績値 計画値 実績値

6

計画値 目標値 目標値 目

2

標値
事業費(決算又は

Ｐ

予算額)Ａ 単位 144

Ｔ

150 28 144 14

Ａ

4 144 144

財
源
内

活

訳

 国庫支出金 千円 0

動

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 地方債 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 その他 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 一般財

こ

源 千円 144 150 2

の

8 144 144 144

事

144
人件費Ｂ 千円 1

務

,245 1,245 0

事

1,245 1,245

業

1,245 0
正職員従

施

事時間×人数 時間×人

策

375× 1 375× 1

の

0× 0 375× 1 37

位

5× 1 375× 1 0×

置

0
正職員以外の人件費

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

本

の他の費用Ｃ 千円 20

事

4 204 0 204 20

業

4 204 0
トータルコ

主

ストA+B+C 千円 1

管

,593 1,599 2

課

8 1,593 1,59

名

3 1,593 144
単

課

位あたりコスト ① 千円

長

/人 106.2 106

名

.6 1.9 106.2

こ

106.2 106.2

の

9.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

務

）② 千円/ 0 0 0 0 0

事

0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
的であり、環境変

名

化に伴う変更が生じな

N

いため
に伴い、目的を

o

見直す（目
その理由

的

.

の追加・拡充又は絞込

3

）

必要はありませんか

6

？ ■ ない

有
効
性

研修会

2

の規模拡大や回数を増

Ｐ

やすことで成果を向上

Ｔ

させることはできる。

Ａ

今以上に事業の成果を

活

向上

させる方法を記入

動

して下さ

い。 内　容
※

事

(3)の成果指標を向

業

上させる

　ことはでき

２

ますか？

市教員組合や

評

県・三河ＰＴＡとの連

価

携を含め、ＰＴＡ連絡

　

協議会及び各小中学
目

Ｃ

的達成状況 内　容 校Ｐ

Ｈ

ＴＡ活動を活発化させ

Ｅ

ることができている。

Ｃ

□民間への一部委託 □

Ｋ

民間への全部委託
市関

目

与の必要性 □指定管理

的

■補助金・負担金助成

妥

□市の直営
内　容

　（

当

実施手法） 市補助事業

性

効
率
性

他の類似事業な

こ

し
事務事業の統廃合に

の

より、

事業の効率化を

事

図り、成果
内　容

を向

業

上させる方法を記入し

の

て下さい。

役員会の書

必

面開催が恒常的に可能

要

であれば人件費（時間

性

外手当等。夜間開催の

は

現状より事業費・人件

薄

費を
ため）の一部削減

れ

は可能
削減する方法を

て

記入して下

さい。（仕

得

様の変更、外部 内　容

ら

委託、従事時間の削減

れ

等は

できないか？)

公

て

平
性

会費：80円×（

い

各小中学校 世帯数＋

る

教員数）
■ ある ■ 現状

い

で適正
受益者負担はあ

ま

りますか？ 安全互助事

せ

業費：40円×（各小

ん

中学校 世帯数＋
また

か

、受益者負担割合は適

。

□ ない □ 検討が必要 内

十

　容 教員数）
正ですか

分

？
□ 受益者がいない

３

な

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

成

Ｏ
Ｎ

仕事を持つ親が多

果

くなりPTA活動に 各

が

中学校PTAと情報を

理

共有し、活動
事業実施

　

上の課題、住 参加する

由

機会が少なくなりつつ

得

ある 方法の見直しを行

ら

う。
民・議会等からの

れ

意見 意　見 。 対応策
と

て

対応策

・総会、役員会

い

前年度は感染拡大防止

ま

のため中止と
R3年度

す

の事業計画は前 変　更

か

・全国・東海北陸大会

？

への参加助成 なった全

得

国・東海北陸大会につ

ら

いて
年度から変更・追

れ

加は 前年度 ・
・研究委

て

嘱校への発表助成 開催

い

予定。 
あるか 追　加

な

今後の事業・コスト・

い

成果の方向性 今後の事

事

業の方向性、改革・改

業

善案
※今年度からの具

進

体的な事業の進め方、

展

手段の見直し等、各方

等

向性の内容

　　　　　

に

　　　　□　拡大 ○各

よ

小中学校ＰＴＡ相互の

る

情報交換・情報提供の

環

場で
　　　　　　　　

境

　□　改善 あり、今後

変

も運営の一部を補助し

化

、支援をしていく。
　

あ

　　　　　　　　■　

る

現状維持  
　　　　　

に

　　　　□　縮小
　　

伴

　　　　　　　□　統

い

合
　　　　　　　　　

、

□　完了
　　　　　　

対

　　　□　廃止・休止

象

コストの方向性
　　　

を

　　　　　　→　維持

見

成果の方向性
　　　　

直

　　　　　→　維持

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 362 ＰＴＡ活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

ＰＴＡ活動の支援により子どもたちを取り巻く生活環境や健
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

全育成環境を改善するため
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境変化に伴う対象の変更がないため
事業進展等による環境変化

□

様

ある
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

ＰＴＡ連

2

絡協議会及び各小中学

事

校ＰＴＡ活動を活発化

務

させることが目
事業進



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 420 学校給食運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 所長　水野　茂正
この事務事業の開始時期 昭和48年6月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校給食法　みよし市学校給食センター設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

安全安心な給食の提供のため、給食センターの運営を ・安全安心な給食の提供のため、給食センターの運営
適正かつ円滑に行い、衛生管理を徹底するにあたり必 を適正かつ円滑に行うにあたり条例に基づき運営委員
要な業務を実施する。 会を設置する。
 ・安全安心な給食の提供のため、衛生管理を徹底する
・みよし市学校給食センター運営委員会の設置 にあたり衛生点検及び各種検査を実施する。また、給
・衛生点検及び食器、器具、食材、給食検査の実施 食管理システムで献立、食材、給食数を適正に管

令

理す
・給食管理システ

和

ムの管理及び保守点検

 

る。
・腸内細菌検査の

3

実施　等
 
「ＳＤＧｓ

年

の取り組み：３，４，

度

１２」 
・衛生点検及

（

び食器、器具、食材、

2

給食検査を実施した。

年

R2年度に実施した具

度

体的な ・給食管理シス

実

テムの更新、管理及び

施

保守点検を実施した。

分

事業の方法、手順、指

）

標に対す ・腸内細菌検

事

査を実施した。・給食

務

センター電話設備を更

事

新した。
る成果等 （運

業

営委員会は、新型コロ

目

ナウイルス感染症拡大

的

防止のため中止した。

評

）
※4・5月学校臨時

価

休業に伴い小中学校給

表

食中止

事務事業を取り

様

巻く状況は過去と比べ

式

変化しているか (1)

1

活動指標（事務事業の

-

活動量を表す指標）

な

1

し（安全安心な給食の

記

提供のため、継続して

入

実施） 名称 単位
① 給食

日

実施日数 日
変 化

② 運

令

営委員会開催回数 回
内

和

 容

対象(この事業の

0

対象、範囲となる人、

3

物) (2)対象指標（

年

対象の大きさを表す指

1

標）

小中学校児童生徒

2

及び保育園園児 名称 単

月

位
① 児童生徒数 人
② 園

0

児数 人

目的(この事業

8

によって上記対象をど

日

のような状態にしたい

１

のか) (3)成果指標

事

（目的の達成度を示す

務

指標）

児童生徒及び園

事

児が安全安心な給食を

業

欠かさず喫食できる。

の

名称 単位
① 給食を中止

現

した日数（災害等除く

状

） 日
②

結果(上位基本

　

事業の意図) (4)結

Ｐ

果の成果指標（上位基

Ｌ

本事業の成果指標）

知

Ａ

・徳・体にわたる「生

Ｎ

きる力」を育むため、

及

生涯にわたって健 名称

び

単位
康に過ごせる基礎

Ｄ

作りに取り組む。 ① 体

Ｏ

力テストの県平均以上

事

の種目の割合 ％
② 肥満

務

度の全国平均を下回っ

事

た学年の割合 ％

事務事

業

業の各種指標の実績と

名

見込及び目標

H31年

N

度 R2年度 R2年度 R

o

3年度 R4年度 R5年

.

度 R6年度
指標 ＼ 

4

年度 単位
実績値 計画値

2

実績値 計画値 目標値 目

0

標値 目標値
(1)の ①

学

日 195 190 190

校

217 218 218 2

給

20
活動指標 ② 回 2 2

食

0 2 2 2 2
(2)の ①

運

人 5,759 5,63

営

0 5,630 5,64

事

8 5,614 5,50

業

7 5,464
対象指標

政

② 人 815 836 84

策

1 968 830 830

こ

830
(3)の ① 日 0

の

0 0 0 0 0 0
成果指標

事

②
(4)の結果の ① ％

務

67 80 - 80 80 8

事

0 80
成果指標 ② ％ 7

業

7 85 45 60 90 7

施

0 80
予算費目 会計 0

策

1 一般会計 款 10 項

の

07 目 01

コスト 年度

位

H31年度 R2年度 R

置

2年度 R3年度 R4年

基

度 R5年度 R6年度
実

本

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

事業費(決算又は予算

主

額)Ａ 単位 2,799

管

13,653 8,25

課

7 4,295 4,42

名

9 4,417 4,41

課

7

財
源
内
訳

 国庫支出

長

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

 県支出金 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 地方債 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 その

事

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 一般財源 千円 2,7

事

99 13,653 8,

業

257 4,295 4,

の

429 4,417 4,

開

417
人件費Ｂ 千円 3

始

,514 3,514 3

時

,608.7 3,60

期

8.7 3,608.7

事

3,608.7 3,6

務

08.7
正職員従事時

区

間×人数 時間×人 35

分

0× 3 350× 3 35

法

8× 3 358× 3 35

定

8× 3 358× 3 35

受

8× 3
正職員以外の人

託

件費 千円 28 28 43

事

43 43 43 43
その

務

他の費用Ｃ 千円 171

自

171 111 111 1

治

11 111 111
トー

事

タルコストA+B+C

務

千円 6,484 17,

こ

338 11,976.

の

7 8,014.7 8,

事

148.7 8,136

務

.7 8,136.7
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/人 1.1 3.1 2.

の

1 1.4 1.5 1.5

根

1.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

拠

ﾄ/(2)の対象指標

法

）② 千円/人 8 20.

令

7 14.2 8.3 9.

事

8 9.8 9.8

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡充又は絞込）

必要は

業

ありませんか？ ■ ない

名

有
効
性

児童生徒及び園

N

児に対して、安全安心

o

な給食を欠かさず提供

.

することができて
今以

4

上に事業の成果を向上

2

いるため、この成果を

0

今後も維持していく。

学

させる方法を記入して

校

下さ

い。 内　容
※(3

給

)の成果指標を向上さ

食

せる

　ことはできます

運

か？

児童生徒及び園児

営

に対して、安全安心な

事

給食を欠かさず提供す

業

ることができて
目的達

２

成状況 内　容 いる。

■

評

民間への一部委託 □民

価

間への全部委託
市関与

　

の必要性 □指定管理 □

Ｃ

補助金・負担金助成 ■

Ｈ

市の直営
内　容

　（実

Ｅ

施手法） 学校給食の運

Ｃ

営は市が行うことが適

Ｋ

切。専門性を要するシ

目

ステムの保守点検業
務

的

、検査業務は民間委託

妥

効
率
性

なし（統合可能

当

な事業がないため）
事

性

務事業の統廃合により

こ

、

事業の効率化を図り

の

、成果
内　容

を向上さ

事

せる方法を記入し

て下

業

さい。

・運営委員会は

の

、条例に規定されてい

必

るため、削減は不可能

要

現状より事業費・人件

性

費を
・衛生点検及び各

は

種検査、腸内細菌検査

薄

は、学校給食衛生管理

れ

基準（文部科学
削減す

て

る方法を記入して下
省

得

告示）に規定されてい

ら

るため、削減は不可能

れ

さい。（仕様の変更、

て

外部 内　容
・システム

い

は、給食の提供に必要

る

不可欠であるため、削

い

減は不可能
委託、従事

ま

時間の削減等は

できな

せ

いか？)

公
平
性

直接的

ん

な受益者がいないため

か

□ ある □ 現状で適正
受

。

益者負担はありますか

十

？

また、受益者負担割

分

合は適 □ ない □ 検討が

な

必要 内　容
正ですか？

成

■ 受益者がいない

３
改

果

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

が

Ｎ

アレルギー児童生徒

理

への対応（現在 除去、

　

代替給食の提供につい

由

て、現
事業実施上の課

得

題、住 は資料配布によ

ら

り対応。乳アレルギ 在

れ

の施設では調理できな

て

い現状を踏
民・議会等

い

からの意見 意　見 ーの

ま

場合は牛乳提供中止を

す

実施） 対応策 まえて協

か

議し方針を決定してい

？

く必
と対応策 要がある

得

。

表面のとおり 給食管

ら

理システム・給食セン

れ

ター電
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
話設備

い

の更新完了に伴う事業

な

費減
年度から変更・追

い

加は 前年度 ・
あるか 追

事

　加

今後の事業・コス

業

ト・成果の方向性 今後

進

の事業の方向性、改革

展

・改善案
※今年度から

等

の具体的な事業の進め

に

方、手段の見直し等、

よ

各方向性の内容

　　　

る

　　　　　　□　拡大

環

引き続き、給食センタ

境

ーの運営を適正かつ円

変

滑に行い
　　　　　　

化

　　　□　改善 、衛生

あ

管理を徹底し、安全安

る

心な給食を提供してい

に

く
　　　　　　　　　

伴

■　現状維持 。
　　　

い

　　　　　　□　縮小

、

　　　　　　　　　□

対

　統合
　　　　　　　

象

　　□　完了
　　　　

を

　　　　　□　廃止・

見

休止
コストの方向性
　

直

　　　　　　　　→　

す

維持
成果の方向性
　　

（

　　　　　　　→　維

拡

持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 420 学校給食運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童生徒及び園児に対して、安全安心な給食を欠かさず提供
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

することができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化なし
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を

様

見直す（拡
その理由

大

式

・縮小）必要はありま

1

せ
■ ない

んか？

環境の

-

変化なし
事業進展等に

2

よる環境変化 □ ある
に

事

伴い、目的を見直す（

務

目
その理由

的の追加・



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 421 給食センター維持管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 所長　水野　茂正
この事務事業の開始時期 平成15年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校給食法　みよし市学校給食センター設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

安全安心な給食を安定的に提供するため、給食センタ ・給食センターは供用開始から18年目となる。施設に
ーの施設及び設備の維持管理を行う。 は老朽化が見られ（雨漏り、空調設備劣化、自動ドア
 故障等）厨房機器を中心とした設備は耐用年数を超え
・食器等の消耗品購入 経年劣化による修繕が増えている（配管やパッキンか
・施設及び設備修繕 らの漏水、蒸気漏れ、金属可動部の劣化や故障等）。
・施設及び設備維持管理業務 ・放置した場合、事故や故障等により給食が提供でき
・

令

施設改修工事 ない事態

和

又は異物混入等が起き

 

るおそれがある。
・備

3

品更新 ・これらを防ぐ

年

ため、保守点検及び修

度

繕、オーバーホ
 ール

（

、更新、改修等を計画

2

的かつ継続的に行って

年

いく
「ＳＤＧｓの取り

度

組み：３，４，１２」

実

必要がある。
・必要な

施

食器等の消耗品を購入

分

した。
R2年度に実施

）

した具体的な ・施設及

事

び設備の計画していた

務

修繕、予測できない不

事

具合に対する緊急的な

業

修繕及
事業の方法、手

目

順、指標に対す び維持

的

管理業務を行った。調

評

理場天井耐震化等改修

価

（3期）工事を完了し

表

た。
る成果等 ・連続揚

様

物機及びその他の老朽

式

化した備品を更新した

1

。
※4・5月学校臨時

-

休業に伴い小中学校給

1

食中止

事務事業を取り

記

巻く状況は過去と比べ

入

変化しているか (1)

日

活動指標（事務事業の

令

活動量を表す指標）

な

和

し（安全安心な給食を

0

安定的に提供するため

3

、継続して 名称 単位
実

年

施） ① 給食実施日数 日

1

変 化
② 維持管理業務

2

委託件数 件
内 容

対象

月

(この事業の対象、範

0

囲となる人、物) (2

8

)対象指標（対象の大

日

きさを表す指標）

給食

１

センターの施設及び設

事

備 名称 単位
① 給食セン

務

ター施設数 施設
② 備品

事

数 件

目的(この事業に

業

よって上記対象をどの

の

ような状態にしたいの

現

か) (3)成果指標（

状

目的の達成度を示す指

　

標）

施設及び設備が正

Ｐ

常に稼働し、安全安心

Ｌ

な給食を安定的に提供

Ａ

で 名称 単位
きる。 ① 給

Ｎ

食を中止した日数（災

及

害等除く） 日
② 修繕件

び

数 件

結果(上位基本事

Ｄ

業の意図) (4)結果

Ｏ

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

知・

務

徳・体にわたる「生き

事

る力」を育むため、生

業

涯にわたって健 名称 単

名

位
康に過ごせる基礎作

N

りに取り組む。 ① 体力

o

テストの県平均以上の

.

種目の割合 ％
② 肥満度

4

の全国平均を下回った

2

学年の割合 ％

事務事業

1

の各種指標の実績と見

給

込及び目標

H31年度

食

R2年度 R2年度 R3

セ

年度 R4年度 R5年度

ン

R6年度
指標 ＼ 年

タ

度 単位
実績値 計画値 実

ー

績値 計画値 目標値 目標

維

値 目標値
(1)の ① 日

持

195 190 190 2

管

17 218 218 22

理

0
活動指標 ② 件 14 1

事

4 14 13 13 13 1

業

3
(2)の ① 施設 1 1

政

1 1 1 1 1
対象指標 ②

策

件 145 145 156

こ

156 156 156 1

の

56
(3)の ① 日 0 0

事

0 0 0 0 0
成果指標 ②

務

件 57 55 55 55 5

事

5 55 55
(4)の結

業

果の ① ％ 67 80 - 8

施

0 80 80 80
成果指

策

標 ② ％ 77 85 45 6

の

0 90 70 80
予算費

位

目 会計 01 一般会計

置

款 10 項 07 目 01

コ

基

スト 年度 H31年度 R

本

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

6年度
実績値 計画値 実

主

績値 計画値 目標値 目標

管

値 目標値
事業費(決算

課

又は予算額)Ａ 単位 7

名

3,022 122,9

課

73 210,374 1

長

08,592 122,

名

039 91,747 9

こ

1,360

財
源
内
訳

 

の

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 その他 千円 587

の

691 515 728 8

開

20 826 835
 一

始

般財源 千円 72,43

時

5 122,282 20

期

9,859 107,8

事

64 121,219 9

務

0,921 90,52

区

5
人件費Ｂ 千円 6,1

分

35.4 6,135.

法

4 4,604.7 4,

定

604.7 4,604

受

.7 4,604.7 4

託

,604.7
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

616× 3 616× 3

自

458× 3 458× 3

治

458× 3 458× 3

事

458× 3
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 43

こ

43 43 43 43
その

の

他の費用Ｃ 千円 554

事

554 404 404 4

務

04 404 404
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 79,711.4

の

129,662.4 2

根

15,382.7 11

拠

3,600.7 127

法

,047.7 96,7

令

55.7 96,368

事

.7
単位あたりコスト

業

① 千円/施設 79,7

の

11.4 129,66

概

2.4 215,382

要

.7 113,600.

現

7 127,047.7

在

96,755.7 96

の

,368.7
（ﾄｰﾀ

状

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

況

象指標）② 千円/件 5

と

49.7 894.2 1

こ

,380.7 728.

の

2 814.4 620.

事

2 617.7

1

務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の追加・拡充又は絞込

業

）

必要はありませんか

名

？ ■ ない

有
効
性

施設及

N

び設備が正常に稼働し

o

、安全安心な給食を安

.

定的に提供できている

4

ため
今以上に事業の成

2

果を向上
、この成果を

1

今後も維持していく。

給

させる方法を記入して

食

下さ

い。 内　容
※(3

セ

)の成果指標を向上さ

ン

せる

　ことはできます

タ

か？

施設及び設備が正

ー

常に稼働し、安全安心

維

な給食を安定的に提供

持

できている。
目的達成

管

状況 内　容

■民間への

理

一部委託 □民間への全

事

部委託
市関与の必要性

業

□指定管理 □補助金・

２

負担金助成 ■市の直営

評

内　容
　（実施手法）

価

施設及び設備の管理は

　

市が行うことが適切。

Ｃ

専門性を要する修繕、

Ｈ

保守点検業
務、工事等

Ｅ

は全て民間へ発注又は

Ｃ

委託

効
率
性

なし（統合

Ｋ

可能な事業がないため

目

）
事務事業の統廃合に

的

より、

事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容

を向

当

上させる方法を記入し

性

て下さい。

今後更に施

こ

設の老朽化、設備の経

の

年劣化が進むため、大

事

幅な削減は困難。以下

業

現状より事業費・人件

の

費を
により費用削減に

必

努める。
削減する方法

要

を記入して下
・みよし

性

市学校施設個別計画を

は

踏まえ、施設及び設備

薄

の状況を十分に精査し

れ

、
さい。（仕様の変更

て

、外部 内　容
緊急度の

得

高いものから計画立て

ら

て修繕等の対応を実施

れ

していく。
委託、従事

て

時間の削減等は
・更新

い

ではなくオーバーホー

る

ルとする等、費用を抑

い

える手段を幅広く検討

ま

する
できないか？)

。

せ

公
平
性

学校給食法にお

ん

いて、学校給食の実施

か

に必要な施
□ ある ■ 現

。

状で適正
受益者負担は

十

ありますか？ 設及び設

分

備に要する経費は、学

な

校設置者の負担と
また

成

、受益者負担割合は適

果

■ ない □ 検討が必要 内

が

　容 することが規定さ

理

れているため。
正です

　

か？
□ 受益者がいない

由

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

得

Ｉ
Ｏ
Ｎ

限られた予算で

ら

必要な対応が手当て み

れ

よし市学校施設個別計

て

画を踏まえ
事業実施上

い

の課題、住 しきれない

ま

場合、事故や故障等に

す

よ 、施設及び設備の状

か

況を十分に精査
民・議

？

会等からの意見 意　見

得

り給食が提供できない

ら

事態又は異物 対応策 し

れ

、緊急度の高いものか

て

ら計画立て
と対応策 混

い

入等が起きるおそれが

な

高まる。 て修繕等の対

い

応を実施していく。

表

事

面のとおり R2で調理

業

場天井耐震化等改修工

進

事が
R3年度の事業計

展

画は前 変　更
完了。R

等

3は食器洗浄機（3号

に

機）オ
年度から変更・

よ

追加は 前年度 ・
ーバー

る

ホール修繕・保存食用

環

冷凍庫
あるか 追　加

更

境

新を実施。

今後の事業

変

・コスト・成果の方向

化

性 今後の事業の方向性

あ

、改革・改善案
※今年

る

度からの具体的な事業

に

の進め方、手段の見直

伴

し等、各方向性の内容

い

　　　　　　　　　□

、

　拡大 ・引き続き、給

対

食センターの施設及び

象

設備の維持管理
　　　

を

　　　　　　□　改善

見

を行い、安全安心な給

直

食を安定的に提供して

す

いく。
　　　　　　　

（

　　■　現状維持 ・特

拡

に厨房機器は、稼働後

そ

概ね10年での更新又

の

はオー
　　　　　　　

理

　　□　縮小 バーホー

由

ルがメーカー推奨され

大

ているものの、継続し

・

　　　　　　　　　□

縮

　統合 て使用している

小

。代替がなく、故障は

）

給食中止に繋が
　　　

必

　　　　　　□　完了

要

りかねないため、計画

は

的に対応していきたい

あ

。
　　　　　　　　　

り

□　廃止・休止 ・将来

ま

的にアレルギー対応の

せ

除去、代替給食の提供

な

を
コストの方向性 検討

い

する場合、現在の施設

ん

では調理できないため

か

、増
　　　　　　　　

？

　↑　増加 築等が必要

事

になる。
成果の方向性

業

　　　　　　　　　→

進

　維持

2

展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 421 給食センター維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

施設及び設備が正常に稼働し、安全安心な給食を安定的に提
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

供できている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化なし
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

環境の変化なし
事業

2

進展等による環境変化

事

□ ある
に伴い、目的を

務

見直す（目
その理由

的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 422 給食配送事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 所長　水野　茂正
この事務事業の開始時期 昭和53年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校給食法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

給食を効率的かつ安定的に配送するため、給食配送業 ・給食を効率的かつ安定的に配送するため、業務委託
務を実施する。 の方法により実施する。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３，４，８，１２」 業務実施期間：令和元年9月1日から令和6年8月31日ま

で

・給食配送業務を業務委託の方法により実施した。
R2年度に実施した具体的な ・給食センターから各校へ給食を配送し、食器等を回収した。
事業の方法、手順、指標に対す 　　対象：小学校8校、中学校4校、保育園7園
る成果等 　　配送車両：専用トラック7台

※4・5月学校臨時休業に伴い

令

小中学校給食中止

事務

和

事業を取り巻く状況は

 

過去と比べ変化してい

3

るか (1)活動指標（

年

事務事業の活動量を表

度

す指標）

なし（給食の

（

実施状況に変化がない

2

ため） 名称 単位
① 給食

年

実施日数 日
変 化

② 配

度

送車両台数 台
内 容

対

実

象(この事業の対象、

施

範囲となる人、物) (

分

2)対象指標（対象の

）

大きさを表す指標）

小

事

中学校及び保育園 名称

務

単位
① 学校数 校
② 保育

事

園数 園

目的(この事業

業

によって上記対象をど

目

のような状態にしたい

的

のか) (3)成果指標

評

（目的の達成度を示す

価

指標）

小中学校及び保

表

育園の給食時間に支障

様

のないよう給食を配送

式

し、 名称 単位
食器等を

1

回収する。 ① 配送中の

-

事故等で給食に影響が

1

出た件数 件
②

結果(上

記

位基本事業の意図) (

入

4)結果の成果指標（

日

上位基本事業の成果指

令

標）

知・徳・体にわた

和

る「生きる力」を育む

0

ため、生涯にわたって

3

健 名称 単位
康に過ごせ

年

る基礎作りに取り組む

1

。 ① 体力テストの県平

2

均以上の種目の割合 ％

月

② 肥満度の全国平均を

0

下回った学年の割合 ％

8

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

H

１

31年度 R2年度 R2

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
(1

現

)の ① 日 195 190

状

190 217 218 2

　

18 220
活動指標 ②

Ｐ

台 7 7 7 7 7 7 7
(2

Ｌ

)の ① 校 12 12 12

Ａ

12 12 12 12
対象

Ｎ

指標 ② 園 7 7 7 7 6 6

及

6
(3)の ① 件 0 0 0

び

0 0 0 0
成果指標 ②

(

Ｄ

4)の結果の ① ％ 67

Ｏ

80 - 80 80 80 8

事

0
成果指標 ② ％ 77 8

務

5 45 60 90 70 8

事

0
予算費目 会計 01 

業

一般会計 款 10 項 07

名

目 01

コスト 年度 H3

N

1年度 R2年度 R2年

o

度 R3年度 R4年度 R

.

5年度 R6年度
実績値

4

計画値 実績値 計画値 目

2

標値 目標値 目標値
事業

2

費(決算又は予算額)

給

Ａ 単位 32,754 3

食

3,634 33,53

配

7 33,634 33,

送

634 33,634 3

事

7,730

財
源
内
訳

 

業

国庫支出金 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 県支出金 千

策

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

こ

方債 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
 その他 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 一般財源 千

務

円 32,754 33,

事

634 33,537 3

業

3,634 33,63

施

4 33,634 37,

策

730
人件費Ｂ 千円 1

の

,573.7 1,57

位

3.7 916.3 91

置

6.3 916.3 91

基

6.3 916.3
正職

本

員従事時間×人数 時間

事

×人 158× 3 158

業

× 3 92× 3 92× 3

主

92× 3 92× 3 92

管

× 3
正職員以外の人件

課

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

その他の費用Ｃ 千円 6

課

1 61 91 91 91 9

長

1 91
トータルコスト

名

A+B+C 千円 34,

こ

388.7 35,26

の

8.7 34,544.

事

3 34,641.3 3

務

4,641.3 34,

事

641.3 38,73

業

7.3
単位あたりコス

の

ト ① 千円/校 2,86

開

5.7 2,939.1

始

2,878.7 2,8

時

86.8 2,886.

期

8 2,886.8 3,

事

228.1
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

区

指標）② 千円/園 4,

分

912.7 5,038

法

.4 4,934.9 4

定

,948.8 5,77

受

3.6 5,773.6

託

6,456.2

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の追加・拡充又は絞込

業

）

必要はありませんか

名

？ ■ ない

有
効
性

小中学

N

校及び保育園の給食時

o

間に支障のないよう給

.

食を配送し、食器等を

4

回収
今以上に事業の成

2

果を向上
することがで

2

きているため、この成

給

果を今後も維持してい

食

く。
させる方法を記入

配

して下さ

い。 内　容
※

送

(3)の成果指標を向

事

上させる

　ことはでき

業

ますか？

小中学校及び

２

保育園の給食時間に支

評

障のないよう給食を配

価

送し、食器等を回収
目

　

的達成状況 内　容 する

Ｃ

ことができている。

□

Ｈ

民間への一部委託 ■民

Ｅ

間への全部委託
市関与

Ｃ

の必要性 □指定管理 □

Ｋ

補助金・負担金助成 □

目

市の直営
内　容

　（実

的

施手法） 給食を効率的

妥

かつ安定的に配送する

当

ため、民間委託により

性

実施

効
率
性

なし（統合

こ

可能な事業がないため

の

）
事務事業の統廃合に

事

より、

事業の効率化を

業

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

必

て下さい。

運送業者へ

要

の委託により、車両管

性

理、人員確保、労務管

は

理等の業務を現状で最

薄

現状より事業費・人件

れ

費を
大限効率化できて

て

いる。
削減する方法を

得

記入して下

さい。（仕

ら

様の変更、外部 内　容

れ

委託、従事時間の削減

て

等は

できないか？)

公

い

平
性

直接的な受益者は

る

いないため
□ ある □ 現

い

状で適正
受益者負担は

ま

ありますか？

また、受

せ

益者負担割合は適 □ な

ん

い □ 検討が必要 内　容

か

正ですか？
■ 受益者が

。

いない

３
改
革
改
善
案
　

十

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

次回、契

分

約に向けて課題の整理

な

及び 給食センター及び

成

学校・園から配送
事業

果

実施上の課題、住 対応

が

に関して意見等があっ

理

た場合は、記
民・議会

　

等からの意見 意　見 対

由

応策 録、共有し、対応

得

を検討する。
と対応策

ら

表面のとおり なし（対

れ

象に変更がないため）

て

R3年度の事業計画は

い

前 変　更
年度から変更

ま

・追加は 前年度 ・
ある

す

か 追　加

今後の事業・

か

コスト・成果の方向性

？

今後の事業の方向性、

得

改革・改善案
※今年度

ら

からの具体的な事業の

れ

進め方、手段の見直し

て

等、各方向性の内容

　

い

　　　　　　　　□　

な

拡大 引き続き、給食配

い

送業務を実施し、給食

事

を効率的かつ
　　　　

業

　　　　　□　改善 安

進

定的に配送していく。

展

　　　　　　　　　■

等

　現状維持
　　　　　

に

　　　　□　縮小
　　

よ

　　　　　　　□　統

る

合
　　　　　　　　　

環

□　完了
　　　　　　

境

　　　□　廃止・休止

変

コストの方向性
　　　

化

　　　　　　→　維持

あ

成果の方向性
　　　　

る

　　　　　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 422 給食配送事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

小中学校及び保育園の給食時間に支障のないよう給食を配送
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

し、食器等を回収することができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化なし
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

環境の変化なし
事業

2

進展等による環境変化

事

□ ある
に伴い、目的を

務

見直す（目
その理由

的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 423 給食調理等委託事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 所長　水野　茂正
この事務事業の開始時期 昭和53年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校給食法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

より安価で良質な食材を確保し、安全安心な給食を提 食材料費　小学校252円　給食費　小学校240円
供するため、給食の食材調達から調理、配缶、食器等 　　　　　中学校283円　　　　　中学校270円
の洗浄、消毒、保管までの業務をみよし市給食協会に  
委託して実施する。 ※給食費の改定について
 物価上昇等により、文部科学省の示す栄養価を充たす
「ＳＤＧｓの取り組み：３，４，８，１２」 給食の提供ができない状況であることを理由として、
 平成24年度に改定した。

（小学校220円→240円　中学校250

令

円→270円）

給食の

和

食材調達から調理、配

 

缶、食器等の洗浄、消

3

毒、保管までの業務を

年

みよし市
R2年度に実

度

施した具体的な 給食協

（

会に委託して実施した

2

。※4・5月学校臨時

年

休業に伴い小中学校給

度

食中止
事業の方法、手

実

順、指標に対す 新型コ

施

ロナウイルス感染症対

分

策として、家庭の経済

）

的負担減のため、6・

事

7・9月の
る成果等 学

務

校給食費を無償化した

事

。（財源更正）

事務事

業

業を取り巻く状況は過

目

去と比べ変化している

的

か (1)活動指標（事

評

務事業の活動量を表す

価

指標）

なし（給食の実

表

施状況に変化がないた

様

め） 名称 単位
① 給食実

式

施日数 日
変 化

②
内 

1

容

対象(この事業の対

-

象、範囲となる人、物

1

) (2)対象指標（対

記

象の大きさを表す指標

入

）

小中学校児童生徒及

日

び保育園園児 名称 単位

令

① 児童生徒数 人
② 園児

和

数 人

目的(この事業に

0

よって上記対象をどの

3

ような状態にしたいの

年

か) (3)成果指標（

1

目的の達成度を示す指

2

標）

児童生徒及び園児

月

が安全安心な給食を欠

0

かさず喫食できる。 名

8

称 単位
① 年間調理食数

日

食
② 給食を中止した日

１

数（災害等除く） 日

結

事

果(上位基本事業の意

務

図) (4)結果の成果

事

指標（上位基本事業の

業

成果指標）

知・徳・体

の

にわたる「生きる力」

現

を育むため、生涯にわ

状

たって健 名称 単位
康に

　

過ごせる基礎作りに取

Ｐ

り組む。 ① 体力テスト

Ｌ

の県平均以上の種目の

Ａ

割合 ％
② 肥満度の全国

Ｎ

平均を下回った学年の

及

割合 ％

事務事業の各種

び

指標の実績と見込及び

Ｄ

目標

H31年度 R2年

Ｏ

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
(1)の ① 日 195

N

190 190 217 2

o

18 218 220
活動

.

指標 ②
(2)の ① 人 5

4

,759 5,630 5

2

,630 5,648 5

3

,614 5,507 5

給

,464
対象指標 ② 人

食

815 836 841 9

調

68 830 830 83

理

0
(3)の ① 食 1,2

等

71,272 1,23

委

8,175 1,116

託

,030 1,430,

事

240 1,286,8

業

98 1,265,81

政

9 1,269,936

策

成果指標 ② 日 0 0 0 0

こ

0 0 0
(4)の結果の

の

① ％ 67 80 - 80 8

事

0 80 80
成果指標 ②

務

％ 77 85 45 60 9

事

0 70 80
予算費目 会

業

計 01 一般会計 款 1

施

0 項 07 目 01

コスト

策

年度 H31年度 R2年

の

度 R2年度 R3年度 R

位

4年度 R5年度 R6年

置

度
実績値 計画値 実績値

基

計画値 目標値 目標値 目

本

標値
事業費(決算又は

事

予算額)Ａ 単位 273

業

,765 302,99

主

0 238,361 32

管

0,513 315,7

課

40 310,094 3

名

10,801

財
源
内
訳

課

 国庫支出金 千円 0 0

長

0 0 0 0 0
 県支出金

名

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

こ

地方債 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 その他 千円 26

事

3,431 282,9

務

27 164,772 3

事

00,810 296,

業

320 291,018

の

291,725
 一般

開

財源 千円 10,334

始

20,063 73,5

時

89 19,703 19

期

,420 19,076

事

19,076
人件費Ｂ

務

千円 7,622.7 7

区

,622.7 8,83

分

5.3 8,835.3

法

8,835.3 8,8

定

35.3 8,835.

受

3
正職員従事時間×人

託

数 時間×人 683× 3

事

683× 3 792× 3

務

792× 3 792× 3

自

792× 3 792× 3

治

正職員以外の人件費 千

事

円 820 820 947

務

947 947 947 9

こ

47
その他の費用Ｃ 千

の

円 507 507 483

事

483 483 483 4

務

83
トータルコストA

事

+B+C 千円 281,

業

894.7 311,1

の

19.7 247,67

根

9.3 329,831

拠

.3 325,058.

法

3 319,412.3

令

320,119.3
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/人 48.9 55.3

の

44 58.4 57.9

概

58 58.6
（ﾄｰﾀ

要

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

現

象指標）② 千円/人 3

在

45.9 372.2 2

の

94.5 340.7 3

状

91.6 384.8 3

況

85.7

1

とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

加・拡充又は絞込）

必

業

要はありませんか？ ■

名

ない

有
効
性

児童生徒及

N

び園児に対して、安全

o

安心な給食を欠かさず

.

提供することができて

4

今以上に事業の成果を

2

向上
いるため、この成

3

果を今後も維持してい

給

く。
させる方法を記入

食

して下さ

い。 内　容
※

調

(3)の成果指標を向

理

上させる

　ことはでき

等

ますか？

児童生徒及び

委

園児に対して、安全安

託

心な給食を欠かさず提

事

供することができて
目

業

的達成状況 内　容 いる

２

。

□民間への一部委託

評

■民間への全部委託
市

価

関与の必要性 □指定管

　

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｈ

（実施手法） 献立作成

Ｅ

、給食数の管理、給食

Ｃ

費の徴収等については

Ｋ

市が実施

効
率
性

なし（

目

統合可能な事業がない

的

ため）
事務事業の統廃

妥

合により、

事業の効率

当

化を図り、成果
内　容

性

を向上させる方法を記

こ

入し

て下さい。

みよし

の

市給食協会への委託に

事

より、業務を現状で最

業

大限効率化できている

の

。
現状より事業費・人

必

件費を

削減する方法を

要

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

は

委託、従事時間の削減

薄

等は

できないか？)

公

れ

平
性

内容：給食費（食

て

材料費）
■ ある □ 現状

得

で適正
受益者負担はあ

ら

りますか？ 懸案事項：

れ

物価上昇等に伴い、将

て

来的に栄養価を
また、

い

受益者負担割合は適 □

る

ない ■ 検討が必要 内　

い

容 満たす給食の提供に

ま

財源が不足する可能性

せ

がある
正ですか？ 。み

ん

よし市学校給食センタ

か

ー運営委員会において

。

□ 受益者がいない
、令

十

和元年度以降継続して

分

審議を行っていく。

３

な

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

成

Ｏ
Ｎ

地元産食材の利用

果

促進（現在は米、 価格

が

の面から、給食費の改

理

定と併せ
事業実施上の

　

課題、住 切り干し大根

由

、はくさい、なす、柿

得

て検討する必要がある

ら

。
民・議会等からの意

れ

見 意　見 ピューレ等で

て

みよし市産を使用） 対

い

応策
と対応策

表面のと

ま

おり 継続して実施する

す

ため、前年度と同
R3

か

年度の事業計画は前 変

？

　更
様同規模で実施

年

得

度から変更・追加は 前

ら

年度 ・
あるか 追　加

今

れ

後の事業・コスト・成

て

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

な

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

事

段の見直し等、各方向

業

性の内容

　　　　　　

進

　　　□　拡大 ・引き

展

続き、業務をみよし市

等

給食協会に委託して実

に

施
　　　　　　　　　

よ

□　改善 し、安全安心

る

な給食を提供していく

環

。
　　　　　　　　　

境

■　現状維持 ・給食協

変

会は、給食業務を適正

化

かつ円滑に実施するこ

あ

　　　　　　　　　□

る

　縮小 とを目的に組織

に

された任意団体である

伴

。今後も安全安
　　　

い

　　　　　　□　統合

、

心な給食を継続して提

対

供するため、法人化を

象

視野に入
　　　　　　

を

　　　□　完了 れた組

見

織基盤の強化を図る必

直

要がある。
　　　　　

す

　　　　□　廃止・休

（

止
コストの方向性
　　

拡

　　　　　　　→　維

そ

持
成果の方向性
　　　

の

　　　　　　→　維持

理

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 423 給食調理等委託事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童生徒及び園児に対して、安全安心な給食を欠かさず提供
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

することができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化なし
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

環

-

境の変化なし
事業進展

2

等による環境変化 □ あ

事

る
に伴い、目的を見直

務

す（目
その理由

的の追



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 424 給食協会運営補助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 心豊かな子どもを育てよう

の位置
基本事業 小中学校教育

主管課名 学校教育課 課長名 所長　水野　茂正
この事務事業の開始時期 昭和53年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 学校給食法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市補助金等交付規則、みよし市給食協会補助金 安全安心な給食を提供するため、給食調理等業務を受
交付要綱に基づき、みよし市給食協会が管理運営事業 託するみよし市給食協会が事業に要する費用を補助す
に要する費用を補助する。 る。
 
補助率：補助対象経費の全額
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３，４，８，１２」

みよし市給食協会に補助金を交付し、事業に要する費用を補助した。
R2年度に実施した具体的な ※4・5月学校臨時休業に伴い小中学校給食中止
事業の方法、手順、指標に対す 学校臨時休業対策費補助金を財源

令

として、令和2年3月

和

の学校臨時休業に伴う

 

給食中
る成果等 止に係

3

る食材納入業者との協

年

議費用を追加で補助し

度

た。

事務事業を取り巻

（

く状況は過去と比べ変

2

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

なし

実

（給食の実施状況に変

施

化がないため） 名称 単

分

位
① 補助金交付団体数

）

団体
変 化

②
内 容

対

事

象(この事業の対象、

務

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

業

大きさを表す指標）

み

目

よし市給食協会 名称 単

的

位
① 職員数（正規） 人

評

②
目的(この事業によ

価

って上記対象をどのよ

表

うな状態にしたいのか

様

) (3)成果指標（目

式

的の達成度を示す指標

1

）

みよし市給食協会が

-

事業を適正かつ円滑に

1

実施できる。 名称 単位

記

① 年間調理食数 食
② 給

入

食を中止した日数（災

日

害等除く） 日

結果(上

令

位基本事業の意図) (

和

4)結果の成果指標（

0

上位基本事業の成果指

3

標）

知・徳・体にわた

年

る「生きる力」を育む

1

ため、生涯にわたって

2

健 名称 単位
康に過ごせ

月

る基礎作りに取り組む

0

。 ① 体力テストの県平

8

均以上の種目の割合 ％

日

② 肥満度の全国平均を

１

下回った学年の割合 ％

事

事務事業の各種指標の

務

実績と見込及び目標

H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

の

R5年度 R6年度
指標

現

 ＼ 年度 単位
実績値

状

計画値 実績値 計画値 目

　

標値 目標値 目標値
(1

Ｐ

)の ① 団体 1 1 1 1 1

Ｌ

1 1
活動指標 ②
(2)

Ａ

の ① 人 36 37 37 3

Ｎ

7 37 37 37
対象指

及

標 ②
(3)の ① 食 1,

び

271,272 1,2

Ｄ

38,175 1,11

Ｏ

6,030 1,430

事

,240 1,286,

務

898 1,265,8

事

19 1,269,93

業

6
成果指標 ② 日 0 0 0

名

0 0 0 0
(4)の結果

N

の ① ％ 67 80 - 80

o

80 80 80
成果指標

.

② ％ 77 85 45 60

4

90 70 80
予算費目

2

会計 01 一般会計 款

4

10 項 07 目 01

コス

給

ト 年度 H31年度 R2

食

年度 R2年度 R3年度

協

R4年度 R5年度 R6

会

年度
実績値 計画値 実績

運

値 計画値 目標値 目標値

営

目標値
事業費(決算又

補

は予算額)Ａ 単位 23

助

2,957 255,3

事

62 242,366 2

業

55,927 260,

政

238 265,463

策

264,274

財
源
内

こ

訳

 国庫支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 0

業

0 3,639 0 0 0 0

施

 一般財源 千円 232

策

,957 255,36

の

2 238,727 25

位

5,927 260,2

置

38 265,463 2

基

64,274
人件費Ｂ

本

千円 657.4 657

事

.4 1,743 1,7

業

43 1,743 1,7

主

43 1,743
正職員

管

従事時間×人数 時間×

課

人 66× 3 66× 3 1

名

75× 3 175× 3 1

課

75× 3 175× 3 1

長

75× 3
正職員以外の

名

人件費 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
その他の費用Ｃ 千

の

円 0 0 101 101 1

事

01 101 101
トー

務

タルコストA+B+C

事

千円 233,614.

業

4 256,019.4

の

244,210 257

開

,771 262,08

始

2 267,307 26

時

6,118
単位あたり

期

コスト ① 千円/人 6,

事

489.3 6,919

務

.4 6,600.3 6

区

,966.8 7,08

分

3.3 7,224.5

法

7,192.4
（ﾄｰ

定

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

受

対象指標）② 千円/ 0

託

0 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませんか？

業

■ ない

有
効
性

みよし市

名

給食協会が事業を適正

N

かつ円滑に実施できて

o

いるため、この成果を

.

今
今以上に事業の成果

4

を向上
後も維持してい

2

く。
させる方法を記入

4

して下さ

い。 内　容
※

給

(3)の成果指標を向

食

上させる

　ことはでき

協

ますか？

みよし市給食

会

協会が事業を適正かつ

運

円滑に実施できている

営

。
目的達成状況 内　容

補

□民間への一部委託 □

助

民間への全部委託
市関

事

与の必要性 □指定管理

業

■補助金・負担金助成

２

□市の直営
内　容

　（

評

実施手法） 安全安心な

価

給食を提供するため補

　

助

効
率
性

なし（統合可

Ｃ

能な事業がないため）

Ｈ

事務事業の統廃合によ

Ｅ

り、

事業の効率化を図

Ｃ

り、成果
内　容

を向上

Ｋ

させる方法を記入し

て

目

下さい。

事業費を精査

的

し、必要最低限の補助

妥

としている。
現状より

当

事業費・人件費を

削減

性

する方法を記入して下

こ

さい。（仕様の変更、

の

外部 内　容
委託、従事

事

時間の削減等は

できな

業

いか？)

公
平
性

直接的

の

な受益者はいないため

必

□ ある □ 現状で適正
受

要

益者負担はありますか

性

？

また、受益者負担割

は

合は適 □ ない □ 検討が

薄

必要 内　容
正ですか？

れ

■ 受益者がいない

３
改

て

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

得

Ｎ

今後も安心安全な給

ら

食を継続して提 法人化

れ

に関する調査及び検討

て

を行い
事業実施上の課

い

題、住 供するため、法

る

人化を視野に入れた 、

い

方針を決定していく。

ま

民・議会等からの意見

せ

意　見 組織基盤の強化

ん

対応策
と対応策

表面の

か

とおり なし（対象に変

。

更がないため）
R3年

十

度の事業計画は前 変　

分

更
年度から変更・追加

な

は 前年度 ・
あるか 追　

成

加

今後の事業・コスト

果

・成果の方向性 今後の

が

事業の方向性、改革・

理

改善案
※今年度からの

　

具体的な事業の進め方

由

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 ・

れ

引き続き、みよし市給

て

食協会が事業に要する

い

費用を
　　　　　　　

ま

　　□　改善 補助し、

す

安全安心な給食を提供

か

していく。
　　　　　

？

　　　　■　現状維持

得

・給食協会は、給食業

ら

務を適正かつ円滑に実

れ

施するこ
　　　　　　

て

　　　□　縮小 とを目

い

的に組織された任意団

な

体である。今後も安全

い

安
　　　　　　　　　

事

□　統合 心な給食を継

業

続して提供するため、

進

法人化を視野に入
　　

展

　　　　　　　□　完

等

了 れた組織基盤の強化

に

を図る必要がある。
　

よ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

環

向性
　　　　　　　　

境

　→　維持
成果の方向

変

性
　　　　　　　　　

化

→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 424 給食協会運営補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市給食協会が事業を適正かつ円滑に実施できている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化なし
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

環境の変化なし
事業進

-

展等による環境変化 □

2

ある
に伴い、目的を見

事

直す（目
その理由

的の

務

追加・拡充又は絞込）


